
235

戦前・戦時期の放送規制をめぐっては，社団法人・日本放送協会が人事や予算面で政府の統制下に
置かれ，さらに，検閲によって番組内容についても厳しく統制されたといった形で整理がなされること
が多い。しかし，この間，政府と放送協会との関係は一定ではなく，検閲の実態も時期による差異が
見られる。このため本稿では，放送開始から太平洋戦争終結までを，▷1925年～1934年，▷1934
年～1937年，▷1937年～1945年の3期に分け，監督官庁（逓信省，情報局）や放送協会の文書など
によりつつ，放送規制の変化とその要因について検討した。

まず，1930年代初めまでは，各地に置かれた放送協会の支部の独立性の高さもあって，中央からの
統制が効きにくい状態にあった。規制は，逓信省の出先機関（逓信局）によるニュース原稿や台本の検
閲が中心だったが，地方では体制が手薄で，指摘事項に反した放送が行われた際の遮断措置も不完全
だった。

このため，1934年に逓信省主導で放送協会の機構改革が図られ，支部制が廃止されるなど組織面
の中央集権化が図られた。さらに全国向け番組の決定に逓信省が関与する仕組みが設けられ，国策に
沿った番組編成が可能となった。他方，放送現場に近い場所で行われる検閲は，風俗壊乱の防止や
不偏不党の維持といった消極的規制にとどまった。

しかし，1937年に日中戦争が始まり，総力戦体制が進展すると，監督当局からは積極的に番組指導
を行うべきとする見解が示されるようになり，監督当局と放送協会の関係も，監督・被監督の関係から，
両者が協力して国策に合致する情報を発信していくものに変化した。あわせて内容規制の重点は，検
閲による風俗壊乱などの取締りから，戦争目的に沿った番組指導に置かれるようになった。

こうした経緯からは，放送規制は，検閲のみによるのではなく，組織面に対する統制と組み合わされ
て機能してきたことがわかる。とりわけ放送協会の中央集権化や，監督当局と放送協会との関係の変
化は，規制の実質的な内容に影響を及ぼした。戦時下，国策に沿った放送がなされた要因を考えるうえ
では，検閲に代表される内容規制にとどまらず，それ以外の間接的な規制も考慮に入れる必要がある。
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1 はじめに

1-1 �問題の所在

本研究の目的

1925年に日本で放送が開始されてから95年

になろうとしているが，この間，放送メディアと

政府との関係は，時期によってさまざまな様相

を見せてきた。戦前から戦時期1）にかけて，放

送メディアは，逓信省や内閣直属の情報局によ

る統制下に置かれ，検閲をはじめとする介入を

受けてきた。太平洋戦争終結後には，メディア

の民主化政策が進められたものの，一方で，占

領当局（GHQ）は検閲を継続し2），占領末期

まで放送への関与を続けた。1952年の独立回

復後は，放送法（1950年施行）のもと，放送

による表現の自由が保障される一方で，電波の

希少性や特別な社会的影響力を理由に，政治

的公平性の確保など，さまざまな規律が設けら

れてきた。

このため，放送メディアについて考察するうえ

では，新聞や雑誌といったメディア以上に，政

府との関係を考慮に入れることは重要と考えら

れる。このうち，戦後の規制が放送メディアに

及ぼしてきた影響については，村上（2015）で

論じたことから，今回は，戦前から戦時期にか

けての規制に焦点を当てて考察することにした

い。

戦前・戦時期に焦点を当てて研究を行う意義

としては，過去の事例を振り返ることで，現在

の放送制度が果たしている機能が明確になると

いう点がある。日本の放送制度は，占領期の制

度改革を経て全面的に見直しがなされたものの，

戦前の仕組みを引き継いでいる点もある。制度

がどのように変わったのか，あるいはどこが変

化せずに残ったのかを確認しておくことは，現

在の制度のあり方を考えるうえでも欠かせない。

また，より一般的に，どういった規制であれば，

放送内容にどのような影響がもたらされるかと

いった点についても，戦前との比較を通じてさ

らに明確になる可能性がある。

戦前・戦時期の放送規制をめぐっては，国

内3）で放送事業を独占してきた社団法人・日本

放送協会4）が人事や予算面で政府の管理下に

置かれ，番組面でも検閲による厳しい統制がな

されてきたといった形で整理されることが多い。

ただ，こうした説明に対しては，組織面の統制

を通じて政府と放送協会とが完全に一体化して

いたならば，検閲のような手段をとるまでもなく

番組面への統制も可能だったのではないかとい

う見方もできる。実際には，政府と放送協会と

の一体化の度合いが最も高まったとされる太平

洋戦争中も検閲自体は続けられ，両者の監督・

被監督の関係は維持されている。こうした点か

らは，戦時下においても政府と放送協会の間に

は一定の緊張関係があったのではないか，ある

いは，同じ検閲という規制手段であっても，そ

の様態は戦時下とそれ以前とでは異なっていた

のではないか，といった点が解明すべき問題と

して浮かび上がる。

戦前の社団法人・日本放送協会に関しては，

「社団法人という形式は，官製機関の実質を隠

ぺいする外被にすぎなかった」（奥平1974：383）

とする見方がなされることが多いが，放送開始

から太平洋戦争終結までの20年間，そうした

状態が続いていたかどうかは，検討の余地があ

る。本稿では，そうした点を念頭に置きつつ，

戦前・戦時期の放送規制について検討していく
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ことにしたい。

すでに行った戦後の放送規制の分析（村上

2015）では，番組規律（内容規制）に加えて，

資本・経営面を通じて放送事業者に影響を与え

る構造的な規制（地域免許制度やマスメディア

集中排除原則）にも着目して規制の効果を検証

してきた。これは，直接的な内容規制だけでは

なく，間接的・構造的な規制によっても番組の

内容に影響がもたらされるためである5）。

戦前の放送規制に関しても，従来，政府によ

る検閲（直接的な内容規制）に焦点が当てられ

ることが多かった。しかし，上記の点を考慮に

入れれば，人事や予算など組織面に関する間

接的な規制との関係に注意を払わなければ，

検閲をはじめとする内容規制の効果について正

確に把握できなくなる可能性がある。組織面に

対する政府の介入は，放送開始から太平洋戦

争終結までの間に変化していることから，その

点を考慮に入れた放送規制の検討が必要にな

る。

本研究の目的は，上記の点を踏まえつつ，戦

前・戦時期における放送規制の実態と，それ

が放送メディアにもたらした帰結について，実

証的に考察を進めていくことにある。

先行研究

放送制度のあり方を含め，戦前から戦時期に

かけての日本の放送の歴史は，NHKが刊行し

てきた『日本放送史』（1951年）や『日本放送

史』（1965年），『放送五十年史』（1977年），『20

世紀放送史』（2001年）に概要がまとめられて

いる。戦前は，草創期の東京，大阪，名古屋

の3つの社団法人が統合されて以降，NHKの

前身にあたる社団法人・日本放送協会が国内

での放送事業を独占してきたことから，放送事

業者がとりまとめた戦前の通史はNHKによるも

のが中心となる。

また，監督当局が編纂した記録によっても放

送の歴史を把握することができる。逓信省『逓

信事業史』（1940年～1941年）や郵政省『続逓

信事業史』（放送に関する第6巻は1961年刊行）

が代表的なものである。さらに，戦後の一時期，

放送を所管していた電波監理委員会も『日本無

線史』（放送に関する第7巻と第8巻は1951年

刊行）をまとめている。

ただし，これらの通史は，番組や技術，経営，

制度などさまざまな角度から放送の歴史を網羅

的にまとめたもので，検閲を含む放送規制につ

いて多くの分量を割いているわけではない。ま

た，制度とその運用に関する分析的な記述も限

られる。

このため，戦前の放送規制の実態を詳しく知

るためには，規制に焦点を当てた研究を参照す

ることが必要となる。このうち，戦時期の放送

規制に関する考察としては，柳澤（1995）や竹

山（2005）などが挙げられる。このうち柳澤

（1995）は，太平洋戦争中の検閲について，ニュー

ス報道に携わっていた経験をもとに実態を詳し

く描いている。また，竹山（2005）は，監督官

庁の情報局による記録「大東亜戦争放送指針

彙報」などに基づき，戦時中の放送政策につい

て論じている。

さらに，当時の資料を用いた研究としては，

NHK放送文化研究所の一連の研究成果があ

る。前川（2002）は太平洋戦争下の放送検閲

の実態について，新たに発見した資料に基づき

明らかにしている。また，戦時下，日本放送協

会が政府の指導をどのように内面化し，自主規

制を行っていたかについては，井上（2016）や
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大森（2017）などの研究がある。このように，

放送規制をめぐっては，戦時期の統制，特に

検閲に代表される内容規制についての研究が

進んでいる。

他方，本格的な戦時体制に入る前，つまり

1920年代後半から1930年代半ばにかけての放

送規制の実態は，十分に解明されていない面

がある。また，放送規制の手段としては人事や

組織面を通じた統制もあるが，それらを含めて

総合的に規制の機能を検証した研究は限られ

る。さらに東京や大阪といった大都市以外でど

のような規制がなされていたのかといった点も，

個別の放送局史などで断片的に触れられている

のみで，まとまった記述は乏しい。このため，

本稿では，日本が本格的な戦時体制に入る以

前に各地で行われた放送規制の実態について，

検閲以外の統制手段も含め，分析を行うことが

課題となる。

また，マス・メディアに対する政府の規制は，

新聞や雑誌などに関する研究が先行してきたこ

とから，それらと比較しつつ論じていくことも

不可欠と思われる。戦前・戦時期のメディア規

制に関する代表的な研究としては，奥平（1983）

や内川（1989）がある。このうち，奥平（1983）

は「出版警察報」など監督当局が作成した資

料を駆使して，戦前の新聞検閲の実態を検証し

た。また，内川（1989）は戦前期のメディア統

制に関連した法令の発達過程を詳しく論じてい

る。このほか戦前の政府とメディアとの関係に

ついては，新聞社に関する記述が中心だが，

佐々木（1999）に詳しい。

さらに，新聞に関しては，1990年代以降，内

務省「新聞記事差止資料集成」などの資料集が

刊行され，実証的な研究が進んでいる。中園

（2006）は，検閲制度が新聞紙法や出版法の

解釈運用によって拡大していったことや，その

過程で，検閲当局が前例や慣行によりつつ継

続的に制度運用の見直しを図っていたことを明

らかにした。また，監督側の動向にとどまらず，

メディア側のあり方，特にその営利企業としての

性格が規制の実態に影響をもたらしたと指摘し

ている。ここからは，規制の実態を明らかにす

るためには，公式な制度の検討にとどまらず，

運用の実態について実証的に検討する必要が

あることがわかる。

戦前の放送では，当初から逓信省出身者が

日本放送協会の幹部の役職に就くなど，監督

当局との関係は新聞以上に複雑なものだった。

本稿では，そうした放送分野の特性を踏まえつ

つ，制度運用の実態について検討を進めること

も課題となる。

1-2 �研究の方法

依拠する資料

戦前のラジオ放送について調査・研究するう

えで最大の問題は，新聞や雑誌とは異なり，

最終的な生産物，つまり放送された番組の記録

（ラジオ放送のレコード録音など）がごく一部を

除き，残されていない点である。また，放送で

使われた原稿が残されていることもまれである。

著名人が放送で行った講演は一部，講演集な

どとしてまとめられているものの，そこから監督

当局による検閲や番組指導の痕跡を確認する

ことは難しい。

このため，戦前の放送規制の実態を明らか

にするためには，監督当局（逓信省や情報局）

や放送事業者（社団法人・日本放送協会）に

よって生成された文書を参照しながら検討を行
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う必要がある。このうち，具体的に検閲の実態

がわかる資料としては，監督当局による指示文

書や報告書などが考えられる。しかし，ほとん

どは終戦時に廃棄されたものと見られ6），検閲

に関する報告書（事例集）のうち，現時点で確

認できるのは，逓信省電務局無線課による「放

送事項措置彙報（草案）」（1936年10月）と，情

報局第二部放送課による「放送事項取締彙報 

第8号」（1943年4月）の2点のみである。

このうち前者は，1932年1月から1936年1月

までになされた検閲のうち，329の事例が記載

された文書である。報道，講演・講座，音楽，

演芸・演劇といった類型別に事例が整理され，

検閲の対象となった題目や内容とともに，逓信

省が行った措置が記されている。省内で情報を

共有するとともに，どのような事項が取締りの

対象になるかを放送協会に対して示すために作

成されたものと見られ，複製物がNHK放送文

化研究所に残されていた。

後者も同様の目的で作成されたものと見られ，

1943年1月から2月にかけての53の事例がまと

められている。記載事項は1936年の彙報とほ

ぼ同様である。この資料は台湾放送協会の東

京駐在員（当時）が所蔵し，のちにNHK放送

文化研究所に寄贈されたもので，文書が見つ

かった経緯については，前川（2002）に詳しく

記されている。

また，逓信省や情報局が行った会議の議事

録や，検閲の実施体制に関する報告書も断片

的に残されており，規制の実態を把握するうえ

では有用な資料となる。ただし，これらも廃棄

を免れて現存する資料はごくわずかであり，こ

れらの一次資料のみで規制の全体像を浮かび

上がらせることは難しい。このため，規制の実

態は，当時の刊行物なども参照しつつ，検討す

る必要がある。規制も含め，当時の放送について

記述した刊行物としては，日本放送協会が刊行

していた『ラヂオ年鑑』（1931年～1953年，1941

年以降は『ラジオ年鑑』）や，『調査時報』『調

査月報』『放送』といった戦前の研究誌が挙げら

れる。また，監督側の記録としては，逓信省の

『電務研究資料』（1935年～1941年）がある。

さらに，当時の新聞記事や雑誌記事も規制

の実態を知るうえで有用である。それらの中に

は，逓信省と放送協会との関係や放送への介

入の様子を詳しく報道しているものもあり，公

式の資料には記述されていない側面がわかる

場合もある。また，検閲制度は新聞・雑誌と

放送とでは異なっていたことから，放送に対し

てどのような検閲がなされていたのかが新聞記

事を通じて浮かび上がることもある。

本稿では，戦前に生み出された上記の資料

に加え，放送の歴史を描いた『20世紀放送史』

『放送五十年史』などの戦後の刊行物，さらに

はすでに触れたような先行研究によりつつ，考

察を進めていくことにしたい。

分析の視点・時期区分

すでに触れたように，本稿では，制度そのも

のの変化に加え，制度の運用実態や放送番組

への影響に焦点を当てる。分析の視点を改めて

整理すると以下のようになる。

まず，制度に関しては，非公式な通達や事務

処理細則も含め分析を行う。戦前の放送規制

では，監督当局が通達などを発して裁量的に

規制を行い，その後，後追いの形で法令を改

正して規制の公式化を図った面もある。このた

め，法令にとどまらず，より非公式な通達など

も考慮に入れて検討する。
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また，検閲に代表される直接的な内容規制

に加え，組織編成や人事・予算を通じた統制も

あわせて検討する。こうした間接的な統制は，

検閲とは区別して扱うのが通例だったと考えら

れるが，両者は密接に関連しながら機能してき

た可能性がある。本稿では，両者の関係に留

意しつつ分析を進める。

さらに，他のメディアに対する規制との違い

も踏まえつつ分析を行う。戦前，放送に対する

規制と新聞・雑誌に対する規制では，検閲の

方法や取締り対象となる事項などさまざまな差

異があった。監督官庁も1940年に内閣直属の

情報局が発足するまでは異なっていた。そうし

た違いがもたらした側面についても考慮に入れ

る。

他方，放送規制をめぐっては，番組制作者や

聴取者の動向も運用の実態に影響を与えたと

考えられるが，本稿では，監督官庁の規制手

法の変化と，それに対する日本放送協会の組

織的な対応に焦点を当てて論じていくことにな

るため，上記に関する言及は限定的なものとな

る面がある。

分析は，戦時体制が本格化して統制が厳し

さを増した時期に限らず，放送開始から太平洋

戦争終結までの20年間を対象に進める。特に

戦時体制が本格化する前にどのような規制がな

されていたかといった点は，従来の研究で詳し

く論じられていない面があることから，その点を

踏まえて考察を行う。

以下，時期を追って規制の特徴を記述するが，

戦前のマス・メディア統制の節目については，

立法化が集中した時期に着目して，内川芳美が

「（1）大正末年から昭和初年にかけての時期，

（2）昭和九年から昭和十一年にかけての時期，

（3）日中戦 争から太平洋 戦 争までの時期，

（4）太平洋戦争の開戦から昭和十八年までの

時期」を注目すべき点として挙げている（内川

編1973：解題11）。放送に関しても，1925年

に開始されたのち，1934年の日本放送協会の

機構改革で大幅に中央集権化が進み，戦時体

制の進展とともに規制のあり方が変化した面が

ある。

このため，本稿でも，内川の区分を参考にし

つつ，①1925年の放送開始から1934年5月の

日本放送協会の機構改革まで，②日本放送協

会の機構改革以降，1937年7月の日中戦争の

勃発まで，③日中戦争の勃発から1945年8月

の太平洋戦争の終結まで，の3期に分けて考

察を行う。

戦前における「表現の自由」「言論の自由」

の保障はきわめて不十分なものだったが7），そ

うした中でも統制が比較的緩やかに機能した時

期もある。どのような条件下であれば，表現の

自由が実質的に確保される可能性があったかを

検証しておくことは，現在の制度のあり方を考

えるうえでも有用と思われる。そうした点も意識

しつつ，戦前・戦時期日本の放送規制を検証し

ていくことにしたい。
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2 �戦前・戦時期の 
放送制度

2-1 �内容規制

法令

ここでは戦前・戦時期の放送制度を確認す

る。前述のように，本稿では放送規制を，①

検閲8）など放送内容に対する直接的な規制と，

②人事，予算など組織面に関する規制の，2つ

に区分して分析を行う。まず，内容規制につい

て見ていくが，規制の概要に触れる前に，放送

制度の形成過程について簡単に確認しておくこ

とにする。

日本国内でラジオ放送の実用化に向けた動

きが活発になったのは1920年代初めのことだ

が，この時点で，欧米ではすでにラジオの企業

化の動きが見られた。逓信省では，1922年春，

通信局電話課長の今井田清徳がアメリカの放

送事情を視察して帰国したのを機に，放送（無

線電話9））制度の検討に入ったが，この時点で

は，事業主体はどうあるべきか，また，無線電

話に関する特別立法を行うか，といった点は明

確には決まっていなかった。

このため，逓信省内で上記の点を中心に検

討が行われ，結果は1922年夏に「放送用私設

無線電話に関する議案」としてまとめられた。

議案はその後，1923年8月に逓信省の方針とし

て決定されている。ここまでの議論で，放送事

業は民営とするとともに，放送のための特別立

法は行わず，すべて無線電信法の枠内で処理

する方向性が決まった（日本放送協会編2001：

24）。また，監督方法として，放送事項を前日

までに届け出させることや，所轄の逓信局が放

送を監聴することも方針として固まった。

逓信省が放送事業を民間に委ねる方針を決

めた背景には，当時，ラジオ放送の採算の見通

しが明らかではなく，国家財政の窮迫を考慮す

れば官営（国営）にはできないといった事情が

あった。また，特別立法を行わない方針を決め

た理由としては，新たに法案を議会に提出した

場合，他省との間で権限争いが起きることが懸

念されたためだった（日本無線史編纂委員会編

1951a：8）。

こうして逓信省は，ラジオ放送を無線電話の

一種として，1915年制定の無線電信法によって

規律を行うことになった。無線電信法は，1条

で「無線電信及無線電話ハ政府之ヲ管掌ス」と

規定し，所管大臣に無線電話に関する包括的

な権限を与えていた。また，2条で，逓信大臣

の許可を受けた場合には，私設（民営）ができ

るとしていた。

しかし，無線電信法には，放送施設の設置

などに関する具体的な規定は存在しなかった。

このため，逓信省は，関東大震災後の復興の

動きとあわせて制度の整備を急ぎ，1923年12

月に放送用私設無線電話規則（逓信省令）を

制定した。同規則には放送局を運営しようとす

る者が遵守すべき事項が列挙された。こうして，

1950年の放送法制定まで，無線電信法と放送

用私設無線電話規則が，国内の放送を規律す

る基本的な法令となった（表1）。

もっとも，放送開始（1925年）の時点では，

どのような放送が禁止されるのか，また，禁止

事項が放送された場合にどのような行政処分が

なされるのか，といった点は，法令では具体的

に規定されていなかった。無線電信法が改正さ

れ，公安妨害や風俗壊乱と認められる放送が

行われた場合に放送停止を命じることができる



242 │ NHK 放送文化研究所年報 2020

とした規定が施行されたのは，1930年のことで

ある。放送用私設無線電話規則に，逓信大臣

や所轄の逓信局長から指示があった場合には，

それに従わなければならないとする規定が追加

されたのもこのときだった。

このように戦前の放送に関する内容規制につ

いては，法令レベルではきわめて包括的な規定

があるのみであり，検閲の実施方法などは具体

的には規定されていなかった10）。

通達・事務処理細則

こうした中で，検閲の方法や取締りの基準を

定めていたのは，逓信省の通達や監督事務処

理細則，放送局設立時の許可命令書などである

（表2）。

このうち，初期のものとしては，社団法人・

東京放送局の開設にあたって逓信省が交付し

表1　内容規制関連の法令（抜粋）

施　行 内　　　容

無線電信法 1915年
11月1日

【1条】
無線電信及無線電話ハ政府
之ヲ管掌ス

【2条】
左ニ掲クル無線電信又ハ無
線電話ハ命令ノ定ムル所ニ
依リ主務大臣ノ許可ヲ受ケ之
ヲ私設スルコトヲ得

1930年
1月1日

【8条の2】
公安ヲ妨害シ又ハ風俗ヲ壊
乱スルモノト認ムルトキハ主
務大臣ノ指定シタル電信官
署又ハ電話官署ニ於テ之ヲ
停止シ又ハ当該無線電信，
無線電話ノ施設者若ハ当該
通信ヲ発スル者ニ対シ其ノ通
信ノ停止ヲ命スルコトヲ得

放送用私設
無線電話規
則

（逓信省令）

1923年
12月20日

【9条】
公衆通信又ハ軍事通信ヲ取
扱フ無線電信又ハ無線電話
ヨリ放送ノ中止ヲ求メラレタル
トキハ直ニ之ニ従フコト

1930年
1月1日

【9条（追加）】
逓信大臣又ハ所轄逓信局長
ヨリ放送ニ関シ指示アリタル
トキハ直ニ之ニ従フコト

（『20世紀放送史 資料編』をもとに作成）

表2　内容規制関連の通達など（抜粋）

施　行 内　　　容

放送無線電
話施設許可
命令書

1924年
11月29日

【6条】
施設者ハ放送ノ「プログラム」
ヲ遅クモ当該放送ノ前日迄に
所轄逓信局長ニ届出ツヘシ

放送無線電
話ノ放送事
項取締ニ関
スル件

（逓信省電務
局長通達）

1925年
5月22日

左ノ事項ヲ放送無線電話施
設者へ通達スルコト

（1） 左ノ事項ヲ放送スヘカラ
サルコト

（イ）安寧秩序ヲ害シ又ハ風
俗ヲ害ス事項

（ロ）外交又ハ軍事ノ機密ニ
関スル事項（中略）

（5） 所轄逓信局長ニ於テ放
送ノ中止ヲ命シタルトキハ直
ニ電源ヲ遮断スヘキコト

放送用私設
無線電話監
督事務処理
細則

1930年
2月13日
改正

【10条】
「プログラム｣ノ各種目ノ内容
又ハ梗概ヲ添付シ遅クモ当
該放送ノ前日迄ニ（ニュース
ニ付テハ其ノ内容ヲ当該放
送ノ1時間前迄ニ）届出シム
ルモノトス

【30条】
｢プログラム｣又ハ放送内容ノ
検閲ニ当リ左ノ各号ノ一ニ該
当スルモノアルトキノ当該事
項ノ放送ヲ禁止シ又削除若
ハ訂正セシムルモノトス
一  皇室，神宮又ハ皇陵ノ尊
厳ヲ冒瀆スル事項
二  公安ヲ妨害シ又ハ風俗ヲ
壊乱スル事項
三  外交又ハ軍事ノ機密ニ
関スル事項（以下略）

（『20世紀放送史 資料編』をもとに作成）
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た放送無線電話施設許可命令書（1924年11

月）がある。命令書は，「プログラム」を遅くと

も放送前日までに所轄逓信局長に届け出ること

を求めている。東京に続いて，大阪と名古屋で

も放送局が開設されたが，ここでも同様の条件

が付されている。

東京放送局による放送は，1925年3月に開

始された。ただし，具体的な放送禁止事項が示

されたのは，その2か月後のことである。1925

年5月の逓信省電務局長通達「放送無線電話

ノ放送事項取締ニ関スル件」は，放送禁止に

あたる事項として，▷安寧秩序を害したり，風

俗を害したりする事項，▷外交・軍事機密に関

する事項，▷官公庁・議会が公開していない事

項，などを挙げている。また，所轄の逓信局

長が放送の中止を命令したときには直ちに電源

を遮断することも指示している。

こうした通達はその後も断続的に発せられ

た。それらを集大成する形となったのが放送用

私設無線電話監督事務処理細則（1930年2月

13日改正）である。同細則は，それまでに出さ

れた通達の内容を集録・維持した形で改正さ

れたことから，同細則を参照することで，戦前

の放送禁止事項を把握することができる。同細

則で放送禁止事項として挙げられているのは以

下の13項目である。

①皇室の尊厳を冒瀆する事項

②公安を妨害，または風俗を壊乱する事項

③外交・軍事機密

④官公署の秘密

⑤議会で公開していない議事

⑥検事が差し止めた捜査事項

⑦犯罪を煽動，曲庇する事項

⑧官民を問わず名誉を毀損する事項

⑨政治上の講演・論議

⑩広告・宣伝

⑪風教上悪影響を及ぼす事項

⑫人心に著しい衝動を与える事項

⑬他省庁から放送禁止の依頼があった事項

このように事前検閲の実施方法や放送禁止

事項を具体的に定めていたのは，法律や省令で

はなく，逓信省の電務局長通達や事務処理細

則だった。放送禁止事項を拡大するにあたって

法令を改正する必要はなく，内容規制を実施す

るうえでの逓信省の裁量は大きかった。

2-2 �組織面に対する規制

法令

放送事業に関しては，事業主体のあり方や，

その人事，予算に関する規制も多数存在してい

たが，内容規制と同様，法令ではなく，設立

許可命令書などに委ねられた点が多かった。

前述のように，無線電信法には事業主体に

関する詳細な規定はなく，2条に，主務大臣が

特に認めた場合には放送施設の私設（民営）

ができるとした規定があるのみだった。また，

放送局設立に際しての具体的な手続きを定めて

いたのが逓信省令の放送用私設無線電話規則

だったが，主に規定していたのは，施設面に関

する事項だった（表3）。

こうした中，放送開始前年の1924年7月，犬

養毅逓信大臣が，放送事業を民営とする方針

は維持しつつ，事業主体を営利会社ではなく公

益社団法人とする方針を決定したことで，戦前

の放送事業の枠組みが固まった。事業主体が

公益社団法人に変更になった理由としては，大
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阪で放送事業の出願者の調整が紛糾したこと

が挙げられる。犬養は，｢大阪で紛糾が続くの

は，放送がもうかる事業だと見ているからであろ

う，これをもうからぬようにすればよい｣と判断

したのだという（日本放送協会編2001：26）。

無線電信法と放送用私設無線電話規則に基

づく社団法人は，1924年から1925年にかけて

東京，大阪，名古屋で設立された。そして，3

つの社団法人はそれぞれ1925年に放送を開始

したのち，1926年には社団法人・日本放送協

会に一本化された。これ以降，戦前から戦時期

にかけて社団法人・日本放送協会が国内での

放送事業を独占してきた11）。

設立許可命令書

放送事業に関する組織面での統制手段とし

ては，事業計画や収支予算，首脳部人事，定

款変更に関して逓信大臣の許可や認可を要する

といったものがある12）。それらを定めていたの

が社団法人の設立許可命令書だった。

社団法人・東京放送局を例にとると，設立

許可命令書には，事業計画や収支予算をあらか

じめ逓信大臣に届け出なければならないといっ

表4　社団法人の設立許可命令書（抜粋）

施　行 内　　　容

社団法人東
京放送局設
立許可命令
書

1924年
11月19日

【1条】
社団法人東京放送局ハ毎事
業期ノ予定事業計画及収支
予算ヲ予メ逓信大臣ニ差出
スヘシ之ヲ変更スルトキ又同
シ

【4条】
法人ノ理事及監事ノ選任並
解任ハ逓信大臣ノ認可ヲ受
クヘシ

【10条】
法人本命令又ハ之ニ基キテ
為ス処分ニ違反シタルトキハ
民法第71条ニ依リ設立ノ許
可ヲ取消スコトアルヘシ

社団法人日
本放送協会
設立許可命
令書

1926年
8月6日

【2条】
協会ハ毎事業期ノ事業計画
及収支予算ニ付予メ逓信大
臣ノ認可ヲ受クヘシ之ヲ変更
セムトスルトキ亦同シ

【5条】
協会ハ役員及高級職員ノ報
酬及手当ノ額ニ付逓信大臣
ノ認可ヲ受クヘシ之ヲ変更セ
ムトスルトキ亦同シ

【6条】
協会ハ本部常務理事又ハ支
部常務理事ノ事務分掌及本
部監事又ハ支部監事ニシテ
常務ニ従事スル者ノ選定ニ
付逓信大臣ノ認可ヲ受クヘ
シ之ヲ変更セムトスルトキ亦同
シ

【12条】
協会本命令又ハ之ニ基キテ
為ス処分ニ違反シタルトキハ
設立ノ許可ヲ取消スコトアル
ヘシ

（『20世紀放送史 資料編』をもとに作成）

表3　組織面の規制に関する法令（抜粋）

施　行 内　　　容

無線電信法 1915年
11月1日

【2条】
左ニ掲クル無線電信又ハ無
線電話ハ命令ノ定ムル所ニ
依リ主務大臣ノ許可ヲ受ケ之
ヲ私設スルコトヲ得

放送用私設
無線電話規
則

（逓信省令）

1923年
12月20日

【1条】
時事音楽其ノ他ノ事項ヲ放
送シ又ハ之ヲ聴取スル為施
設スル私設無線電話ハ本令
ノ定ムル所ニ依ル

【2条】
放送ヲ目的トスル私設無線電
話ヲ施設セムトスル者ハ願書
ニ左ノ各号ノ書類ヲ添付シ逓
信大臣ニ差出スヘシ
一 起業目論見書
二 工事設計書
三 工事費概算書
四 収支概算書及説明書

（『20世紀放送史 資料編』をもとに作成）
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た規定（1条）や，理事・監事の専任や解任に

は逓信大臣の認可が必要といった規定（4条）

があった。命令，または命令に基づく処分に違

反したときは，設立許可の取り消しができると

いった規定もあった（10条）（表4）。

これらは，放送開始翌年に3つの社団法人

が社団法人・日本放送協会に統合された際に

規制が強化された。逓信大臣への届出事項だっ

た事業計画と収支予算がいずれも認可事項に

改められ（2条），逓信省は予算の作成を通し

て放送協会の事業運営に干渉できるようになっ

た。また，協会の役員・高級職員の報酬につ

いて逓信大臣の許可が必要とされ（5条），本

部や支部の常務理事の事務分掌について逓信

大臣の認可が必要とされた（6条）。また，これ

とは別に，日本放送協会の定款に，理事・監

事の選任・解任について逓信大臣の許可を受

けなければ効力が生じないとする規定が盛り込

まれた。

さらに，放送局の施設許可には10年の期限

があったことから，逓信省は，期限ごとに施設

許可に付帯する条件などを利用して監督作用を

及ぼすことができた（郵政省編1961：405）。

そうした中には，営業広告や政治上の講演・論

議の禁止なども盛り込まれており，施設許可に

付帯する条件が番組面に関する規制を含むこと

もあった（小松1932：156-162）。

2-3 �新聞との比較

法的根拠・規制手法の違い

戦前から戦時期にかけて，新聞，雑誌，映画，

レコードなど，公衆に情報を伝えるメディアは軒

並み政府による統制を受けた。ここでは新聞に

焦点を当て，それとの比較を通じて放送規制が

どのような特徴を持っていたかを確認する。

まず，新聞に対する統制は，内容規制が中

心であり，人事や予算など事業運営に関して幅

広く規制が存在していた放送とは異なる。1909

年制定の新聞紙法13）は，内務大臣への発行の

届け出や保証金の納付などを定めていたもの

の，主要な統制手段は検閲だった。

また，取締りの対象となる事項についても，

放送との違いが見られる。新聞紙法は，犯罪

を煽動もしくは曲庇する記事の禁止（21条）や，

安寧秩序を乱したり風俗を害したりする記事が

掲載された場合の発売頒布禁止（23条）を定

めており，特に23条の安寧秩序紊乱と風俗壊

乱の防止の2点が検閲の大きな柱だった。一方，

放送での取締り事項は，前述のように，より広

範囲にわたった。安寧秩序紊乱，風俗壊乱に

加えて，政治上の議論や広告・宣伝，他省庁

から放送禁止の依頼があった事項なども禁止さ

れた。

さらに手法の面でも，新聞では事後検閲14）

が原則であり，事前検閲が行われた放送とは

異なっていた。事後検閲は，発行後に記事を

検査し，取締り事項に抵触した場合に内務大

臣が発売頒布禁止処分（新聞紙法23条）を行

うものである。事前に記事を差し止めるために

は，検事の差止命令（同19条）か，陸相・海

相・外相の差止命令（同23条）が必要であり，

内務大臣が事前に特定の記事に対して差し止め

を命令できる権限は明示されていなかった（中

園2006：22）。

もっとも，実態を見ると，新聞と放送の類似

点も多い。新聞では事後検閲が原則となってい

たが，運用上は，内務省が新聞紙法23条を

拡大解釈する形で，新聞発行前に特定の内容
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に関する差止命令を発することが常態化してい

た15）。これは，検閲を行っている最中に新聞が

販売されてしまうのを防ぐ必要があったためであ

る。差止命令そのものは，記事掲載後の発売

禁止処分を警告するものであり，直接，発売禁

止を命令するものではなかった。しかし，新聞

社から見れば，差止命令に反すれば発売禁止

処分となる可能性が高かったことから，命令に

服さざるをえない状況に置かれた（中園2006：

18-23）。このため，新聞社は差止命令に沿っ

て自主規制を行うことが多く，事前検閲に近い

効果が生じていた16）。

また，何が差止事項にあたるかについても，

放送と同様，法令には詳しく示されず，検閲当

局が定めた「検閲標準」と呼ばれる執務内規

が基準となった。「検閲標準」はその時々の政

治状況に応じて適宜改訂されている（粟屋・中

園1997：14-15）。

このように，新聞でも，実態としては事前検

閲に近い規制が行われ，監督当局内部の規定

が検閲の運用において影響力を持ったという点

で，放送と共通する面もあった。

監督官庁の違い

放送と新聞とでは，監督官庁の違いもある。

戦前，新聞や雑誌などメディア全般を所管して

いたのは内務省だったが，放送に限っては逓信

省の所管だった。いずれも1940年以降，内閣

直属の情報局に監督権限が移ったものの，放

送番組の検閲は引き続き逓信省が担当し，日

本放送協会の役員人事や事業計画などの重要

事項は逓信省と情報局の共管とされた（日本放

送協会編2003：49）。新聞や雑誌の監督に関

しても，内務省の担当者が情報局と兼務する形

で検閲の実務を担った。

このように戦前・戦時期のメディア統制では，

放送では逓信省，新聞では内務省が大きな役

割を果たしたことから，ここでは両省に焦点を

当てて監督体制を確認する。まず，制度の企

画・立案を担当する部署である。

表5は，逓信省の文書に基づき，1940年時

点で放送制度を担当していた電務局無線課の

担当係の配員状況をまとめたものである17）。無

線課で放送を担当していたのが監理係と放送

係であり，このうち監理係が放送設備や普及，

法人監督を所管し，放送係が検閲を含む放送

番組関係を所管していた。職員数は23人で，

このうち，検閲に関する企画立案を行っていた

放送係は10人だった18）。

一方，内務省警保局図書課の配員状況は

表6のとおりである。こちらは1936年の資料で

あり，1940年時点ではさらに要員が増えていた

可能性がある。新聞検閲係の職員は23人で，

逓信省の放送係の2倍余りである。このうち，

「安寧秩序紊乱」担当が12人，「風俗壊乱」担

当が4人となっていた。

表5　�逓信省電務局無線課の放送関係職員�
（1940年8月）

監理係
（設備・法
人監督など）

放送係
（検閲を含む
番組関係）

計

事務官 1 1 2

技師 1 1

属 4 4 8

嘱託 1 1

事務員 4 3 7

タイピスト 2 2 4

計 13 10 23
（逓信省「放送監督事務ノ内容」NHK放送文化研究所所蔵）
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表6に記載した以外に，図書課の検閲担当と

しては4つの係があり19），それぞれの人員は，

出版検閲係（16人），蓄音機レコード検閲係（4

人），外字出版物検閲係（10人），企画係（18

人）となっていた20）。新聞や雑誌，レコードな

ど多様なメディアを抱えていたことから，放送の

みを担当する逓信省に比べて，内務省の配員

数は多かった。

一方，検閲の実務にあたったのは，放送は

逓信省の出先機関である逓信局監督課21）に所

属する検閲担当官，新聞や雑誌は各府県の警

察部の担当課（特高課や検閲課）に所属する検

閲担当官だった。

まず，放送に関しては，東京，大阪，名古屋，

広島，熊本，仙台，札幌に置かれた逓信局が

規制の実務を担当した（表7）。なお，東京逓信

局は1936年に東京都市逓信局（東京・神奈川

を管轄）と東京地方逓信局（それ以外）に分かれ

た。各逓信局の監督課では，放送用私設無線

電話監督事務処理細則などの規定に基づいて，

放送局が提出した放送原稿を検閲するととも

に，放送を聴取し，規定に反した放送の停止を

命じることになっていた（郵政省編1961：17）。

表8は1940年8月時点の各逓信局で放送監

督を担当していた職員の配員状況を示したもの

である。検閲を含め，監督業務にあたっていた

のは全国で約230人となっている。国内の放送

網が時期を追って拡大したことを考慮に入れる

と，1920年代から1930年代にかけての担当者

数はこれよりも少なかったと考えられる。

表8のうち，「書記（本局）」が，各逓信局所

在地にある中央放送局（東京，大阪，名古屋，

広島，熊本，仙台，札幌）の放送の検閲にあ

たっていた監督官の数である。一方，それ以外

の放送局については，それぞれの都市に駐在し

ていた書記（「書記（駐在）」と記載）が検閲を

担当した。日本放送協会の放送局は1930年代，

逓信局所在地以外の都市にも次々に開局して

いったことから，逓信局以外の場所でも検閲を

行う必要に迫られたためである。検閲を行う監

督官は，逓信省が自前で養成し，全国に配置

する必要があった。

これに対して，新聞や雑誌などの検閲は，各

府県の警察部の担当課（特別高等課（特高課）

や検閲課）が担当した。検閲の担当者数を示す

表6　�内務省警保局図書課の新聞検閲担当職員
（1936年）

新聞検閲係

事務官（統括） 1

理事官（検閲意見に対する審査） 1

属（安寧係） 12

属（風俗係） 4

属（庶務係） 2

雇（庶務係） 3

計 23
（奥平（1983）『表現の自由Ⅰ』182-183頁）

表7　各地の逓信局とその管轄区域

名　称 管　轄　区　域

東京逓信局 東京・神奈川・新潟・埼玉・群馬・ 
千葉・茨城・栃木・静岡・山梨

大阪逓信局 大阪・京都・兵庫・奈良・滋賀・ 
和歌山・徳島・高知

名古屋逓信局 愛知・三重・岐阜・長野・福井・ 
石川・富山

広島逓信局 広島・鳥取・島根・岡山・山口・ 
香川・愛媛

熊本逓信局 熊本・長崎・福岡・大分・佐賀・ 
宮崎・鹿児島・沖縄

仙台逓信局 宮城・福島・岩手・青森・山形・秋田

札幌逓信局 北海道

（逓信省編（1940）『逓信事業史』第1巻77-78頁をもとに作成）
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網羅的なデータは見いだせていないが，東京の

警視庁特別高等課に置かれた検閲係には，

1932年6月時点で，警視1，警部4，警部補4，

巡査12，書記1のあわせて22人が所属してい

た。さらに警察署にも82人が検閲係員として配

置され，あわせて100人余りで検閲事務にあ

たっていた（奥平1983：184）。放送以外のす

べてのメディアを扱うことから，逓信局の担当官

に比べ，格段に多い人数で業務を行っていた。

ここまでの記述に基づき，放送と新聞に関す

る規制の違いを整理したのが表9である。内閣

直属の情報局が設置されていた期間（1940年

～1945年）を除けば，一般にメディア統制は内

務省が担ってきたが，放送規制はその例外で，

逓信省が担当してきた。また，放送に関しては，

内容規制，組織面での規制とも，新聞や雑誌

よりも広範になされていた。

表9　規制の比較（放送・新聞）

放　送 新　聞

所管 ・逓信省電務局
（各地の逓信局）

・内務省警保局
（地方庁警察部）

法令
・無線電信法
・放送用私設無線電

話規則

・新聞紙法
・（出版法）

通達や
内規

・放送無線電話施設
許可命令書

・電務局長通達
・監督事務処理細則

・検閲標準（内務省
内規）

内
容
規
制

方
法・事前検閲 ・事後検閲

検
閲
事
項

・安寧秩序紊乱
・風俗壊乱
・犯罪を煽動・曲庇
・政治上の講演・議

論
・広告・宣伝
・所轄逓信局長が禁

止・制限した事項
（各省が差止事項
を作成，逓信省に通
知）

・安寧秩序紊乱
・風俗壊乱
・犯罪を煽動・曲庇

行
政
処
分

・放送局運用停止
（放送遮断の命令）

・発売頒布禁止
・検事，陸相，海相，

外相の各差止命令
（内務省差止命令）

組織面の
規制

・事業計画，収支予算
・首脳部人事
・定款の変更
（放送は『20世紀放送史』，新聞は中園（2006）

『新聞検閲制度運用論』をもとに作成）

表8　�各逓信局の放送監督事務配員状況�
（1940年8月現在）

東
京
都
市

逓
信
局

大
阪

逓
信
局

東
京
地
方
逓
信
局

名
古
屋
逓
信
局

広
島
逓
信
局

熊
本
逓
信
局

仙
台
逓
信
局

札
幌
逓
信
局

計
放
送
係

加
入
係

放
送
係

監
理
係

放
送
考
査
官

2 2

書
記
（
本
局
）

16 11 10 5 6 6 7 5 4 2 72

書
記
（
駐
在
）

6 8 10 12 14 14 8 72

技
手 1 1 2

書
記
補

1 4 2 2 5 4 2 4 3 27

嘱
託 8 8

事
務
員

3 6 7 7 3 6 4 5 4 1 46

計 30 22 25 14 22 26 23 27 26 14 229

（逓信省「放送監督事務ノ内容」NHK放送文化研究所所蔵）
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3 �多様な問題を抱えた放送規制
（1925年～1934年）

3-1 �組織面の統制

放送開始当初の状況

ここからは，戦前・戦時期の放送制度がどの

ように運用されてきたのか，その実態を見てい

く。まず，放送開始当初の組織面に対する規

制とその影響についてである。

前述のように，日本の放送は，東京，大阪，

名古屋の3都市でそれぞれ発足した社団法人に

よって，1925年3月から7月にかけて別々に開

始された。それぞれの社団法人の独立性は高

く，3つの放送局を結ぶ中継網も存在しなかっ

たことから，全国向け放送はできなかった。こ

うした中で，逓信省は，社団法人の役員人事が

逓信大臣の認可事項となっていたことを利用し

て，各法人に逓信省出身者を送り込み，統制

を図ろうとした。具体的には，各社団法人の常

務理事に電話局長や逓信局長の経験者を就任

させた（表10）。

しかし，各社団法人の理事長は財界の有力

者であり，常務理事以外の理事は民間の出身

者が大半を占めた。表には掲載していないが，

社団法人・東京放送局の場合，理事長と常務

理事以外に理事・監事が20人おり，このうち，

無線機器メーカー関係者が8人，新聞社・通信

社の関係者が7人，取引所関係者が2人，その

他が3人と，過半がメーカーや新聞社の出身者

だった。このため，逓信省が常務理事を通じて

各社団法人の運営に影響力を行使することは

容易ではなかった。

こうした実態を受けて，逓信省は，各社団法

人が放送を開始して3か月ほどたった1925年秋

には，3つの社団法人を統合して一本化する工

作を開始した。しかし，逓信省主導で統合に向

けた動きが進んだことに対して，社団法人側か

らは，「元来，三局はおのおの独立の事業体で

ありしたがってその合同は実は三局自体の仕事

であり，逓信省は単に世話役に過ぎない」など

とする反発が上がった。とりわけ大阪放送局の

反対は強く，「（逓信省が）みだりに“本部”な

る統制機関を設置し，しかも独自に発達した三

局の特殊事情を無視して，これに強大な権限を

付与しようとすることは，出過ぎたやり方」と

いった意見が出された（日本放送協会編1965：

153）。

これに対して，逓信省は，放送事業に関する

包括的な権限を背景に，強引に社団法人の統

合を進めた。逓信省はまず，1926年8月6日に

全国組織としての社団法人・日本放送協会を発

足させ，東京，大阪，名古屋の各社団法人の

解散を促した。これに対しては，各社団法人か

らは反発が噴き出したが，逓信省の頼母木桂

吉政務次官は，社団法人側との面談で，「放

表10　各社団法人の幹部（1925年）
※■ 網掛けは逓信省出身者

社団法人 役職 氏名 主な経歴

東京
放送局

理事長 岩原謙三 三井物産

常務理事 新名直和 東京中央電話
局長

大阪
放送局

理事長 永田仁助 大阪電灯社長

常務理事 廣江恭造 神戸中央電話
局長

名古屋
放送局

理事長 神野金之助 名古屋鉄道

常務理事 阿部基一 名古屋逓信
局長

（『ラジオ年鑑』をもとに作成。経歴は『人事興信録』各版を参照）
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送局の現理事が協会の成立を阻止するなら，

放送局を国家管理とする決心がある」などと牽

制した（日本放送協会編2001：48）。

逓信省の強硬姿勢を受けて，各社団法人と

も解散手続きをとらざるをえなくなり，8月20日，

3つの社団法人がそれぞれ総会を開き，曲折は

あったものの，すべての法人が解散を決定した。

そして，東京，大阪，名古屋の各社団法人は，

日本放送協会の関東支部，関西支部，東海支

部となった。各支部の常務理事には引き続き逓

信省出身者が就いた（表11）。

日本放送協会の組織統制

しかし，各社団法人の統合はなされたものの，

社団法人・日本放送協会の中央集権化は簡単

には進まなかった。協会の各支部をとりまとめ

る本部の権限が依然として弱いままだったため

である。

日本放送協会の放送網は1928年に熊本，

広島，仙台，札幌と広がり，それぞれ九州支部，

中国支部，東北支部，北海道支部が置かれた

が，事態は変わらなかった。機構面では，「協

会は単一法人として成立したにもかかわらず，

多数法人の連合体のような形をとり，支部には

それぞれ支部理事会や支部総会を備えるばかり

か，その運営面でも，日常業務の遂行や，事

業の計画，予算の執行など，ほとんど独立採

算的に支部が担当」したという（日本放送協会

編1965：132）。また，支部理事長に地元財界

の有力者が就任し，民間出身者が理事の多数

を占める状況も変わらなかった。

逓信省は引き続き各支部に送り込んだ常務理

事（当初は2人，のちに1人に減）を通じて統

制を図ろうとした。しかし，逓信大臣による常

務理事指名に不満を持つ各支部では，地元出

身の理事がさまざまな手段を用いて逓信省出身

者の活動を牽制した。

戦後，電波監理委員会がまとめた『日本無

線史』によると，関東支部では，事業運営に関

して，常務理事を除いた理事が，技術・建設，

放送，総務の3つの委員会を作り，それぞれ

ほぼ週1回会合を開いていた。そして，一部の

人事や30円を超える支出については，委員会

の承認がなければ常務理事が権限を行使でき

ないようにした。このため，常務理事の主な職

務は，予算要求などに際して委員会の代弁者と

して本部の常務理事に折衝するぐらいのものと

なった。常務理事は「ロボット化」し，「部下に

対しても威令の行われざる甚だしきものがあっ

た」という（日本無線史編纂委員会編1951a：

171）。東海支部や関西支部も同様で，「東海

支部においては青木その他一，二の理事に依っ

表11　日本放送協会の幹部（1926年）
※■ 網掛けは逓信省出身者

所属 役職 氏名 主な経歴

本部

会長 岩原謙三 三井物産

常務理事 小森七郎
阿部基一 逓信省

関東
支部

理事長 門野重九郎 大倉組副頭取

常務理事 小田部胤康
新名直和 逓信省

関西
支部

理事長 松方正雄 阪神電鉄社長

常務理事 矢野義二
廣江恭造 逓信省

東海
支部

理事長 神野金之助 名古屋鉄道

常務理事 中林賢吾
松原敬忠 逓信省

（『ラジオ年鑑』をもとに作成。経歴は『人事興信録』各版を参照）
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て殆ど一切の運営が指揮され支配せられて，常

務理事はその使用人に過ぎぬとまで酷評を受

けた。大阪においても両常務理事間の割切れ

ぬ感情の溝に乗じて，若干の平役員が其の権

限を越えて行動する状勢が認められた」（日本

無線史編纂委員会編1951a：171）といった状

態だった。

こうした事態に対して，放送協会の本部がと

ることができる手段は限られた。本部は，社団

法人全体の事務を統括する程度の機構にすぎ

ず，協会全体の理事会でもその表決権は支部

に有利に配分されていたためである（表12）。

実際の運用では，表決による決定がなされたこ

とはなかったが，こうした仕組みは本部と支部

との力関係を端的に示すものだった。協会本部

の岩原謙三会長は，「表決権を行使するように

なれば，もはや万事休すである」と当時の状況

を回顧している（日本無線史編纂委員会編

1951a：176）。

さらに協会内部の逓信省出身者の足並みもそ

ろわなかった。支部の常務理事は，その支部

の理事会や委員会，主要役員に押されて，本部

に対して発議，要求を行うことが多かった。こ

のため，「逓信省の趣意と事業統一経営の必要

とに立脚して事に当ろうとする本部常務理事と

の間に，頻 と々摩擦，衝突を生じて，逓信省出

身者間の融和，協力の如きは空念仏」といった

状況を生んだ（日本無線史編纂委員会編1951 

a：171）。

放送協会の支部の統制が十分にできない状

況は，1931年に満州事変が起こり，世論の動

向が軍事行動への支持に傾いていく中でも続い

た。1933年ごろに作成されたと見られる逓信省

電務局の文書「放送無線電話事業ノ統制ニ関

スル件」には，当時の日本放送協会の組織が

抱えていた問題がまとめられている22）。この中

では，「日本放送協会ノ組織上ノ欠陥」として，

次のような記述が見られる。

現在の関東，関西，東海の各支部は何

れも協会設立と同時に旧法人を其の儘持

続せしめたるものにして，其の他の支部は

協会設立後新設せるものであるが，爾来此

の制度の運用に伴い，就中旧法人系の各

支部に於ける事態は，漸次地方分権的色

彩を加え，愈々対抗的気勢を進めつつある

の実状にして，之が為に事業の統制を紊

し，事業運営をして不経済的支出を多から

しむるの弊に陥らしめたり。

「地方分権的色彩」「対抗的気勢」といった

表現に見られるように，1930年代初めまでは，

協会支部の独立性の高さが影響して，組織面

での統制は逓信省の思惑どおりには進まなかっ

た。

表12　�日本放送協会の本部理事会での表決権�
（1928年度）

区　　分 表決権

協会本部（理事10人・各1票） 10

関東支部理事長 12

関西支部理事長 8

東海支部理事長 6

中国支部理事長 3

九州支部理事長 4

東北支部理事長 2

北海道支部理事長 2

（『ラヂオ年鑑』をもとに作成）
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番組編成への影響

放送協会の組織のありようは，番組編成にも

影響を及ぼした。社団法人・日本放送協会の

放送網は，1928年11月に東京，大阪，名古屋，

広島，熊本，仙台，札幌を結ぶ中継網が完成し，

全国向け放送を行える体制が整ったが，番組

編成でも支部の独立性が高い状態は続いた。

1929年4月に初めての全国放送部長会議が東

京で開かれ，全国向け番組（全国中継放送番

組，略して「全中」と呼ばれる）と地域向け番組

（各放送局独自の番組）の編成について，協会

全体で協議する場が生まれた。しかし，各支部

が行う地域向け番組については中央の統制が

効かず，また，他の放送局からの番組を受けて

中継するか，独自の番組を流すかといった編成

上の判断についても，各支部の判断によるもの

が多かった（日本無線史編纂委員会編1951b：

124）。

『日本無線史』は，「全国中継放送網の完成

後においても，各放送局の単独放送番組（ロー

カルと通称せられるもの）は，各放送局で編成

実施するのが常態であった。（中略）中継網出

来後も，放送部長会議の中継番組編成方が甚

だルーズで，中継放送するかどうかが受入局の

選択に任されている部分が少くなかった」（日本

無線史編纂委員会編1951b：138-139）と記述

している。当時の雑誌は，こうした協会本部と

支部との関係について次のように描いている。

七支部に別れた放送局は各々独立した

予算を以てそれぞれ毎日毎夜の放送をして

来た。（中略）しかし本部は放送プログラム

に対しては全然発言権を封じられていた。

だから財政的には中央集権が行われてい

たが，人事から放送番組編成すべて各支

部の裁断により，そこに本部としての不満

と，ラヂオ事業全体としての莫大な冗費も

あったのである（玉川1934：195）。

こうした中，満州事変の勃発によって，「聴

取者の激増，国論の統一，輿論の指導の重要

性が叫ばれた折柄」，逓信省は番組編成の中

央集権化を図ろうとした。しかし，「各支部で

は，放送の実体にふれていない本部の中央集

権的委員会の無用と弊害」が論じられ，逓信省

も「断乎たる態度」を示すことができないと

いった状態だった（日本無線史編纂委員会編

1951b：131）。当時の新聞は，「支部ならびに

放送局中には本部からの威令が行われないほ

どに情弊に満されているものがあり，従って経

費も民間に予想されぬ冗費があって宛ら伏魔殿

の観があるとさえいわれている23）」などと評し

ている。

番組編成で各支部の独立性が高かった理由

としては，放送の実務にあたる各支部の放送部

長が逓信省出身者以外で占められていたことも

挙げられる。放送協会の各支部は，それぞれ

総務，放送，技術の3つの部で構成され，総

務や技術部門では逓信省の影響力が強かった

ものの，放送部門ではそうではなかった。1933

年時点で，各支部の総務部長は全員が逓信省

出身，技術部長は東海支部，東北支部以外は

逓信省出身だったが，放送部長に逓信省出身

者はいなかった。関東・関西支部は新聞社，東

海支部はレコード会社の出身者であり，それ以

外の4支部は商工会議所の書記長を務めた人

物だった（表13）。

番組編成は，「その仕事の性質上各放送局

の放送部長が強い権能をもってこれに当たって
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いた」ことから，逓信省が各支部の番組編成に

介入することは難しかった（日本無線史編纂委

員会編1951b：124）。当時の状況について，

逓信省で無線課長を務めた宮本吉夫は，「各

中央放送局が自主的な立場より提携して番組を

交換した。この方式は，中央，地方の文化の

交流，地域相互間の文化の紹介等，全国的な

文化の交流，伝播に役立ったが，これはやはり

自由主義の色彩が強く，国家的な放送と雖も

地域による中継せられざることがあり，また全

国的な政治ニュース等も別個に編集せられ，そ

こに一貫した意思や方針を求むることが出来な

かったのであって，謂わば全体よりも部分が強

く，分立主義がなお支配していた」（宮本1942：

52-53）と述べている。

3-2 �内容規制の実態

放送草創期の検閲

逓信省は，内容規制の面でもさまざまな問題

を抱えていた。前述のように，社団法人・東京

放送局に対する「放送無線電話施設許可命令

書」（1924年11月）では，「プログラム」を放送

の前日までに所轄の逓信局長に届け出ることに

なっていた。また，放送中の監督について，放

送開始直前の1925年3月の逓信省の会議で，

各逓信局の監督課で放送を受信し，問題があっ

た場合には電話で放送局に放送を中止させると

いった申し合わせがなされた24）。

もっとも，放送禁止事項を盛り込んだ逓信省

電務局長通達「放送無線電話ノ放送事項取締

ニ関スル件」が各逓信局長に送られたのは，東

京で放送が始まってから2か月が経過した1925

年5月のことである。放送の事前検閲を行う方

針は，社団法人設立の時点で決まっていたが，

その具体的な方法は，実際の放送と並行して固

まっていったことになる。

また，監督にあたる要員や予算の面でも，体

制の整備は後手に回った。逓信省では，放送

制度の調査を開始して以来，予算の要求もしな

いまま検討を進めてきたため，放送関連業務の

執行にあたって，本省はともかく，関係する逓

信局では「相当困難を感ずる」状況に至った。

さしあたり東京，大阪，名古屋の3つの逓信局

に放送関係要員を配置することが必要になった

が，担当課では対応できず，「幸に秘書課長の

配慮で，特に十数名の差繰を得て，主として東

京にこれを増員」することになったという（日本

無線史編纂委員会編1951a：66）。このように

初期の検閲は，万全の体制で始まったわけで

はなかった。

さらに，当時の逓信省と各放送局（3つの社

団法人とそれに出資していた新聞社など）は，

組織の統合問題をめぐって緊張関係にあったこ

とから，それは検閲の運用にも影響を与えた。

1926年8月には，社団法人統合に関連した

ニュースを逓信局が検閲で差し止めようとしたも

表13　支部の各部長の出身（1933年）

支部 総務部長 放送部長 技術部長

関東支部 逓信省 新聞社 逓信省

関西支部 逓信省 新聞社 逓信省

東海支部 逓信省 レコード会社 海軍

中国支部 逓信省 商工会議所 逓信省

九州支部 逓信省 商工会議所 逓信省

東北支部 逓信省 商工会議所 海軍

北海道支部 逓信省 商工会議所 逓信省

（日本無線史編纂委員会編（1951）『日本無線史』
第7巻178-179頁をもとに作成）
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のの，撤回を迫られるといった出来事も起きて

いる。これは社団法人・東京放送局の理事会

で逓信省の方針に反対する声明書が可決された

ことから，これを通信社提供のニュースとして

放送しようとしたところ，検閲で不可とされた事

例である。『日本放送史』（1951年）は次のよう

に記述している。

声明書は，同夜の新聞ニュース材料とし

て，時の放送当番，日本電報通信社から

愛宕山に送られ，放送局からは例によって

それを逓信局の検閲に供したのである。と

ころが逓信局はこれに対して，「放送すべ

からず。抹消すべし」という手厳しい命令

を出した。これが問題となって，新聞通信

社の逓信当局に対する強硬な抗議となり，

ついに同夜八時半，国民新聞社の臨時

ニュースとして放送されるに至った（日本

放送協会編1951：343）。

この出来事は，新聞でも報道された。1926

年8月19日の『東京朝日新聞』は，「関係方面

から主務当局に抗議百出したため逓信局でも大

いにうろたえ，畠山電務局長まで伺いを立てる

やら大騒ぎして，結局同夜八時三十四分に至り

先の禁止命令を取消し，同時刻の演芸放送中

『放送漏れあり号外ニュースとして放送する』と

の説明の下に右の声明書の放送をしたが，役員

問題の喧しい折柄，重ね重ねの失態に当の安

達逓相も大弱りの態である」などと伝えている。

このように，放送草創期には，各社団法人と

も関係が深い新聞社の要求に屈して，逓信局

が検閲での差し止めを撤回するといった事例も

あった。組織統制をめぐる問題を抱える中で，

内容規制でも逓信省は十分な権威を確立しえな

い状況だった。

日本放送協会発足後の検閲

1926年に社団法人・日本放送協会が発足し

てからも，検閲の実態は大きくは変わっていな

い。逓信省電務局は，日本放送協会の全国中

継網の完成に先立つ1928年5月，各地の逓信

局の監督官を集めて，「放送事項取締打合」を

『東京朝日新聞』1926年8月19日
逓信省電務局「放送事項取締打合席上ニ於ケル電務局長
ノ挨拶」（1928年5月10日）NHK放送文化研究所所蔵
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開いているが，この中で行った畠山敏行電務局

長の発言25）からは，当時の検閲が抱えていた

問題が浮かび上がる。

この中で，畠山電務局長は，検閲の運用で

注意を要するものとして，「第一に，ニュース，

次で講演，新作の歌唱，脚本」と述べている。

関連部分を抜粋すると次のようになる。

【ニュース】

ニュースは当初より全文を検閲するの方

針に依って居るのでありますが（中略）新

聞に於ては掲載差支えなきも，ラヂオの放

送に於ては，其の影響の点から考慮して，

之を禁ぜねばならぬものがあります。又特

に用語字句の点までも十分に吟味しまして，

公正，平穏の見地から訂正又は削除せし

めねばならないものもあるのであります。

【講演】

原稿の提出を得難き場合が多く，梗概

に依るか，又は題目，講演者，氏名等に

依て其の内容を洞察することを要するので

ありまして，或は思想系統，或は党派観

念等講演者の人格にまで検閲上の注意を

及ぼさねばならぬのでありまして，科学講

座に名を借りて政治を論議し，趣味講演

に仮託して過激なる思想を敷衍するが如き

事故を未然に防がねばならぬのです。

【歌唱・脚本】

歌詞，構想の卑猥なるもの，思想的悪

影響を及ぼす所あるものが，比較的新作

に多いのであります。（中略）放送の影響と

劇場等の享楽とを厳密に区別考察して，

治安，風教の上から，取締上，遺憾なき

を期し度いと思います。

こうした発言からは，ニュースは原稿全文を

検閲したものの，講演については概要の提出と

いう運用がなされていた実態がわかる。また，

講演では，政治上の論議の回避を強く求め，

娯楽番組では，風紀上の問題を特に問題視し

ていた。さらに，検閲の法的根拠については，

次の発言からわかるように，無線電信法を挙げ

てはいるものの，最終的には，「逓信大臣の裁

量」としている。

治安維持法，治安警察法，軍機保護法，

出版法，新聞紙法，其の他治安，風俗に

関する法令の規定事項から凡そ取締るべ

き事項を類推することができるのでありま

すが，之等関係法令は，素よりラヂオ放送

を直接に規定の対象とされては居らぬので

あり，又ラヂオの特性から見ても，その運

用上今日迄の実際経験から考えても，之

等法令を以ては，素より取締の目的を達す

ることが出来ないのでありまして，放送の

取締は無線電信法に基づきまして，其の

標準は一に逓信大臣の裁量に依って決せら

るることとなるのであります。

このように検閲に代表される内容規制は，周

到な準備がなされたあとに始まったわけではな

く，放送の発達にあわせて運用体制や方法が

整えられていったことになる。

重視された「不偏不党」

放送初期には，逓信省の畠山電務局長の注

意喚起に見られるように，放送が政治色・党
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派色を帯びることに対しては，厳しく規制する

必要があるとの見方がしばしば現れている。背

景には，1920年代後半，国政で政友会と民政

党の二大政党が鋭く対峙していたことがあった。

こうした政治情勢の中，1928年に初めて普通

選挙による総選挙が行われた際には，講演番

組などで政治に関する論議がなされることに逓

信省は神経を尖らせていた。当時の新聞には次

のような記事が掲載されている（JOBKは大阪

中央放送局を指す）。

大阪逓信局では過日JOBKにむかって

厳かに「政見発表はいうもおろか，こと政

治の論議に関する講演は一切まかりなら

ぬ」旨を厳しく内示した折柄，言論戦も漸

く酣
たけなわ

ならんとする昨今，毎夜逓信局に係員

が居残ってラジオ監督室にとじこもり近ご

ろBKがはじめた普選講座はもちろんのこ

と一般講演放送に対しても頗る神経をとが

らし一言一句ききもらさずラウドスピーカー

の声を大にして監聴している。そして前日

ごとに届出てくるプログラムに対しても近ご

ろは講演物は全部あらかじめ原稿を提出

せしめ特別に厳しい監督ぶりである。とき

たま立候補者であって婦人問題その他選

挙関係以外の講演のために出演する場合

には逓信局監督課ラヂオ係では総出の監

督ぶりである26）。

このように，選挙が近づくと，通常は概要の

提出で放送を認めていた講演についても全文の

提出を求めるなど，監督は厳しさを増した。もっ

とも，検閲で政治に関する論議をすべて抑え込

めたわけではなかった。1931年には，当時の

政友会と民政党の激しい対立を背景に，放送

の内容に対して厳しい批判が上がり，事態収拾

に苦心する場面もあった。『20世紀放送史』に

は次のような記述がある。

1つは，11月20日に野党政友会の幹事

長・森恪が放送した講演『アジアに還れ』

である。この放送の終わり近く，森は「近

時，日本の外交は支那になめられ，国際

連盟になめられ」と発言した｡ これは原稿

にない言葉であったうえ，「近時」という以

上，それは前の政友会・田中内閣の時代

を含まず，現在の民政党･若槻内閣になっ

てからの外交政策だけをそしるものだと，

政府･与党から森と放送局への非難が集中

した。

その後12月13日に政友会の犬養毅が

組閣，12月23日に座談会『来年の景気は』

が放送された。その中で犬養新内閣が景

気回復を目指して打ち出したばかりの金輸

出再禁止政策について，「来年の景気は

金輸出禁止だけで決まるものではない」と

説く出席者がいた。これが国策を非難した

として，今度は政友会を怒らせてしまった。

日本放送協会常務理事中山龍次は，翌32

年の御用始めの早朝，逓信次官の内田信

也を私邸に訪ね，2時間にわたって弁明，

論議を尽くし，ようやく問題を収めたという

（日本放送協会編2001：43-44）。

こうした事態を防ぐために，当時の検閲は，

安寧秩序紊乱や風俗壊乱の防止とともに，放

送の「不偏不党」の確保が重視された。

一方で，この時期の検閲は，積極的に国策

に沿った放送を行わせるといった機能までは

担っていなかった。前出の宮本吉夫は，「政府



257

戦前・戦時期日本の放送規制

の放送に対する関係も，その本質は自由主義的

なもので，放送が過ちなきよう，放送が国家社

会の安寧秩序を害しないよう，また善良の風俗

に反しないように取締ることが任務であり，そ

の標準は一般の出版物その他の警察取締に比

し相当高度であったが，しかし，それはやはり

消極的なものを出でなかった」と述べている

（宮本1942：63）。

放送局側から見た検閲

もっとも，放送する側から見ると，事前検閲

は業務を行ううえで大きな障害となった。このう

ち，ニュース放送では，放送1時間前までに所

轄逓信局の監督課に原稿の全文を届け出，検

閲を経て許可を得たものだけを放送することが

できた27）。

戦前の日本放送協会は原則としてニュースの

独自取材は行っておらず，初期のラジオニュース

は，新聞社や通信社が提供する原稿に依存し

ていた。全国ニュースに関しては，1930年11月

に，通信社の新聞聯合社（聯合）と日本電報

通信社（電通）からニュースの原稿を購入し，

放送協会が取捨選択して編集する「放送局編

集ニュース」が始まったが，いわゆる放送記者

は存在しなかった。

このため，東京中央放送局の場合，ニュース

の放送を行うために，通信社からオートバイで

運ばれてきた原稿を，報道課の担当者がアナウ

ンスに適した原稿に書き換える作業を行ってい

た。そして，原稿はそのつど検閲を受けるため，

逓信局に届けていた（図1）。愛宕山の放送局

と東京逓信局28）との間では，1日に何十回とな

くオートバイが往復したという29）（日本放送協

会編1951：433）。

検閲の実態について，『日本放送史』（1951

年）には，「一寸つむじを曲げられると，その

規則を楯に取られて，どうにも動きの取れない

ことさえあった」「『そんなに慌てて放送しなくて

も，一日待ってゆっくり打合せが済んでから正

確なものを放送すればいいではないか』とは，

いつも逓信局側の口にする言葉」「ニュースに対

する本質的なセンスの欠如している検閲官相手

の交渉がいかに困難であったかは，けだし想

像以上のものがあった」といった記述がある

（日本放送協会編1951：433-434）。

さらに，監督官は，官庁関係のニュースに関

しては，その官庁に直接電話をして問い合わせ

るといったことも行っていた。内務省の担当官

の中には，逓信局のニュース検閲について，

「外国電報の真偽を問い合せるために，逓信局

はきっとその都度発信国の政府を呼び出してい

るのであろう」などと揶揄する者もあったという

（日本放送協会編1951：434）。実際，夜間な

ど官庁に誰もいなくなる時間には，関連する

ニュースが放送できなくなるという事態も生じた

という（NHK福岡放送局編1962：79）。こうし

た神経質とも言える取締りが行われた背景には，

「長い伝統と専門化された行政技術にささえら

れてきた内務省と並行して，機構も人材もまだ

図1　ニュース原稿の流れ（東京の場合）

聯合・電通
　↓（ニュース原稿を購入）
東京中央放送局（JOAK）
　↓（原稿を放送用に書き換え）
東京逓信局
　↓（事前検閲）
東京中央放送局（JOAK）
　↓（検閲済み原稿を放送）
聴取者
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整っていない逓信省が，まったく新たなマスメ

ディアの規制に踏み出したわけで，それだけに，

同省では，他省の干渉からみずからを防衛する

ためにも，番組検閲にはとくに厳重な措置をと

らざるを得なかった」という事情もあった（日本

放送協会編1965：79）。

ただし，初期のニュース放送は，原稿を新聞

社に依存していたこともあり，放送協会にとって

は，検閲に限らず，新聞社の意向も大きな制約

要因となった。協会本部で常務理事をしていた

小森七郎は，「旧法人設立の関係者で，当初

から提供権を持っていた有力新聞の各社の発

言力が強く，事あるごとに協会はその圧力を受

け，放送の時間や取扱いを制約され，かなり不

自由な状態におかれていた」と述べている（小

森1961：507-508）。『日本放送史』にも，「大

新聞社は自社幹部一名を理事として放送局運

営に参画させてはいたものの，これら新聞社出

身の理事はニュース放送に関しては，むしろそ

れが新聞の報道戦線上における優位を覆すも

のとして内心不満を感じていたくらいであったか

ら，誰一人としてニュース放送の改善向上に積

極的努力を試みようとするものがなかった」と

いった記述がある（日本放送協会編1951：426- 

427）。

3-3 �監督当局が抱えた問題

監督体制の問題

検閲は，放送業務に対する大きな制約となっ

たが，逓信省もこの時期，さまざまな問題を抱

えていた。まず挙げられるのは，監督官の確保

や養成をめぐる問題である。1930年代，日本

放送協会の放送局は全国の主要都市に開局し，

全国向け放送の中継に加え，それぞれが地域

向けの放送を開始した（表14）。一方で，これ

に対応する逓信局の監督官は限られていた。前

出の表8からわかるように，日本放送協会の各

中央放送局に関しては，放送の監督に数人か

ら十数人程度が割り当てられていた一方，それ

以外の放送局は，1つの放送局につき2人程度

だった。

このうち，福岡放送局の放送に対しては，2

人のラジオ監督官が福岡郵便局内の監督室で

検閲実務を担当していたという（NHK福岡放

送局編1962：77-79）。福岡放送局を管轄する

熊本逓信局管内には，熊本中央放送局に加え

て，1930年代，福岡，小倉，長崎，鹿児島，

宮崎の5つの放送局30）が設立されたが，それ

に対する検閲担当官は，1940年の時点でもあ

わせて14人だった。1つの放送局につき2～3

人の監督官が検閲を行う配置であり，福岡放送

局に関する体制もそれと同様である。

こうした実態は他の地域でも同様で，新潟放

送局の放送に関しては，新潟郵便局に隣接す

る建物の2階に監督官2人が常駐し，早出と遅

番に分かれて放送の監督・検閲を行っていた。

監督官は新潟放送局の番組企画会議にも出席

したほか，中継現場にも立ち会うことがあった

という（NHK新 潟 放 送 局 編1982：63-65）。

東京や大阪といった大都市では，監督体制が

整っていたものの，地方都市，特に逓信局所在

地以外の都市での監督の体制は手薄だった。

各府県の警察部に置かれた特高課や検閲課の

監督官が業務を行っていた内務省に比べて，逓

信省の体制は必ずしも充実したものではなかっ

た31）。

さらに，監督官の要員体制に関する問題に加

えて，その適性の面でも疑問を呈する意見が
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あった。当時，各地の逓信局で検閲を担当して

いたのは，主に逓信省の官吏練習所出身の

「優秀な電信技術者」（宮本1984：46）であり，

必ずしも検閲を担当する職員として養成された

わけではなかった。

このため，当時の検閲については，形式にと

らわれた杓子定規なものだとする批判がしばし

ばなされていた。『日本放送史』（1951年）には

1930年ごろの検閲について，「例えば放送開

始五周年記念の多彩な番組の中に新渡戸稲造

氏の講演が組まれたが，氏の講演は逓信当局

により数回に亘って切断された。また邦楽の歌

詞『床しき』を『ゆかしき』と読まず，『床敷き』

と読み，『風教上いかがわしい』として叱責する

など，その非常識な措置は当時でも話題となっ

たものである」（日本放送協会編1951：419）と

記述している。

また，福岡放送局の事例では，電話交換手

の恋愛を描いたラジオドラマが不許可になった

というものもあった。その際，理由として挙げら

れたのは，「逓信局の役人である電話交換手の

恋愛というのは困る」といったものだったという

（NHK福岡放送局編1962：78）。

こうした事例が頻発したことから，「新聞・雑

誌の検閲を長らく担当してきた内務省であれば，

禁止事項もある程度は常識の範囲内に収まるも

のの，逓信局の検閲は融通性がない」という評

判が立つことにもなった（日本放送協会編1951： 

433-434）。そうした状況は逓信省も認識して

いたが，検閲担当官として「文学士」を起用す

るとともに，検閲の基準を「常識的なもの」と

する改革がなされたのは，日中戦争が始まった

1937年以降のことだった（宮本1984：46）。

表14　�日本放送協会の放送局�
（1940年までに開局した放送局）

開局年月日 放 送 局 名
1925/3/22 東京中央放送局
1925/6/1 大阪中央放送局
1925/7/15 名古屋中央放送局
1928/6/5 札幌中央放送局
1928/6/16 熊本中央放送局
1928/6/16 仙台中央放送局
1928/7/6 広島中央放送局
1930/4/15 金沢放送局
1930/12/6 福岡放送局
1931/2/1 岡山放送局
1931/3/8 長野放送局
1931/3/21 静岡放送局
1931/4/6 東京中央放送局（第2放送）
1931/11/11 新潟放送局
1931/12/21 小倉放送局
1932/2/6 函館放送局
1932/2/26 秋田放送局
1932/3/7 松江放送局
1932/3/22 高知放送局
1932/6/24 京都放送局
1933/6/23 前橋放送局
1933/6/26 大阪中央放送局（第2放送）
1933/6/26 名古屋中央放送局（第2放送）
1933/7/13 福井放送局
1933/7/19 浜松放送局
1933/7/22 徳島放送局
1933/9/4 旭川放送局
1933/9/20 長崎放送局
1935/10/26 鹿児島放送局
1935/12/13 富山放送局
1936/11/22 帯広放送局
1936/11/30 山形放送局
1936/12/14 鳥取放送局
1937/4/19 宮崎放送局
1937/12/21 甲府放送局
1938/2/21 弘前放送局
1938/2/26 釧路放送局
1938/8/7 盛岡放送局
1938/12/24 松本放送局

（『ラヂオ年鑑』各年版をもとに作成）
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不徹底に終わった放送遮断

さらに，検閲での指摘が守られなかった場合

に放送を差し止める手段も十分なものではな

かった。逓信省の電務局長通達は，事前検閲

に加えて，不適切な内容の放送がなされた場合

の遮断措置32）を定めていたが，これについて

は電務局長自身が省内の会議で「放送開始後，

之を中止せしむることは，其の処理上検閲より

も一層困難33）」と述べていたように，容易なも

のではなかった。

放送遮断の具体的な方法は，監督官が逓信

局などで放送を聴取し，内容に問題があった場

合には，直通電話で連絡し，放送局に設置さ

れた遮断器で放送を中止させるものだった。例

えば，大阪中央放送局ではスタジオ脇に遮断

器が置かれ，大阪逓信局の監督官から電話で

指示があった場合には，放送局の担当者が放

送を遮断することになっていた（NHK大阪放送

局七十年史編集委員会編1995：34）。こうした

措置は中央放送局以外でも同様に行われ，福

岡放送局の放送に関しては，2人の監督官が福

岡郵便局の監督室で，放送を終日聴取して内

容が問題ないかどうかを監督していた。監督室

と放送局の間には直通電話が設置され，問題

があった場合には，放送局側に設けられた遮

断器で番組を遮断する取り決めだった（NHK

福岡放送局編1962：77-79）。

しかし，遮断は徹底されたわけではない。札

幌中央放送局では，放送部長席に遮断器が取

り付けられ，札幌逓信局にいる監督官からの

指示で遮断器を操作する決まりになっていたが，

逓信局との電話のやりとりをしているうちに番

組が終わってしまい，その後の処分もうやむや

になることもあったという。札幌放送局史は，

講演番組について，「なかには原稿の後半を適

当に書いて適当にしゃべる豪傑もいるが，監督

官から電話がきても，ああでもない，こうでもな

いとやりあっているうちに放送が済んでしまい，

さんざん叱られたことは時々あったが，実際に

は遮断器を使ったことはなかったようである」と

記述している（NHK札幌放送局編1984：18-

19）。

こうした運用を改善するため，逓信省は，適

切な措置を求める要請を日本放送協会に行い，

東京中央放送局には1930年10月，放送を遮

断する装置などを備えた「聴視室」が設けられ

た。聴視室では放送を常時聴取し，瞬時に放

送を遮断できる装置や，番組を録音できる装置

が設けられた。聴視室は，調整室，スタジオ，

放送部長室に加え，東京逓信局と直通電話で

結ばれ，番組に関する指示を受けた（日本放

送協会編1932：82-84）。

しかし，放送全体から見ると，遮断された時

間はわずかだった。『20世紀放送史』によると，

遮断措置は，東京中央放送局では，1931年度

と1932年度の2年間で14分36秒間行われた

にすぎなかった。遮断の理由は，広告・宣伝

に関するものが18例，政治論議に関するもの

が3例，軍事行動に触れたものが2例だったと

いう（日本放送協会編2001：44）。

さらに，日本放送協会の支部の独立性が強

かったことも影響して，東京とそれ以外の地方

では規制に差異が生じることもあった。1930年

8月には，「先般『朝ノ修養』の放送中，時事

政治問題を批判する如き事項に及び，遮断措置

を要するに拘らず，東京以外の放送局に於て其

の儘放送せられたる」として，適切な措置を講

ずるよう逓信省が日本放送協会に対して要請し

ている（日本放送協会編2001：44）。こうした
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記述からは，東京で放送が遮断されても，必ず

しもそれ以外の放送局で徹底されなかったこと

がわかる。

このように，全国の逓信局の間で検閲の基

準をそろえることは難しかった34）。検閲の執行

に関しては，検閲官の判断による部分も大きく，

その基準の統一は容易なものではなかった。ま

た，放送禁止事項は，本省の電務局が各地の

逓信局に対して電話で連絡することになってい

たが，事件・事故などの際には，一般の通話

によって回線が輻輳し，放送局と連絡をとるた

めの「ラジオ特急」通話を申し込んでも遅延が

生ずることもあった。このため，検閲基準に関

する連絡が間に合わず，取締りの機会を逸する

こともあった35）。

内務省・文部省との権限争い

逓信省にとっては，自らの監督体制の問題に

加え，規制の権限をめぐって内務省や文部省と

の間で縄張り争いが続くといった問題も抱えて

いた。特に検閲に関しては，新聞・雑誌の検

閲とともに内務省が担当すべきとする見解がし

ばしば上がり，逓信省としてはことあるごとに反

論する必要に迫られた。

前述のように，戦前，新聞や雑誌などの規制

に関しては，内務省警保局図書課（のちに検

閲課）が制度設計や運用解釈を決定する権限

を握っていた。また，検閲の実務は，各府県

の警察部の検閲担当官が担当していた。このた

め，内務省は，放送事項の取締りについても警

察行政に属するものであるとして，1925年の放

送開始後しばらくして内務省の所管にすべきで

あると問題を提起した。

これに対して，逓信省電務局では，次のよう

な根拠をもとに，内務省の見解に反論した（日

本放送協会編1965：61）。

①警察的な行政作用は，各行政の領域に

現われるものであるから，警察的な行政

作用であるからといって，常に内務大臣

の主管であるということはできない。

②無線電信無線電話の不法な使用または

乱用を防止するため，公序良俗に反する

通信を禁止するのは，無線電信無線電

話の管理行政官庁である逓信大臣の権

限に属する。

このように放送開始当初から，検閲をめぐる

管轄問題が存在していたことは，先に引用した

1928年5月の逓信省「放送事項取締打合」で

の畠山敏行電務局長の発言からもわかる。畠

山電務局長は，「各省に合議を為し，又は検事

等より直接放送局に対して通告するが如き手続

を認めてありまするが，之等は単に事務上の便

宜に従うに過ぎぬのであって，放送取締事務の

主管は申すまでもなく逓信省に属するのである

ことを先ず固くご注意を願って置きます36）」と

述べている。

しかし，逓信省が放送の検閲にあたることに

ついては，新聞関係者や学界からは，「検閲機

関が不統一」といった指摘がしばしばなされて

いる。1931年に刊行された『綜合ヂャーナリズ

ム講座』では，国民新聞編集部長を務めた石

川六郎が「ヂャーナリズムと検閲制度」と題す

る論考で次のように指摘している。

極めて不可思議なる検閲的存在は我が

放送協会のラヂオ放送に対するものであ

る。ラヂオ・ニュースは勿論，講演のテキ
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スト，歌謡の文句の末に到るまで，その検

閲は逓信省逓信局がこれを行うのである。

ラヂオ・ニュースは無形の新聞記事であ

る。然るに検閲機関を異にする結果，新

聞に掲載を禁止された記事が，堂 と々ラヂ

オによりて全国に放送されるという悲惨な

る滑稽が，時に暴露されるのである（石川

1931：38）。

このように，同じニュースであっても，逓信省

と内務省では検閲での扱いが異なることがあっ

た。このため，「これを内務省に移し検閲の統

一を計るのが至当のことである」（文芸家協会編

1930：5）といった見解がしばしば示されること

になった。

さらに，逓信省と文部省との間でも管轄争い

は起きている。もともと文部省は，教育放送を

自らの主管とするよう強く要望していたが，

1930年に東京中央放送局が二重放送（第2放

送）を計画すると，予定された番組が主に教育

に関わるものだったことから，監督権をめぐって

逓信省と文部省が激しく対立した（日本放送協

会編1965：166）。

この問題をめぐっては，1930年12月に文部

省の社会教育局長と逓信省の電務局長の間で

交渉が行われ，逓信省は，「たとえ放送事業は

教育をおこなうものであるとしても，その手段ま

たは設備である無線電話の運用監督が逓信省

の所管であってもすこしもさしつかえない」など

と主張した。しかし，この交渉では決着がつか

ず，両省の政務次官どうしの折衝によって1931

年1月に合意が成立した。その内容は次のよう

なものである。

【法規上の見解】

日本放送協会は放送事業の経営を目的

とする法人であるから，監督官庁の主管は，

その事業自体によって決定されるべきであ

る。また，放送内容は社会各般の事項を

含んでいる。したがってその中に教育的事

項があるからというのでただちに放送事業

が文部省の監督下に入るべきものだという

ことはできない。

【実際上の見解】

放送事業は敏速を必要とするから政府

の二重・三重の監督は望ましくない。

（日本放送協会編1965：167）

こうした経緯を経て，教育番組も含めて逓信

省が監督することで落ち着き，東京中央放送局

の第2放送は1931年4月から開始された。しか

し，監督権限をめぐる内務省や文部省からの

攻勢を受けて，逓信省はこのあとも権限維持の

方策を検討していく必要に迫られた。
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4 �機構改革を通じた統制強化
（1934年～1937年）

4-1 �組織面の統制強化

逓信省主導の機構改革

ここまで見てきたように，放送規制をめぐっ

ては，日本放送協会の組織が分権的で統制が

効きにくく，検閲による内容規制も十分に徹底

しないといった問題を抱えていた。そして，そ

れらの問題は，満州事変後，国策を伝えるメ

ディアとしてラジオの重要性が高まる中，逓信省

にとって解決すべき課題となった。逓信省は，

日本放送協会に対する施設許可が更新期限を

迎えるのにあわせて，まず放送協会の機構の見

直しに乗り出した。

1933年に入り，逓信省電務局は日本放送協

会の各支部に監察官を派遣し，運営状況の調

査を行った。その結果，協会の支部には「いず

れも創立以来の関係者が蟠居して放送局本来

の使命を没却しているものが多々あり経常費

八百万円の内その三割は節約が出来ること37）」

が確認されたという。

実態の把握を受けて，逓信省電務局業務課

長の田村謙次郎は1933年末，逓信省幹部の了

承を得たうえで，日本放送協会常務理事の小

森七郎（逓信省出身）に改革の断行を求めた。

これ以降，3か月間にわたって，逓信省と放送

協会本部の幹部の間で検討が進められ，支部

廃止の方向性が固まった。そして，1934年3月

末に機構改革の草案をまとめ，同年4月9日の

本部理事会に正式に協議事項として改革の議

案を上程した（日本無線史編纂委員会編1951 

a：198）。機構改革の詳細は，提案直前まで，

支部の理事長らに漏れないよう少数の関係者

の間で進められたという。

当時の雑誌記事は，「日本放送協会の組織

変更案は極く少数の人の手によって極端に秘密

裏に慎重審議の結果作成された。少数の人と

云うのは本部常務理事だった小森七郎，秘書

佐々木佐藤治，本部事業部長中郷孝之助，関

東支部業務課長国米藤吉，それに逓信省の牧

野政務次官，田村業務課長なぞが立案者であ

ると云われている。そして放送協会本部及び支

部の幹部も理事も殆どその内容を知らず理事会

に提案されて始（原文ママ）めてアッと驚いた」（玉

川1934：195-196）などと書いている。

もっとも，機構改革案をめぐっては，事前に

関係者への根回しも進められており，各支部の

幹部が本部理事会まで提案内容をまったく知ら

なかったとは考えにくい。この間の検討状況に

ついて，当時，本部の常務理事だった小森七

郎は次のように回想している。

私はこの不都合を除くために，是非支

部を廃止しなくてはならぬと考えて，それを

（関東支部の）荻野元太郎理事に話した。

荻野君は古河電気工業の重役だったが，

訳のわかった人で，即座に「私は必ず先棒

をかつぎますから」と，その断行に賛成し

た。それで二，三人の理事にも説いて，逓

信当局の内諾を得た上，理事会で私の腹

案を述べた。本部理事会には，各支部か

らも代表者を出していたが，私の話を聞い

て「そうですか，それはそうでしょうね」と

いうような声が大勢を占め，案外簡単に了

解してくれることになった（小森1961：506-

507）。



264 │ NHK 放送文化研究所年報 2020

ただ，いずれにしても，

本部の理事会に提案され

た時点では，経費節減と

いった大 義名分もあり，

それまで本部の統制に反

対していた支部の幹部ら

も機構改革そのものに対

しては反対しにくい状況に

置かれた。機構改革案は，

同年4月21日の本部理事

会で可決されたのち，5月

16日の日本放送協会の定

時総会にかけられた。

定時総会には，機構改革を主導した田村謙

次郎が電務局長代理として出席し，組織を全

面的に見直す必要性を訴えた。田村は「協会

が放送事業を経営しているのは，いわば逓信

省の延長として，政府の事業を代行していると

いう形になっている。従って放送事業の経営に

対する政府の監督も，他の公益法人とおのず

から趣を異にするものがなければならぬことを，

ここにはっきり了解を願いたい」と述べた（日本

放送協会編2001：97）。

定時総会は1時間半にわたる激しい議論と

なったが，焦点は，機構改革そのものよりも改

革後の人事にあてられた。契機となったのが，当

日の新聞で報道された「逓信官僚の天降り記事」

であり，人事への批判とともに，「新役員が逓

信大臣の指名に依るという定款の附則」が不当

だとする意見が相次いだ。しかし，「老練」の岩

原会長と「総会慣れ」した小森常務理事の「答

弁と鮮やかな捌き」で総会の議論は収束し，機

構改革を盛り込んだ定款改正案はそのまま認め

られたという（日本無線史編纂委員会編1951a： 

201）。日本放送協会の定款改正案はその日の

うちに逓信大臣に提出され，認可された。

この機構改革によって，社団法人・日本放送

協会は大幅な中央集権化が図られた38）。それ

までの支部は廃止され，代わって中央放送局

が置かれた。あわせて，支部理事会・支部総

会も廃止された（図2）。

また，全国向け番組の企画・編成を審議・

決定する機関として，放送編成会が新設され

た。放送編成会の議長は放送協会の専務理事

が務め，本部の関係部長と大阪中央放送局放

送部長が部内委員となったほか，部外委員とし

て逓信省電務局無線課長，内務省警保局図書

課長，文部省社会教育局成人教育課長らが加

わった。逓信・内務・文部各省の課長が放送

番組の編成に関与するようになったのはこのと

きからである（日本放送協会編2001：98）。逓

信省による検閲に加えて，関係各省が番組の指

導に乗り出す契機が生まれた39）。

機構改革後の日本放送協会

機構改革は，組織の中央集権化に加えて，協

図2　1934年5月の機構改革

（『放送五十年史』『ラヂオ年鑑』をもとに作成）
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表15　日本放送協会の幹部（1933年）

所属 役職 氏名 主な経歴（出身）

本　部

会長 岩原謙三 三井物産

常務理事 小森七郎 東京逓信局長

理事 磯野進 小樽商工会議所会頭

理事 千野栄作 無線技術者

理事 岡谷惣助 名古屋商工会議所会頭

理事 小野賢一郎 東京日日新聞

理事 神野金之助 名古屋鉄道

理事 高田善彦 逓信技師

理事 山根文雄 神戸新聞社・京都新聞社常務

理事 松本健次郎 明治紡績・安川電機・九州製鋼

理事 福島禎蔵 七十七銀行・フジビール

理事 澤原精一 広島電気取締役

理事 湯川忠三郎 大阪商工会議所

関東支部
理事長 門野重九郎 大倉組副頭取（大倉財閥）

常務理事 中山龍次 逓信省（逓信技師）

関西支部
理事長 松方正雄 阪神電鉄社長

常務理事 廣江恭造 神戸中央電話局長

東海支部
理事長 青木鎌太郎 愛知時計電機社長

常務理事 中林賢吾 名古屋逓信局監督課長

中国支部
理事長 藤田一郎 東亜木材防腐取締役

常務理事 中村厚次郎 広島逓信局長

九州支部
理事長 紫藤章 熊本商業会議所会頭

常務理事 伴善光 熊本逓信局長

東北支部
理事長 佐久間俊一 七十七銀行取締役

常務理事 佐藤吾一 仙台逓信局長

北海道
支部

理事長 大瀧甚太郎 札幌商工会議所

常務理事 古賀傳吉 札幌逓信局長

表16　日本放送協会の幹部（1934年5月）

役職 氏名 主な経歴（出身）

会長 岩原謙三 三井物産

専務理事 小森七郎 逓信局長

常務理事
（業務局長） 中山龍次 逓信技師

常務理事
（総務局長） 山本直太郎 電務局長

理事
（技術局長） 米澤與三七 工務局長

理事
（大阪局長） 廣江恭造 神戸中央電話局長

（関西支部常務理事）
理事

（名古屋局長） 山崎晃 札幌逓信局長

理事
（広島局長） 安光元一 名古屋逓信局長

理事
（熊本局長） 佐佐信一 広島逓信局長

理事
（仙台局長） 佐藤吾一 仙台逓信局長

（東北支部常務理事）
理事

（札幌局長） 古賀傳吉 札幌逓信局長
（北海道支部常務理事）

理事 石井光次郎 警視庁，
東京朝日新聞営業局長

理事 林毅陸 慶應義塾塾長

理事 小倉正恒 住友本社総理事

理事 大瀧甚太郎 札幌商工会議所
（北海道支部理事長）

理事 荻野元太郎 古河電工専務

理事 門野重九郎 大倉組副頭取
（関東支部理事長）

理事 神野金之助 名古屋鉄道役員
（東海支部理事長）

理事 村田省蔵 大阪商船副社長

理事 矢野恒太 第一生命社長

理事 簗田𨥆次郎 中外商業新報前社長

理事 山田潤二 大阪毎日新聞取締役

理事 松方正雄 阪神電鉄社長
（関西支部理事長）

理事 青木鎌太郎 愛知時計電機社長
（東海支部理事長）

理事 紫藤章 熊本電気社長
（九州支部理事長）

（表15・16とも『ラジオ年鑑』をもとに作成。
経歴は『人事興信録』各版を参照）

※■ 網掛けは逓信省出身者



266 │ NHK 放送文化研究所年報 2020

会の主要な幹部が逓信省出身者で占められた

点でもその後にもたらされた影響は大きかった。

表15（前ページ）は機構改革直前の日本放送協

会の幹部である。本部や各支部の常務理事は

逓信省出身者だったものの，各支部の理事長

は地方財界の有力者などであり，本部の理事も

多くが新聞関係者や財界の有力者で占められて

いた。一方，表16（前ページ）は機構改革後の

日本放送協会の幹部である。協会の理事25人

のうち逓信省出身者は10人にのぼり，専務理

事や常務理事，本部の局長，各地の中央放送

局の局長といった主要なポストを独占した40）。

機構改革後，これまで強い権限を握ってきた

各支部の理事長の多くは本部の理事として処遇

されたが，その影響力は大きく低下した。「支

部の廃止即ち中央集権，役員数の激減は，従

来永年に亘って本部対抗乃至無視の行動を敢

てしていた者には非常な痛打であった」という

（日本無線史編纂委員会編1951a：200）。また，

新聞社出身の理事も，東京朝日新聞出身の石

井光次郎と，大阪毎日新聞取締役の山田潤二

のみとなり，「朝日，日日の大阪系新聞を除い

て新聞社の発言は絶対に封じられてしまった」

（玉川1934：195-200）。

理事以外の主要なポストの多くも逓信省出身

者で占められた。本部の報道部長や文芸部長，

大阪中央放送局の放送部長は新聞出身者と

なったものの，経営管理にあたる本部の総務局

の部長や，各中央放送局の総務部長には逓信

省出身者があてられた（表17）。

機構改革に対する見方

機構改革に関しては，放送協会の経営の合

理化につながるとする見方がなされる一方で，

逓信省出身者が協会幹部を独占したことに対し

て新聞や雑誌から批判が上がった。

『東京日日新聞』は機構改革直後の記事で，

「今度の定款改正で，日本放送協会は根底から

立なおされ，逓信大臣の指名による役員の下に

強力な中央集権制を確立し，名は社団法人で

も事実官有と同じ機構となった，ラジオの国家

統制は，アメリカを除いた各国における傾向で，

何等かの形で電波をコントロールしているが今

度の逓信省のやり方の徹底さ加減は，この方

の先輩，ソビエト・ロシア，ドイツ等も顔負けす

表17　理事以外の主要な役職の状況（1934年）
※■ 網掛けは逓信省出身者

所　属 役　職 氏　名

本　部

秘書課長兼文書課長 佐々木佐藤治

監査部長 船水喜幸

放送編成会幹事長 内田信夫

総務局経理部長 中村寅市

総務局計画部長 中郷孝之助

総務局加入部長 葭村外雄

業務局報道部長 成沢金兵衛（新聞）

業務局文芸部長 小野賢一郎（新聞）

業務局教養部長 小尾範治（文部省）

技術局技術部長 初見五郎

臨時建築部長 藤本勝征

大阪
中央放送局 放送部長 矢部謙次郎（新聞）

広島
中央放送局

総務部長 原基次郎

放送部長 伊藤三夫

熊本
中央放送局

総務部長 渡辺雄之

技術部長 大野煥乎

仙台
中央放送局

総務部長 鈴木源二

放送部長 猪川珹
（日本無線史編纂委員会編（1951）『日本無線史』第7巻。逓信
省出身者以外で出身が判明した人物については，カッコ内に補足）
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るくらいだ41）」などと評した。

他方，逓信省の各地の逓信局長をそのまま日

本放送協会の中央放送局長に就任させた人事

については，「これを機会に放送協会が完全に

逓信古手役人の爺捨山と化した」「一度に五人

もの局長をやめさせて，放送局長や本部局長

に早変りさせたのは露骨すぎる」「恩給と二重

の手当をもらって，爺捨山におさまる」42）などと

批判した。

また，『文藝春秋』には，「放送協会の改組

は従来の地方分権，従って生ずる経済的，文

化的冗費を節約し，中央集権，経営の合理化，

文化の統一整理がなされた。ここまでは改組に

伴う最も有意義な改善であった。しかし制度組

織は結局人事によって有能に動作もすれば，そ

の反対に弊害も生れて来る。改組ここまでは至

極上出来であったが理事の五分の一たる五名も

の逓信省局長のお古を天降らせたことによって

折角の放送事業の中央集権に官僚化の一大汚

点を印してしまった」（文藝春秋編集部編1934：

211）といった批判が見られる43）。同記事はさ

らに，各地の放送局の縮小がなされた点や逓

信省出身者が要職に就いた点について，次のよ

うに懸念を示した。

茲に哀れを止めたのは名古屋CK以下

広島FK，熊本GK，仙台HK，札幌IKで

それぞれは中央放送局という名称は貰った

ものの放送部が極度に縮少（原文ママ）されて

学芸課，業務課の二課にされてしまった。

（中略）

之を要するに，放送協会の改組は中央

集権は行ったが逓信閥に非る者は一生浮

ぶ瀬がないことをはっきり天下に公告した。

逓信閥だからと無闇に毛嫌いする訳ではな

いが，頭の硬化したお役人の古手に何を期

待するか？ 一歩運用を間違えば中央集権

だけにその影響する所，甚だ大なるを恐れ

るのである。杞憂に終ればいいが（文藝

春秋編集部編1934：213）。

さらに，逓信省が監督権限をめぐる文部省と

の対立を緩和するために，人事を利用したとの

見方も出された。逓信省が協会本部の教養部

長のポストを文部省に明け渡したことについて

は，次のような雑誌記事が見られる。

教養課長（原文ママ）には文部省の青年教

育課長の小尾範治が愛宕山入りをした。

今まで教育放送の監督問題に対して文部

省に一歩も譲らなかった逓信省，浜口内閣

当時，田中文相と安達逓相の政治工作に

まで持ち出して頑強に文部省を押し切って

しまった逓信省が，教養部長に文部省の

古手をもって来たのは一見異様にも思える

が，この椅子は実際問題として文部省辺に

『東京日日新聞』1934年5月19日
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一任するより他に仕方がないし，傍々放送

協会の逓信省化の非難に対するカムフラー

ジュ工作でもあるのだ（文藝春秋編集部

編1934：212）。

このように機構改革を契機にした天下り人事

など，逓信省の放送協会への介入に対する批

判は強かった。それは，組織・人事面への統

制を通じて，逓信省が放送協会に対する影響

力を強めたことの現れでもあった。

番組編成の中央集権化

日本放送協会の機構改革後，番組編成の面

でも中央集権化が進んだ。そうした変化は，放

送協会が刊行していた『ラヂオ年鑑』によって

確認できるが，年によってデータの形式が異な

る部分があることから，放送局ごとの編成状況

が確認できる年は限られている。放送局ごとに

編成が比較可能なデータとしては「1930年4月

～6月」と「1940年4月～1941年3月」のもの

があるが，1940年の状況は次章で検討するこ

ととして，ここでは1934年前後の状況を検討す

る。

図3は，上段が機構改革前の1930年，下段

が機構改革後の1935年の状況である。「自局

編成」（図の左側）は，自らの放送局で番組を

制作し放送した割合で，全国向けに番組を流す

場合もあるが，多くがその地域向けの番組であ

る。一方，「入中継」（図の右側）は他の放送局

からの番組を受けて放送した番組で，多くは東

京からの全国向け番組と考えられる。比較でき

るのは，放送局ごとではなく，報道や教養と

いった種別ごとにまとめられた各局平均のデー

タである。

図3での比較は，放送局が一致していないこ

とから44），大まかな傾向がわかる程度ではある

が，1934年の機構改革後に各放送局が制作す

る地域向け番組が減少し，全国向け番組が増

加したと推定できる。平均すると，1930年には

全体の52％を占めた自局編成の番組は，1935

年には33％となった。

もっとも，機構改革後も，番組編成に関する

本部と各放送局との連携は十分ではなかったと

の指摘もある。逓信省は，1935年12月11日付の

文書で，日本放送協会の岩原謙三会長に対し

て，業務の状況に関する監査結果を伝えた45）。

この中で逓信省は，「放送編成会は地方局との

連絡機能薄弱にして，概ね業務局業務課を仲

介し連絡を行う為，相互に煩雑なる手数を要し

図3　自局編成と入中継の比率
1930年4月～ 6月（東京・大阪・名古屋・金沢・広島・熊本・
仙台・札幌の8放送局平均）

1935年4月～ 12月（第2放送を含む７中央放送局の平均）

（『ラヂオ年鑑』をもとに作成）

（％）

報道

教養

子供の時間

慰安

合計

報道

講演講座

実況

音楽

演芸

子供の時間

学校放送

その他

合計

62 38

55 45

48 52

38 62

52 48

55 45

30 70

28 72

23 77

19 81

30 70

16 84

25 75

33 67

■ 自局編成　■ 入中継
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運用上円滑を欠く等，彼是機構の欠陥に対し改

善方考究を遂げ，放送業務運行上適切なる統

括部署を確立すること」と指摘している。機構

改革後，番組面でも中央集権化が進みつつあっ

たが，監督当局も加わった放送編成会による

統制は直ちに効果を上げたわけではなく，逓信

省はその機能をさらに強化すべきと考えていた。

4-2 �内容規制の実態

1930年代の検閲

機構改革後，番組編成の中央集権化は一定

程度進んだが，放送番組に対する直接的な規

制である検閲を見ると，また違った様相が浮か

び上がる。ここでは，1930年代前半の検閲の

実態について，当時の資料をもとに検討する。

依拠するのは，逓信省電務局無線課が作成し

た事例集「放送事項措置彙報（草案）」（1936

年10月）である。

放送事項措置彙報（草案）は，各地の逓信

局が行った検閲事例をとりまとめたもので，逓

信省内で情報を共有するとともに，放送協会に

対して指導内容を示すために作成されたと見ら

れる。「草案」とあることから，その後，確定版

が作成されたと考えられるが，そちらは発見され

ていない。もっとも，「草案」とはいえ，資料の

内容は詳細にわたり，記載された番組名などは

当時の番組表など他の資料と照らし合わせて矛

盾がないことから，当時の検閲の実態を反映し

た資料と考えることができる。また，文書には

「極秘」の印が押され，配付範囲が限定されて

いたことから，検閲当局の考え方が端的に反映

された資料と考えられる（以下，資料を「放送

事項措置彙報」あるいは「彙報」と表記）。

まず，資料の形式について確認すると，「放

送事項措置彙報」には，各地の逓信局の検閲

で問題が指摘された事項が，「報道」「講演・

講座」「音楽」「演芸・演劇」の4つの番組種

別に整理され46），事例ごとに，担当した逓信局，

放送予定日時，題目とともに，検閲で問題になっ

た部分とそれに対する措置が記載されている。

表18はその一例である。講演の原稿中の「別

ピンさん」という言葉が「野卑」だとして，「ね

えさん方」に改めるよう求めたものである。

逓信省電務局無線課「放送事項措置彙報（草案）」
（1936年10月）NHK放送文化研究所所蔵
表紙（左）と指摘事項を記した部分（右）
上から逓信局，月日，種目，題目，内容，措置要領が記
載されている（番組によっては作曲者や出演者も記載）

表18　検閲事項の記載例

逓信局 広島

月日 1935年4月22日

種目 講演

題目 地方の夕べ

内容
一つこれから本職の船頭さんや別ピンさん
に （ねえさん方に） 乙な所で実演して貰い
ましょう

措置要領 言語野卑に付，傍線部分の箇所削除，
（　）内の如く訂正

※資料は縦書き・元号表記だが，以下，横書き・西暦で統一。
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「放送事項措置彙報」には，上記の形式で

1932年1月から1936年1月までの329事例が

掲載されている。満州事変勃発の4か月後から

二・二六事件の直前までの4年余りにわたるが，

1934年5月の機構改革以降の事例が全体の約

4分の3を占める（図4）。資料は，さまざまな

事例から選択して編集されたと考えられること

から，1935年以降，検閲の件数そのものが増

えたと言うことはできないが，1935年前後の検

閲を典型的な題材として取り上げたと言うことは

できる。

また，取り上げられている番組種別からは，

当時，監督当局がどのような事項を重視して取

締りを行っていたかを推測することができる。

彙報に掲載されている項目は，「音楽」と「演

芸・演劇」で全体の9割近くを占め，「報道」

「講演・講座」は少数である47）（図5）。後述す

るように1940年代前半の同種の資料では，報

道番組や教養番組に対する指摘が半数以上を

占めるが，それとは異なり，この時期は音楽番

組や演芸・演劇番組に関する指導に重点を置

いていたことがうかがえる。当時，落語・漫談

や浪花節といった放送種目に聴取者の人気が

集まっており，そうした聴取者の動向も，検閲

方針に影響を与えたと考えられる48）。

監督当局が，この時期にどのような内容を問

題視していたかは，項目ごとに記された措置要

領の欄から読み取ることができる。措置要領は，

事例にあわせて個別具体的に問題点の指摘を

行っており，「風俗壊乱」や「広告・宣伝」と

いった区分をしているわけではない。ただ，指

摘を行った理由は，概ね下記の5つに分類でき

ることから，事例ごとに筆者の判断で分類を

行った。

①国策に対する批判（安寧秩序紊乱）

②国体・皇室関係（安寧秩序紊乱）

③風俗壊乱

④広告・宣伝

⑤その他（事実との相違，誇大な表現，

個人を中傷など）

このうち，「①国策に対する批判」（戦争や

外交政策への批判など）と，「②国体・皇室関

係」（皇室の尊厳に関わるもの）は，いずれも

「安寧秩序紊乱」にあたるが，内容に差異があ

ることから，2つに分けた。「③風俗壊乱」は，

無線電信法にも明示されているように，代表的

な取締り事項の1つである。このほか，広告や

宣伝にあたるとした事項は「④広告・宣伝」に

図5　類型別の分類（329事例）

音楽 
142事例

（43％）

演芸・演劇
144事例
（44％）

講演・講座
18事例（5％）

報道
25事例（8％）

図4　時期ごとの分類（329事例）

1932年 1月～6月
7月～12月

1933年 1月～6月
7月～12月

1934年 1月～6月
7月～12月

1935年 1月～6月
7月～12月

1936年 1月

（事例数）
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区分し，事実との相違，誇大な表現，個人に

対する中傷といった指摘は「⑤その他」に区分

した。なお，「政治上の講演・論議」に関する

事例は，この彙報では，政党について言及した

講演の1事例のみだったことから「その他」に

区分した。指摘事項は趣旨が明確ではないも

のがあり，事例によっては，複数の区分にあて

はまるものもあるが，ここでは全329事例につ

いて，それぞれ最も関連性が高いと考える区分

に分類した（図6）。

329事例のうち，「風俗壊乱」を主要な理由

として指摘されたものは，212事例と全体の3

分の2近くを占めている。これは，そもそもこの

資料では，音楽や演芸・演劇に関する事例が

大半（286事例）を占め，その中で指摘されて

いる事項の多くが風俗壊乱に関するものである

ことによる。具体的には，表現が卑猥であるな

どとして，「風教上削除」などとするものが多

い。このほか，報道や講演・講座では，表現

が広告・宣伝にあたるとして修正指示を出す事

例が目立つ。報道に関しては，取り上げられて

いる25事例のうち，8つの事例が広告表現に

関するものである。この彙報では，こうした風

俗壊乱や広告・宣伝の指摘が全体（329事例）

の4分の3を占めている。

他方，国策に対する批判などを理由に番組の

中止や修正を求めるものは少ない。1940年代の

検閲では，戦争報道に対して注文をつける事

例が多々見られるが，この時点では，「風俗壊

乱」に関する取締りに重点が置かれていたこと

が，資料から推測できる。

指摘事項別の検閲事例

ここでは放送事項措置彙報に記載された事

例を個別に見ていくことで，当時の検閲の実態

を確認する。まず，指摘事項で最も多い「風俗

壊乱」では，以下のように「風教上削除」など

として該当部分の削除を求めるものが多い。音

楽と演芸・演劇に関する指摘の多くはこれに類

したものである（表19）。これらの例からわか

るように，性風俗や犯罪に関わる歌詞や科白な

どについての指摘が多く，落語「三年目」のよ

うに，具体的な表現というよりも取り扱う題材

に問題があるとして，放送中止を求めるものも

あった。

他方，広告・宣伝に該当するとして，放送を

差し止めた事例は，報道や講演・講座に多い。

具体例としては表20で示したものが挙げられ

る。ここからわかるように，特定の団体や個人

を宣伝する表現については，1例目のように，

それが国営事業（鉄道）であっても検閲官が差

し止めを指示した。

一方，国の政策遂行に影響を与えるおそれが

あるという理由で差し止めになった事例は，講

演・講座で目立つ程度である。具体例としては

表21のようなものがある。表21のうち，「軍救

援機関と赤十字の精神」と題する講演では，ア

ジア大陸，アメリカ大陸で戦争が起きるとする

部分が「人心を刺激する」として削除された。

図6　検閲理由の分類（329事例）

報道

講演・講座

音楽

演芸・演劇

1
2 8 14

4 6 5 21

4
3 3
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14 12 15 2083

■ 国策　■ 国体　■ 風俗　■ 広告　■ その他

（事例数）
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1940年代に入ると戦意高揚を目的とするような

指導がなされることになるが，この時点では，

そうした指摘はなされていない。また，「教師と

政治」と題する講演は，法案の提案理由に対

する批判が不可とされた。1930年代半ばの段

表20　検閲事項（広告・宣伝）
［報道］

逓信局 熊本
月日 1935年7月9日
種目 ニュース

内容

今夏，門鉄局では，先に国民の健康増進，
旅行奨励のため，長期に於ける汽車賃割
引を発表して大いに旅行熱を煽っているが，
さらに夏期ハイカーの為，左記ハイキングコ
ース十八か所を選定し，運賃二割五分引の
割引乗車券を発売することになった。

措置要領 宣伝に亘るに付，点線の部削除
（※原文は点線）

［報道］
逓信局 熊本
月日 1935年5月17日
種目 ニュース

内容

志布志湾に沈没している飛行機の引上作
業が行われます。

「我が国潜水界の権威として去る昭和六
年から度々御前潜水の光栄に浴した」鹿
児島県志布志町山下弥右衛門氏は海深
二千四百フィートを潜水することが出来ると
云う「最新考案の」潜水船第二号が（後
略）

措置要領 「　」内，山下氏個人の宣伝となるに付全
文差止む

［講演・講座］
逓信局 広島
月日 1935年5月22日
種目 講演
題目 地方の夕

内容

加工品たる蒲鉾は全く天下一品の賞賛を
博し（当地自慢の産物で），此の地を踏まる
る士の味覚をそそるのみならず土産品とし
て最恰適の一つであります（ものの一つで
あります）。

措置要領 誇大に亘る宣伝と認め，傍線のケ所削除，
（　）内の如く訂正

表 19　検閲事項（風俗壊乱）

［音楽（和楽）］
逓信局 東京

月日 1933年11月5日
1934年11月25日

種目 義太夫
題目 義経千本桜

内容 若い女中の寝入ばな　殊に枕も二つあり
て　定めてお伽の人ならん

措置要領 風教上削除

［音楽（和楽）］
逓信局 東京
月日 1933年12月31日
種目 歌謡曲

題目 気まぐれ涙
西條八十作　古賀政男曲

内容
どうせ浮世は仮寝の港　逢うて別れる一夜
舟　知ってい乍ら私を泣かす　女の心の
気まぐれ涙

措置要領 風教上削除

［音楽（和楽）］
逓信局 東京
月日 1935年1月4日
種目 流行歌

題目 スキー行進曲
島田芳文作　古関裕而曲

内容 春の高原スキーの乱舞　投げたキッスで
手に手をかせば　サット咲きます恋の花

措置要領 風教上削除

［演芸］
逓信局 東京
月日 1933年8月17日
種目 落語
題目 三年目

内容
前妻の臨終に後妻は持たぬと誓った男が，
その後，後妻を持ったが，幽霊が出ぬので契
をむすび，三年目に幽霊が出たという話

措置要領 子女教育上，悪影響ありと認め，停止

［演劇］
逓信局 東京
月日 1932年5月2日
種目 ラヂオドラマ
題目 ジャン=ヴァルジャン

作歌曲者
及出演者

ヴィクトル・ユーゴー原作
豊島与志雄原案
JOAK文芸課編

内容

…監獄の司祭は再び悪事をするなと云や
がったが，飯が食えなけりゃ俺は泥棒をする
ぞ，強盗もするぞ，おれは生きていなけりゃな
らないんだ…

措置要領 傍線の箇所，風教上削除
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階では，国際関係に影響を与えたり，政治的

な偏りがあるとみなされた事項が検閲の対象と

なった。

皇室関連では表22のような指摘が見られる。

歴史上の物語であったとしても，皇室の尊厳に

関わるとみなされた表現については，削除の指

示がなされた。

さらに，風俗壊乱や安寧秩序紊乱，広告・

宣伝，政治上の議論といった，典型的な取締

り事項に該当するもの以外でも，事実関係の誤

りや捜査関連事項，逓信省の業務に対する評

価を低下させるような事項についても取締りの

対象となった（表23）。

1例目は，福岡県が治水事業の予算要求に向

けた運動を始めたとするニュース原稿について，

逓信局が福岡県当局に事実関係を確認したとこ

ろ，事実と違うとの返答があったことから，放

送差し止めにしたというものである。2例目は，

捜査に関連した情報で，「放送価値なし」とさ

れた。3例目の1932年の「電話交換局」と題す

る音曲は，逓信省の業務（当時，電話業務は

国営）を中傷する内容になっていることから差し

止めとなった。

新聞検閲では，満州事変以降，国内治安の

維持を中心とした検閲体系が，軍事・外交事項

を中心とした体系に変容したことが指摘されて

いる（中園2006：407）。放送に関しても，満

州事変に際してさまざまな放送差止事項が示さ

れたとされるが，1936年の「放送事項措置彙

報」には，軍事作戦に関する報道を取り締まる

表21　検閲事項（国策関連）
［講演・講座］

逓信局 広島
月日 1935年6月18日
種目 講演
題目 軍救援機関と赤十字の精神

内容

翻って国防的に観たる広島地方の地位と
でも申しまする方面を考えて見ますと，将来
起るべき我国と他国との戦争が，亜細亜大
陸，亜米利加大陸を其戦場とする事は日本
国民のだれでもが有っている軍事的否国
民的常識でありましょう。

措置要領 傍線のケ所は人心を刺激する虞あり削除

［講演・講座］
逓信局 仙台
月日 1936年2月10日
種目 講演
題目 教師の時間「教師と政治」
作歌曲者
及出演者 東北帝国大学　広瀬嘉雄

内容

此の提案理由は，一般民衆が従来程これ
等の者を尊敬しなくなり，随って是等の者の
感化影響は微少となり，その不当権威を虞
れる必要はなくなったから付与することとし
たのであるという風に聞えます。私は小学
校教員諸君のために当時大にこの提案理
由を遺憾としたのであります。（中略）
被選挙権や選挙権をもたないからといって
これらの人達を誰が軽蔑いたしましょうか。

措置要領

原稿検閲の処，上記の如く，時の内務大臣
若槻礼次郎の普選法案提案理由を論難し
たる箇所あり。相当偏りたる見解にして，時
節柄面白からざるに付，注意の上，上記部
分削除せしむ。註，上記中「これ等の者」と
は神官，神職，僧侶，小学校教員を云う

表22　検閲事項（国体・皇室関連）
［講演・講座］

逓信局 広島

月日 1935年5月24日

種目 講演

内容

欽明天皇の若宮は （都のさる公達は） こ
の美人を見んものと遥 と々おしのびで豊後
の国に下向遊ばされます。しかし名にし負う
満野長者の広壮な邸宅は奥深く，姫を垣
間見る術もありません。仍って宮（公達）は
草刈三蔵と名のって，畏くも下僕の群れに
身を投じ，長者の家の牧畜に従事し （下僕
となり），機会到来をお待ち遊ばされたので
あります。

措置要領 皇室の尊厳を冒涜するものと認め，傍線の
ケ所削除　（　）内の如く訂正
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趣旨のものは見られない。資料の性格上，外

交・軍事の機微に関わる事項は掲載されな

かった可能性はあるが，少なくともこの資料から

は，放送の原稿を国策や戦争目的に沿った形

で積極的に書き換えるといった措置は確認でき

ない。

当時の雑誌記事には，逓信局による検閲に

対する批判も見られるが，多くは風俗壊乱に関

する指摘が的外れといったものである。例えば，

文藝春秋社が発行していた雑誌『話』（1937

年6月号）には，「検閲でAK文芸部も逓信局も

極度に神経を尖らかすのが歌謡曲である。『ラ

ヂオは家庭のもの』の建前から時局風刺やエロ

の歌詞，リズムに情緒を籠める鼻声は絶対に禁

物」「エロ歌詞である故に放送禁止され曲目を

変更してお茶を濁していることがチョイチョイあ

る。観念的な厳しい検閲であるから『逓信局は

ヤボの代名詞で芸術を解せず』とおこる御仁も

ある」といった記事が見られる（話編集部編

1937a：283-284）。

ここまで検討してきた事例を見ると，検閲は，

監督当局が放送番組のあるべき姿について指

導するというよりも，あくまで放送局が提出した

原稿に沿って，具体的な表現に対して注意を行

うものが多い。風俗壊乱や広告・宣伝に関連し

た事項では，協会側がとりあえず原稿を出して，

逓信局に判断を委ねていたのではないかと思わ

れる事例も散見される。1934年の機構改革に

よって組織面での統制が強まったが，それが直

ちに検閲のあり方に変化をもたらしたとまでは

言えない。

4-3 �監督当局の認識

検閲体制の実態

ここまで見てきたように，日本放送協会の機

構改革後も，内容規制の中心は風俗壊乱の防

止が中心で，番組を国策に沿ったものに誘導す

る性格は弱かった。理由としては，検閲の実施

体制が番組への積極的指導を行えるほど充実

表23　検閲事項（その他）
［報道］

逓信局 熊本
月日 1935年5月16日
種目 ニュース

内容

福岡県では減額された治水事業費復活に
運動を開始す
農林省に於ては本年度より二十ヵ年事業と
して第二期の治水事業を開始することとな
り本年度に於て四百五十万円金額を割り
当てることとなっていたがこの内二百五十 
万円が減額されたので福岡県では各府県
と相呼応して知事経済部長首班となり，之
が全額復活運動をおこすこととなり実行委
員三名を任命した。

措置要領 福岡県当局に照会の結果，事実と相違す
る旨回答ありたるに付，放送差止む

［報道］
逓信局 熊本
月日 1935年5月17日
種目 ニュース

内容

福岡県穂波村強盗事件
今暁二時半頃，福岡県嘉穂郡穂波村の
人家二軒をピストル，匕刀，出刃包丁等をも
った怪漢が押入逃走した。
県刑事課並所轄警では非常線を張って大
活動中であるが犯人はまだ捕らえられない。

措置要領
犯人捜査上支障を来す虞あり，其筋に於
て迷惑と思われたるに付差止む。亦放送価
値なし

［演芸］
逓信局 東京
月日 1932年4月18日
種目 音曲
題目 「電話交換局」

内容 電話交換局ずるくて困る　夜はねむくて接
続しないで困ります　お話中

措置要領 電話局の名誉を毀損するものと認め，停止
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したものではなかった点が挙げられる。当時の

監督当局の状況は，逓信省が実施した会議の

資料から読み取ることができる。

この会議は，1936年3月，逓信省電務局無

線課が，各地で放送の取締りにあたっていた担

当者を集めて開いたもので，国内の逓信局に加

えて，朝鮮，台湾，関東州，満州からも監督官

が出席した。会議では，電務局長が着任前で

あるとして，川面隆三無線課長が代理を務めた

（表24）。

会議では，放送の取締りに関する意見交換

がなされた。各地の逓信局から出された要望の

うち，とりわけ多かったのが，監督体制の充実

を求める意見だった。このうち，東京逓信局か

らは次のような発言がなされた。

【東京逓信局】

放送局関係者は世間からオダテられる結

果，国家的事業に対する責任観念及態度

等に於て私等の考えと違って居る様であ

る。何が故に監督して居るか理解さえ無い

者も居る。一部分の者はラジオと新聞を同

様に思って居る。或る時には注意しても反

省しない。真に放送事業を熱愛して居るの

か疑問である。賞罰も明らかでない。

以上の見地よりして取締監督機構の強

化が先決である。東京，大阪の如き枢要

な所は課にする必要がある。又教養のある

人を必要とする。放送監督官制度を設け人

を要求して貰い度い。而して少くとも判任

では五級以上の人が当る様にして貰い度

い。

このように監督体制の充実を求める意見は東

京逓信局からも出されていたが，監督体制の問

題が特に深刻だったのが，地方の出先機関だっ

た。東京や大阪といった大都市を除けば，放

送の監督に割り当てられた要員は1つの放送局

に対して1～2人程度だったことから，地方の

表24　放送関係事務打合会の概要

月日 1936（昭和11）年
3月23日～3月25日

場所 逓信省第一会議室

出席者

逓信省
本省

【電務局無線課】
　無線課長（電務局長代理）
　逓信技師，事務官1人 逓信属5人

【電務局業務課】逓信属1人
【工務局線路課】技師1人

出先
機関

【東京逓信局】事務官1人，書記3人
【大阪逓信局】事務官1人，書記1人
【名古屋逓信局】書記1人
【広島逓信局】書記1人
【熊本逓信局】書記1人
【仙台逓信局】書記1人
【札幌逓信局】書記1人
【朝鮮総督府逓信局】書記1人
【台湾総督府交通局】書記1人
【関東逓信局】逓信副事務官1人
【満州国郵務司交通部】事務官1人

逓信省電務局無線課「放送関係事務打合会議事録」
（1936年3月）NHK放送文化研究所所蔵
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逓信局からは，各都市に駐在する監督官の増

員を求める意見が上がった。

【広島逓信局】

地方小放送局開設当時は僅かに一名の

増員があったのみで，到底一人を以ては終

日勤務せしむると云うが如きことは不可能

の事であるから，他部より繰合して辛じて

義務を遂行せしめて居るのであります。

【熊本逓信局】

地方駐在員の配置少き為，現業局員に

兼務を命じ，監聴に当らしめて居る状態な

るが，現業局に於ても不少迷惑し居り，所

謂傭兵を以てしては完全なる監聴は困難に

付，駐在配置定員を増加することに改めて

欲しい。

また，要員の問題に加えて，監督を行うため

の機材が不足していたり，老朽化していたりす

るとして，予算的な手当を求める要望もなされ

ている。

【東京逓信局】

監督用受信機は平素数時間連絡使用す

るのみならず交付後既に数年を経過し，

此の間屡々故障を生じ，其の都度修理を

加え使用して居る実情なるも，本来性能優

秀たらざるべからざる受信機が何れも時代

遅れの旧品にして操作上支障不尠。監督

用受信機は二年なら二年と年限を切って新

品を交付される様に願い度い。

【大阪逓信局】

大阪はオールウェーブ受信機もなく，現

用受信機は電池式の時代もので，部外の

ものには恥しくて見せられない程のもので

ある。経理では，本省の交付品と云うわけ

で買って呉れない。何とか容易く購入でき

る途を考えて欲しい。

これに対して，逓信省電務局の担当者は，

「受信機に就ては来年度は予算を取る様努力し

ましょう。尚年限付にする事も関係の向と協議

の上考慮しましょう。其れまで逓信局で都合し

て行って貰い度い」「増員の必要を充分認めて

居るのではあるが，予算上前例のために現状の

如き無理を生じたるは遺憾である。何か予算請

求の資料を提供する様にして貰い度い」などと

述べるにとどまった。

さらに，逓信局に権限が十分に与えられてい

ないといった意見も出された。東京逓信局の担

当者は，「協会の法人事務に属する書類を逓信

局を経由せず本省直接として以来，逓信局に

対する協会の態度が変って来て監督上支障が多

い。之れは元通り実際に監督に当って居る第一

次監督官庁を通すことにして貰いたい」と述べ

ている。

また，検閲の基準や方法についても，逓信

局による違いが存在していた。各地の放送局の

放送は，それぞれの逓信局の監督官や各都市

に配置された駐在官が「監聴」することになっ

ていたが，監聴の対象とする放送を，その放送

局が独自に編成した番組に限定するか，あるい

は，他局からの中継も含むかといった点も統一

されていなかった。

仙台逓信局の担当者の発言によると，1931

年の逓信省の通達では，ラヂオ体操や気象通

報，経済市況などの全国放送については，一

部，監聴を省略できることとされた。しかし，
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講演や演芸は，東京では差し支えないものでも

地方では不適当なものがあるとして，仙台逓信

局では監聴を行っていたという。このため，仙

台逓信局の担当者は，監聴の必要があるかどう

かをはっきりさせてほしいと述べたほか，大阪

逓信局からも，他局からの中継番組については

監聴を省略してはどうかといった提案がなされ

た。しかし，電務局側は「地方駐在は常時一人

を配置されたい。出勤前は自宅で聴く様にせら

れたい」などと答えるにとどまり，明確な回答を

避けている。

会議は，川面隆三無線課長の発言によって

締めくくられたが，川面課長はここでも監督官

の増員や予算については触れず，「各逓信局と

しても放送監督員の資質向上に努められ，日曜

休日の監督員の配置並連絡の完璧を期せられ

たい」として，各逓信局の努力で問題を解決す

べきという姿勢を示した。

このように，1930年代半ばの時点では，放

送監督の体制は，人員や予算の面で必ずしも

万全なものとは言えなかった。質の高い監督官

を起用することは難しく，特に地方では要員を

確保することすら困難という状況にあった。

積極的番組指導に向けた動き

このように検閲は，基本的には放送局から提

出された原稿に基づく消極的な規制であり，監

督体制の問題もあって規制の効果に限界がある

ことは監督当局も認識していた。しかし，満州

事変以降，ラジオ放送の影響力が高まる中で，

逓信省内では，検閲にとどまらずに，より積極

的に統制を行うべきではないかとする意見が強

まりつつあった。

積極的な言論統制への転換は，放送に限ら

れた話ではない。メディア全般で見ると，まず

国策通信社の設立に向けた動きから始まってい

る。当時の日本の二大通信社である新聞聯合社

（聯合）と日本電報通信社（電通）を一元化する

折衝は，対外宣伝の強化を目指す外務省の主

導で1932年10月に始まり，1936年1月に国策

通信社である同盟通信社が業務を開始してい

る。そして，同年6月には，電通の通信部門が

同盟通信社に合流して，通信社の一元化が達成

された。同盟通信社の設立以後，日本放送協

会のニュースも同盟通信社の提供によるものと

なった（宮本1984：11-14）。

こうした中，逓信省が1935年3月に各逓信局

の監督課長を集めて開いた会議では，電務局

無線課の奥村喜和男課長が「放送の監督取締

方針に就て」と題する講演を行い，次のように

述べている。

今やラヂオは通信機関というよりも寧ろ

文化機関と言った方が適当な位で，国家生

活，社会生活に緊要欠く可からざる機関と

なり，国運の伸長，文化の向上に至大の

関係を有するにいたったのであります。従っ

てこれが監督取締に当りましても，単に消

極的に放送内容を取締るというのみでな

く，積極的に一定の確固たる指導方針のも

とに助長，誘掖いたさねばならぬのであり

ます（奥村1935：10）。

このようにラジオを国策の周知・宣伝のため

に積極的に活用すべきという考え方は，この時

期，逓信省や日本放送協会の幹部によってしば

しば示されている。1936年に逓信省の大阪逓

信局長から大阪中央放送局長に転じた関正雄

も，1936年5月の雑誌記事のインタビューで，
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「独逸あたりでは，既に放送事業は宣伝省の重

要なものとなっている。日本でも将来こうなって

来る時代が来るだろう。事実ラヂオ程伝播力の

強力な宣伝機関はないのだから将来我国でも

政府の重要な宣伝などは，総て皆このラヂオに

拠る時代が来ることを疑わない」と述べている

（関1936：259）。

こうした中で，放送番組の内容も次第に変化

していった。指摘されているのは，官僚や軍人

が「中立」「不偏不党」の立場をとりつつ国の

政策について講演する番組が増えていったこと

である。前述のように，政治上の講演・論議は，

逓信省の監督事務処理細則では放送禁止事項

とされ，放送協会も激しい政党対立に巻き込ま

れないよう，放送で政治や政策に言及すること

には慎重な姿勢を示していた。しかし，この時

期になると，あくまで「中立」の立場から国策に

ついて論じる講演がしばしば放送されるように

なった。背景には，当時，アメリカのルーズベル

ト大統領が，ラジオを通じて国民に呼びかける

「炉辺談話」をはじめ，ドイツやイタリアでもラ

ジオが国策の宣伝に活用される中で，もはや放

送と国策とを切り離すことは無視できないとす

る考え方が広まっていったことがあったとする説

明がある（宮本1984：45）。

当時の放送内容について，評論家の清沢洌

は，1935年の雑誌論文で，「放送局が全然官

吏に乗っとられて，いちぢるしく目につくのはそ

の放送振りが，甚だしく官吏的イデオロギーに

彩られたことだ。官吏的イデオロギーの特長は，

役人と肩書きが有難いことである」と言及してい

る（清沢1935：203）。

その根拠として，清沢は，1935年上半期6

か月間の夕方から夜にかけて第1放送で行われ

た講演放送（午後6時，午後7時半，午後9時）

について自らが行った調査を挙げ，271人の講

演者を「肩書別」に分類すると，「博士」が77人

（28％），「役人」が40人（15％），軍人が14人

（5％）にのぼったとしている49）。そして，博士

や軍人，役人による講演の多さに，「官吏的イ

デオロギー」が反映されているとしたうえで，「い

ずれにしても放送局の右翼化は近頃のいちじる

しく目にたつ現象である」（清沢1935：204）と

述べている。

こうして機構改革以降，政府が「不偏不党」

の立場に立つ有識者や役人，軍人を利用して，

ラジオを通じて国策の浸透を図ることが次第に

増えていった。1930年代半ばの時点では，国

政では政党間の激しい対立が続いていたことも

あり，放送内容の「不偏不党」を確保する規制

方針は維持されたものの，その時々の政権がラ

ジオを通じて「中立」の立場から，所信や決意

を国民に直接訴えることもあった50）。機構改革

で放送編成会が発足し，逓信省などが番組編

成に関与できるようになったのを契機に，より

積極的な番組指導に向けた動きがこの時期に

出始めていた。
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5 �積極的規制への転換
（1937年～1945年）

5-1 �組織面の統制とその影響

組織面の統制

日中戦争が始まった1937年以降，戦時体制

がさまざまな分野で強化された。戦時期の放送

規制をめぐっては，「はじめに」で触れたように，

日本放送協会が政府の統制下に置かれ，事実

上の国営放送となったという形で整理されるこ

とも多い。しかし，政府と放送協会の監督・被

監督の関係は，戦時中も逓信局による検閲が

継続されたことに見られるように，形式的には

維持されていたとも言える。ここでは，戦時下，

政府と放送協会の関係がどのように変化し，そ

れとともに検閲などの放送規制がどのように変

化したのか，また，それは番組内容にどのよう

に影響を与えたのか，といった点を中心に検討

を進める。

まず，組織面の統制を見ると，日本放送協

会の人事や予算面に関する規制の枠組みは，

1934年の機構改革以降も大きな変化はない。

機構改革後も，3年ごとに役員改選が行われ

（1937年5月，1940年5月），逓信省出身者が

協会の主要ポストを占める構造は変わっていな

い。表25は1940年5月の役員改選後の幹部の

一覧である。本部の常務理事は逓信省出身者

で占められ，大阪や名古屋といった主要な放送

局長も引き続き逓信省出身者となった。

もっとも，1940年の役員改選では，これま

での批判を考慮してか，逓信省による天下りを

抑制しようとする動きが現れている。このとき，

逓信省は少なくとも5人の退官者を放送協会に

表25　日本放送協会の幹部（1940年5月）
※■ 網掛けは逓信省出身者

役職 氏名 主な経歴（出身）

会長 小森七郎 逓信局長

常務理事
（総務局長） 清水順治 電気局長

常務理事
（業務局長） 関正雄 大阪逓信局長

常務理事
（技術局長） 米澤與三七 工務局長

理事
（大阪局長） 西邨知一 簡易保険局理事

理事
（名古屋局長） 森島美之助 東京地方逓信局長，

逓信省郵務局長
理事

（広島局長） 中村寅市 電務局，協会経理部長，
計画部長

理事
（熊本局長） 佐佐信一 広島逓信局長

理事
（仙台局長） 矢部謙次郎 時事新報，

東京中央放送局放送部長
理事

（札幌局長） 樋口卯太郎 電気生活社専務

理事 富安謙次 逓信次官

理事 葭村外雄 上海電信局長

理事 田邊隆二 簡易保険局長，京都電燈

理事 中郷孝之助 逓信事務官，協会計画部
長

理事 小尾範治 文部省，協会教養部長

理事 石井光次郎 警視庁，東京朝日新聞

理事 林毅陸 慶應義塾塾長

理事 織田信恒 静岡電気鉄道社長

理事 小倉正恒 住友本社総理事

理事 荻野元太郎 古河電工専務

理事 神野金之助 名古屋鉄道副社長

理事 村田省蔵 大阪商船社長

理事 矢野恒太 第一生命社長

理事 山田潤二 大阪毎日新聞取締役

理事 青木鎌太郎 愛知時計電機社長

（『ラジオ年鑑』をもとに作成。経歴は『人事興信録』各版を参照）
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転出させる方針だったが，小森会長が強く拒否

したとされる（日本放送協会編1965：319）。

1940年の役員改選では，逓信省から協会に転

じたのは名古屋放送局長にとどまった。そして，

時事新報社出身で，東京中央放送局で放送部

長を務めた矢部謙次郎が仙台放送局長（理事）

となったほか，文部省出身で協会本部の教養

部長を務めていた小尾範治が理事となった。た

だし，前述のように，主要なポストを逓信省出

身者が占める構図は変わっていない。

さらに，逓信省と日本放送協会の組織上の

対応関係も整理された。従来，中央放送局の

管轄と逓信省の出先機関である逓信局の管轄

が一致していない地域があったが，その見直し

が図られた。具体的には，それまで「逓信局と

しては新潟県を仙台が，岡山県を広島が所轄

するのに比し，放送協会としては新潟県を東京

の本部直轄，岡山県の備前及び美作の両国に

当る部分を大阪中央放送局が司掌する」といっ

た管轄の違いがあった（日本無線史編纂委員

会編1951a：214）。

これは，放送の管轄が電波の届く範囲や文

化的な親密性によって定められていたためだが，

逓信省は1940年5月，「放送事項の取締その

他放送局の監督上不便大なるものがある」とし

て，「時勢の推移」にあわせて，放送局の司掌

地域と逓信局所轄区域を合致させた（日本無

線史編纂委員会編1951a：214）。これによって，

各放送局を管轄する中央放送局と逓信局が一

対一で対応し，監督体制の合理化が図られた。

番組編成への影響

日本放送協会の人事や組織全般に関する統

制が維持されたことに加え，番組編成への関与

も強まった。1937年には，放送編成会の部外

委員として，従来の逓信・内務・文部各省の関

係課長に加えて，企画庁調査官と内閣情報部

書記官が新たに就任した（日本放送協会編

2001：98）。放送編成会の権限も強化され，全

国向け番組に限らず，すべての放送番組の編成

について審議することが定められた。

さらに，1939年には，政府がより直接的に

番組指導を行う体制が作られた。同年7月，内

閣情報部の指示に基づいて，日本放送協会に

時局放送企画協議会が設置された。協議会は，

放送編成会とは別に放送番組の企画・編成を

行うもので，参与として，逓信省電務局無線課

長，東京逓信局無線課長，内閣情報部情報官

が加わった。協議会は毎月，放送番組編成の

綱領や重点を放送協会会長に具申し，放送協

会は，番組を作る際の指針としなければならな

くなった51）（日本放送協会編1977：128-129）。

こうした規制強化は，番組の内容そのものに

影響を及ぼしたと考えられるが，ここでは規制の

影響力の推移を観察できる指標として，番組編

成の変化を確認する（図7）。上段は1930年時

点で開局していた日本放送協会の各放送局の

自局編成比率を示したグラフ，下段は1940年

時点の各中央放送局の自局編成比率を示した

グラフである。自局編成番組は，全国向けや他

の地域向けの番組も含んでいることから，必ず

しもその放送局が管轄する地域向けの番組とは

限らないが，この割合が高ければ，それだけ各放

送局の独立性の程度も高いと言うことはできる。

自局編成の割合は，東京中央放送局以外で

は，1930年の時点から大きく低下し，仙台や

熊本では10％を下回った。1930年には70％超

を自局で編成していた大阪中央放送局も35％

まで低下した52）。
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こうして東京からの全国向け番組が増える中，

国策の周知徹底を図ることを目的とした番組が

増していった。その代表例が，『特別講演の時

間』や『ラジオ時局読本』『時局談話』『週間の

動き』『時事解説』といった番組である。これら

の番組では，政治，経済，外交，財政事情な

どの解説がなされたが，政権側の政治家からの

一方的な語りかけや，特定の政治的意図を込

めた講演などが中心で，政策を客観的に論評す

る番組ではなかった（日本放送協会編1965：

362）｡

他方，国民世論の統一という名目のもと，東

京からの全国向け放送が大半を占めるように

なった状況に対しては，逓信省の出先機関であ

る逓信局から行き過ぎではないかという見方が

出された。大阪逓信局が作成した文書「放送

業務改善意見53）」（1937年ごろ）には次のよう

な記述が見られる。

国家社会各部内の統制は時代の要求に

して，殊に戦時体制下に於ては一層其必

要性を加うると雖も，放送プログラムの東

京中心主義は稍々行過ぎの感あるやに認

めらる。即ち地方の各放送局に於ては，

各種目に亘り其大部分は中央より送らるる

ものを中継しつつありて，地方民衆のプロ

グラムに対する要望を充すの余地殆んどな

く，惹いては聴取者の獲得にも支障あるや

にも認めらる。

そのうえで，「放送業務改善意見」は，大阪

中央放送局について，「我国産業経済の中心と

も言うべき京阪神の三大都市を包容するのみな

らず，演芸方面に於ても伝統的に豊富なる資料

を有し，自ら大なる特異性を有す」としたうえで，

地域独自の番組をより多く編成し，地域の放送

局の存在価値を発揮させることが必要とする見

方を示している。

さらに，同資料には，大阪逓信局の要望事

項として，「放送局人事の刷新を計ること」も盛

り込まれている。この中には，「放送事業に対

する中央統制強化に伴い，地方局の活動は著

しく制肘されたるやの感を抱かしむ」「人事の刷

新を計り，従事者の事業に対する熱意を振起

せしむることは，事業発展を図る上に於て重要

事と思料せらるるにつき，本部中央，地方を通

じ有能者の昇進異動を時々行うの要あるやに思

料せらる」といった記述が見られる。大阪逓信

局が大阪中央放送局の要望を代弁しているよう

な表現である。

図7　各放送局の自局編成比率

1930年4月～ 6月　■ 自局編成　■ 入中継

1940年4月～ 1941年3月　■ 自局編成　■ 入中継

※東京，大阪，名古屋は第 1 放送の割合（『ラジオ年鑑』をもとに作成）

（％）

東京中央放送局
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仙台放送局

札幌放送局
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名古屋中央放送局

広島中央放送局

熊本中央放送局
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これらの記述からは，組織面での中央集権

化が進むことで，東京以外の放送局の活動に

は大きな制約が加えられていたことがわかる。

また，大阪逓信局と大阪中央放送局が「対東

京」という点で一種の協調関係にあったことが

うかがえるなど，逓信省，放送協会とも一枚岩

の組織だったわけではないこともわかる。中央

対地方の関係も考慮に入れると，監督・被監

督の関係は複雑な様相を示していた。

5-2 �積極的番組指導への転換

日中戦争勃発後の統制強化

1934年の日本放送協会の機構改革以降，番

組編成の中央集権化といった形で統制の効果

が現れていたが，1937年に日中戦争が勃発す

ると，政府は，メディア全般に対する統制の強

化を進め，放送に関しても，監督体制や制度

の見直しが図られた。

1937年7月に盧溝橋事件が起き，その後，政

府の不拡大方針が破綻すると，近衛文麿内閣

は，戦争遂行のための一大国民運動を起こす

こととし，同年8月，「国民精神総動員実施要

綱」を決定した。実施にあたっては，特に「ラ

ヂオノ利用ヲ図ルコト」とされ，同年10月の国

民精神動員強調週間では，「出動将士へ感謝

の日」といった日ごとのテーマに即した特別講

演や音楽・演芸が放送された（日本放送協会

編2001：128）。

こうした運動の中で，メディア統制を行う組

織の見直しが進んだ。1937年9月には，従来

の内閣情報委員会を発展させる形で，内閣情

報部が発足した。内閣情報部は，それまで情

報委員会が行っていた政府部内の情報・宣伝

業務の連絡調整に加えて，各省の管轄に属さ

ない情報の収集，報道，啓発宣伝活動の実施

にあたった。内閣情報部には各省から常勤職員

が派遣されたほか，新聞，通信，放送，出版，

演劇など各分野から参与が任命され，日本放

送協会からも常務理事の片岡直道が加わった

（日本放送協会編2001：128）。これによって，

政府部内に多元的に分散していた情報宣伝機

能の連携が図られるとともに，政府とメディアと

の関係も強化された。

並行して制度面でも統制の強化が進んだ。メ

ディア統制にも関連したものとしては，1938年

の国家総動員法の施行が挙げられる。同法は，

政府が国家総動員上，必要があると認めたとき

は，勅令によって，事業の譲渡や廃止，合併，

解散を命ずることができると規定していた。従

来，政府が事業そのものに対して直接的な統

制を行えるのは放送に限られていたが，それが

新聞や雑誌，映画といった他のメディアにも拡

大した。同法は，「事業統制権をバックにして，

マス・メディア企業の死命を制し得る従来とは

全く異質な法律」（内川1989：219）だった。

さらに，放送に関しては，1939年8月，放送

用私設無線電話規則が改正され，同規則8条

の2として「逓信大臣ハ戦時，事変其ノ他必要

アル場合ハ放送施設者ニ対シ公益ニ関スル事

項ノ放送ヲ命シ又ハ其ノ放送ニ関シ必要ナル措

置ヲ命ズルコトアルヘシ」との一項が加えられた

（日本放送協会編2003：32）。政府が「公益に

関する事項」の放送を命令できることが制度上，

正面から認められた54）。

そして，1940年12月には，内閣情報部の機

能を拡充する形で，内閣に情報局が設立された。

情報局は，内務，外務，逓信，陸軍，海軍の

各省が所管していた情報関係事務を吸収・統
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合するとともに，自らが直接，国策を宣伝する

役割を担った。情報局は「不完全ながら，従

来の各個別政府省庁に分属していた各マス・メ

ディアに対する消極的な取締の部局と，積極的

な情報宣伝活動担当部局を機構的に統合一本

化したもの」（内川1989：220）となった。

情報局の設立後，放送分野では，放送政策

の決定，放送番組の監督・指導も情報局によっ

て行われるようになった。もっとも，逓信省の

監督も並行して続いたことから，放送に関する

規制監督が情報局に一元化されたわけではな

い。逓信省が当時作成した文書によると，両者

の分担は次のように整理されている。

【放送番組の監督指導】

放送番組（放送種目，放送者，放送題

目，放送時間）編成の監督指導に関する

権能は情報局に移管す

【放送内容の検閲】

放送内容に関する検閲基準の統合に関

する権能は之を情報局に移管し，現実の

取締は逓信局をして行わしむるものとす

【放送協会の法人監督】

放送協会の監督の殆どは放送施設者た

る協会の監督を以て占むるのみならず，放

送番組部門に関する事項と雖も，設備，

技術と不可分なるを以て左記事項を情報

局に事前協議することとし，法人監督は逓

信省主管とし置くを可とす55）

このように情報局が発足したあとは，放送番

組の編成や検閲基準の統合など，従来，逓信

省電務局で行っていた企画・立案の機能は情

報局に移された。一方で，検閲の実務は各地

の逓信局が引き続き担当し，日本放送協会の

役員人事や事業計画などの重要事項について

も，逓信省が「法人監督」の名目のもと，監督

を行う権限を維持した。情報局の設立後もメ

ディア統制の一元化は，完全な形では実現しな

かったことになる56）。

国策との一体化に向けた指導

情報局の設立以降も各地の逓信局による検

閲は継続されたが，その方向性に関しては，従

来のように提出された原稿が放送禁止事項に該

当するかどうかを確認するだけではなく，より

積極的な指導を行うべきとする考え方が，監督

当局の内部に定着していった。そうした動きを

主導したのが，情報局第二部第三課長（第三

課は放送担当）に就いた宮本吉夫だった。宮

本の前職は逓信省電務局無線課長（1937年7

月就任）で，逓信省時代から放送に対する積極

的指導への転換を訴えていた。1940年5月に

日本放送協会の報道部長となった横山重遠は，

当時の状況を次のように語っている。

宮本さんが課長になってから逓信省の放

送に対する態度が一変したといえるだろう。

それまでは消極的でことが起らんようにと

いう調子で監督していたが，国の政策と放

送の一体化がはかられるようになったので

ある。宮本課長は「政治を論議せざること

といっても，漫談などは別にして政治と関

係しない番組はありえない。いまや政治論

議禁止の規定は無意味になっているが，と

いってある以上は無視することは出来な

い。問題はいかにしてその規定の抜け道を
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探すかということだけだ。大体，放送局の

やり方は生ぬるい。監督官の言うことをい

ちいち聞いていたのでは何時までたっても

国民にアピールする番組は生まれない。禁

止事頂にふれる提案があっても理由さえつ

けばそれを認める」とわれわれにしばしば

語っていた（南1980：52）。

このように宮本は，政治論議禁止の規定の

抜け道を探してでも，国策の宣伝を進めるべき

と主張していた。日本放送協会は，逓信省の

方針に従って政治上の議論が放送されることを

回避してきたが，宮本はそうしたやり方は「生

ぬるい」と評していた。

こうした考え方は宮本自身の著書によっても

示されている。宮 本は『放 送と国防 国家』

（1942年）の中で，1920年代から1930年代初

めにかけての政党政治の時代と，日中戦争以

降，挙国一致の体制となった時代とでは，放

送に期待される役割が異なるとして，次のよう

に整理している。

政治が全体的，国家的なものでなく，

全体の部分たる一部の利益を代表する政

党が中心となって，政権を交互に得て政治

を行うことが立憲政治の要諦と解された当

時としては，政治や外交，経済に関する放

送をなすことは全体の利益ではなく，部分

の利益のみを代表し，却って民主主義政

治の弊を助長する惧が多分にあった。従っ

て，放送は満州事変に至るまでは，教化

機関，教育機関としての放送に重きをおき，

政治，外交，経済，軍事に関する放送は

殆どそれを行わなかった。（中略）かかる個

人本位的な講演放送も，満州事変を契機

として，国家的なもの，団体的なものへと

新しく出発し，今回の支那事変になってか

らは，自由国家的なものから国防国家的な

ものへとその相貌を変え，今後は如何にし

てこれが完璧を期するかが残されたところ

であると云えよう（宮本1942：56-57）。

そのうえで，宮本は「我が国に於いても従来

法制的には，放送内容については消極的な取

締を以て臨む建前となっていたが，この情報局

の設置を以て積極的に放送内容の指導をもな

し得ることが法制上明かにされた。（中略）国家

と放送事業は監督，被監督の対立的なもので

はなく，謂わば国家は放送事業の後見的役目

を以てその責を分担せんとするものである」（宮

本1942：71-72）と主張した。国家が「自由国

家」から「国防国家」へと変貌する中，政治論

議に関する放送は，国策に沿ったものである限

りは，監督当局によって容認されるようになっ

ていった。

こうした考え方は，日本放送協会の内部にも

浸透していった。ニュースを担当する業務局報

道部編集課に在籍していた西田貞一は，放送

協会が当時発行していた雑誌『放送』に次のよ

うに記している。

政治放送の禁止とは，かつての党派的

論議の禁止であると言う事は，嘗て党派

的相対主義が行われ，しかも今やその事

情は著しく変化している事を示すものであ

る。この様に，放送は，等しく国家的と言っ

ても，今日では嘗ての遠慮勝ちな消極的

態度を棄てて最も積極的な活動を行ってい

る。この事は一面から言えば，国家が文化

的領域に於て消極的態度を棄て，積極的
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活動に転じている事にほかならない（西田

1939：4-5）。

同じく報道部門にいた柳澤恭雄も1941年10

月の時点で，「ニュースの取捨選択，ニュースの

扱い方は，すべて国家的見地から行われてい

る。即ちラジオ・ニュースは国家的主観によっ

て編集されている」（柳澤1941：35）と述べて

いる。監督当局の姿勢の変化とともに，放送

協会の放送現場も，自ら国家的見地に立って

ニュースを取捨選択し，国策の宣伝を積極的に

行うことが迫られた57）。

『日本無線史』は，情報局の設立による規制

に対する考え方の変化について，「逓信省はこ

の点については消極的な監督に終始していたと

も言い得る方針であったが，茲に始めて（原文ママ）

公然と国家意思が放送番組の編成，実施に加

えられることになったのである。（中略）官僚の

『指導』が公定せられて以来は，個々の番組に

至るまでその意向に従う態勢に移り変った」（日

本無線史編纂委員会編1951a：168）と記述し

ている。

監督当局が抱えていた問題

もっとも，この時期になっても，東京の本省

と地方の逓信局とでは監督に対する考え方に

温度差があるなど，従来の方針からの転換が

完全になされたわけではなかった。当時の実態

がわかる資料がNHK放送文化研究所に残され

ていたことから，それをもとにこの時期の監督

当局と放送協会との関係を見ていく。

この資料は，1941年6月に東京都市逓信局

（東京・神奈川を管轄）の担当官が日本放送協

会の仙台中央放送局などを視察し，監督のあ

り方について検討する会議を行った際に作成さ

れた報告書58）である。東京都市逓信局の担当

官は5日間にわたって宮城県と福島県を訪れ，

仙台逓信局で監督事務に関する会議を開いた

ほか，仙台中央放送局，福島放送局，郡山放

送局の視察を行った（表26）。

仙台逓信局で開かれた放送監督事務打合会

議では，仙台逓信局の中村松次郎局長，情報

局の水谷史郎情報官のほか，仙台中央放送局

「仙台放送監督事務打合会議報告書」（東京都市逓信
局放送部 柴橋國隆放送課長作成　昭和十六年六月）
NHK放送文化研究所所蔵

表26　東京都市逓信局による視察日程

1941（昭和16）年6月
9日（月）　東京発		 松島泊

10日（火）　放送監督事務打合会議
	    （仙台逓信局で開催）	 仙台泊
11日（水）　放送監督事務打合会議
	    （仙台逓信局で開催）	 仙台泊
12日（木）　管内放送局長会議
	    （仙台中央放送局で開催）
	    福島放送局視察（午後）	 飯坂泊
13日（金）　郡山放送局視察		 同夜帰京
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の矢部謙次郎局長が挨拶を行ったと，報告書

には記載されている。監督される側だった仙台

中央放送局長が会議に出席していることからわ

かるように，逓信省，情報局，日本放送協会

が一体となって，監督事務に関する打ち合わせ

を実施していた59）。

会議を開催した趣旨について，報告書を執筆

した東京都市逓信局放送部の柴橋國隆放送課

長は，「地方大衆の啓発指導に重点を置くとき，

放送監督の方針は全国的に有機的な統一を保

たねばならないことは贅言を要しない」としたう

えで，次のように記している。

去る三月情報局主催の下に第一回全国

放送監督事務打合会議が開かれたのを契

機として，各逓信局が従来の割拠主義を

改め，具体的協調の態度を採るに至ったこ

とは洵に喜ばしい現象である。

斯くて，先に札幌管内の打合（四月）が

あり，今回大阪，仙台が相次いで開催す

るの運びとなった訳であって，放送局，逓

信局間の意思の疎通，地方逓信局，就中，

駐在官の放送監督行政に対する認識の是

正，監督方針の統一，並に中央在勤者の

地方実情の認識等，この打合によって得ら

れた収穫は決して少なくないと確信してい

る。

「割拠主義」という記述からうかがえるように，

この時期になっても，東京の本省と地方の逓信

局，あるいは逓信局どうしの連携は十分ではな

かった。また，以前から指摘されていた監督方

針のばらつきを是正する必要もあったことから，

逓信省の担当者が各地を回って，こうした会議

を開いていた。

仙台で開かれた会議では，監督方針に関し

て，番組指導をより積極的なものにすることが

提唱された。報告書によると，東京都市逓信

局の柴橋放送課長は，放送監督の一般方針と

して，以下のような「積極的方面」と「消極的

方面」の2種類があると説明し，「積極的」指

導の重要性を指摘した。

（1）積極的方面
・高度国防国家体制確立を期し，国策の

周知徹底，国民精神の昂揚，世論の統

一を図る為，国民大衆の指導啓発

・兼ねて長期建設に備うるため，国民大

衆に健全なる慰楽の提供

・国民文化の一般的水準の向上

（2）消極的方面
・諸法規違反の取締

・反国家性，反社会性の取締

ここまで見てきたように，1930年代の放送検

閲では，安寧秩序紊乱や風俗壊乱，あるいは

広告に類した放送を取り締まることに力点が置

かれていたが，情報局の発足以降，放送規制

の「積極的方面」が強調され，「国策の周知徹

底」や「国民精神の昂揚」を図るために，ラジ

オ放送を活用する方向へ監督の重点が変化して

いったことがわかる。

他方で，報告書には，監督体制についての

さまざまな懸念材料が柴橋放送課長の「感想」

としてまとめられており，これまでに指摘されて

きた問題が1940年代に入っても解消されていな

かったことも浮かび上がる。

特に地方での監督体制について，報告書に

は，「従来，逓信省の放送監督事務従事者の

養成並に其の再教育に関する態度は極めて消
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極的であり，其の特殊性に対する認識をすら疑

われる程であって，速に抜本的の対策を講ずる

必要がある」「三年前，放送考査官の制度が創

められたけれども，其の運用は今後に俟つべき

ものが多いのであるし，書記，殊に地方駐在官

の選任には尚遺憾なしとしない」などと記されて

いる。放送は，「政治，経済，軍事，外交，文

化，社会等，各般の事象」にわたることから，

これらに精通した放送監督官の養成が求められ

ていたが，依然として監督官の専門能力やその

育成のあり方については問題があると認識され

ていたことになる。

さらに法令の解釈や運用の面でも，地方の

逓信局では融通性に乏しく，中央と地方との連

携についても十分ではないとして，次のような

指摘がなされている。

中央に於ては適宜の解釈運用に依り，

現行法規にとらわれて措置を誤るというよ

うなことは先ずないが，地方逓信局，殊に

駐在官の場合は，兎角時勢の動きに疎く，

日常執務に当り拠るべき唯一のものは現

行法規であるから，責任の大なるだけ，文

字解釈に陥り，融通性に乏しくなり勝ちな

のが現状である。而かも之に臨機の運用

措置を求めるのは無理だと思う。

故に一方に於て連絡会議，相互の事務

視察等，中央地方の有機的連絡を図り，

法規の解釈運用に万全を期すると共に，

現行法規の改正も亦忽かにすべきでない

のである。

情報局の設立以降，政府は放送規制に関し

て積極的な番組指導への転換を図ろうとしてい

た。しかし，それは検閲という手段のみによっ

て達成されるものではなく，特に東京以外の地

方では，依然として監督体制の問題もあって，

統制の徹底は難しかった。番組指導を徹底す

るためには，監督当局と放送協会との連携を強

め，「自主的」に国策に沿った番組を放送させ

るとともに，体制が整った東京での監督が行え

るように，番組編成の中央集権化を進める必

要があった。

5-3 �戦時下の内容規制

監督当局と放送協会の関係強化

1941年に入ると，政府による言論統制はさら

に強まり，国家総動員法に基づく新聞紙等掲

載制限令，国防保安法，言論・出版・集会・

結社等臨時取締法といった法令が次々に制定

されていった（日本放送協会編2001：153）。

そうした規制強化とあわせ，監督当局（情報

局・逓信省）は，日本放送協会と連携を図るこ

とで「自主的」に政府の意図に沿った番組を放

送させる方策を推進していった。

太平洋戦争の開戦後，番組指導がどのよう

に展開されたかについては，情報局がこの時期，

毎月作成60）していた『大東亜戦争放送しるべ』

（1942年1月～1943年6月）や，その後継の『大

東亜戦争放送指針彙報』（1943年7月～終了

時期不明）で確認することができる61）。いずれ

も数十ページから百数十ページ程度の冊子で，

表紙には「秘」と記されているが，日本放送協

会の関係者にも配付されたものと見られる。同

資料を用いた戦時期の報道統制の分析は，竹

山（2005）で詳しくなされていることから，ここ

では1930年代と比べた規制の枠組みの変化に

絞って検討する。
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まず，これらの資料から読み取れるのは，本

来は監督・被監督の関係にある情報局と日本

放送協会が緊密に情報交換を行っていたことで

ある。『大東亜戦争放送指針彙報』には，冊子

作成の目的として，「専ら放送責任者の為に，

その業務指針乃至事務上の参考に資せんとす

るものである62）」と記されており，情報局がとり

まとめた指導方針は放送局側にも伝わる形と

なっていた。

さらに，冊子には，放送に関する通達や指導

方針だけではなく，戦争関連番組を一覧にまと

めた「戦争重要放送記録」や，新聞各紙の放

送関連記事を採録した「放送記事抜粋」なども

掲載されており，戦争に関連した放送について

の情報誌のような体裁をなしていた（加藤2012：

107）。情報局と日本放送協会がさまざまな情報

を共有しながら業務を進めていたことがわかる。

また，監督当局の内容規制に関する姿勢も

変化していた。『大東亜戦争放送しるべ』第16集

（1942年9月）に掲載された東京都市逓信局に

よる記事には，「我々の検閲態度の根幹をなす

もの」として，「太平洋戦争の完遂」や「放送

の全面的国家目的即応」を期するために，「総

ての放送を高度の政治的見地から見ること」が

挙げられている。そして，「すべての放送を政

治的に見るということは，すべての放送に政治

色をつけよということではないけれども，放送

は単なる文化機関ではなくて政治機関であると

云う意味に於てすべての放送が国家の要請に

合致しているや否やを大局より判定せよという

ことなのである」と記述されている63）。1930年

代には，放送で「政治上の論議」を扱うことは

厳しく制限されていたが，1940年代に入り，大

政翼賛会の成立によって既存の政党が解散す

る中，放送は国策をそのまま宣伝する「政治機

関」となることが求められた。

また，ニュースの検閲基準も，①現在国民に

対し放送適当なりや否や，②日本的枢軸的観

点にありや否や，③政府に協力的なりや否や，

④敵に利用されるおそれなきや否や，といった

点が重視されるようになった64）。『大東亜戦争

放送しるべ』は，上記の4点に沿って，ニュー

ス放送はどのような内容であるべきかについて

具体的に指摘を行っている。監督当局は，検閲

に関わる方針を事前に日本放送協会側に詳しく

伝え，指導方針を放送現場で内面化させようと

していた。

このように太平洋戦争下の放送規制に関する

方針は，1930年代のように，風俗壊乱や安寧

秩序紊乱に該当する事項を取り締まるだけでは

なく，国策に沿った放送に向けて，より積極的

に放送内容を指導する方向へと変化した。そし

て，検閲の実施にあたっても，太平洋戦争の開

戦後は，あらかじめ軍や各省庁から日本放送協

会に放送禁止事項が送付され，それに沿って

協会側で「自主的」に原稿の修正を行ったあと

に検閲を行う方法が定着していった65）。

当時，報道部にいた柳澤恭雄によると，協

会内に禁止事項を専門に担当する生き字引のよ

うなスタッフがいて，そのスタッフに従ってニュー

ス原稿の修正を行っていた。柳澤自身も，担当

する解説番組について，検閲を担当する情報局

第二部放送課の課長としばしば会談を持ったと

のちに記しており（柳澤1995：56），こうした点

からも情報局と放送協会とが協調しながら放送

にあたっていたことがわかる。この時期には，

放送協会で毎日開かれていた編成会議には，

情報局の放送課長も加わり，番組に対する意

見を述べるといったことも行われていた（日本

放送協会編1968：58）。
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各地の逓信局でも，協会との協調関係を背

景に，検閲を緩和する動きが見られた。NHK

新潟放送局の局史によると，1945年1月の放送

日誌には，「監督官より，上司の希望もあり報

道の事前検閲を実施し度に付至急対策を講じ

られ度との要望あり（中略）副部長より熊本，

広島等の現況に照し，事前検閲を省略又は緩

和し，必要あるものは梗概程度に留められ度旨

申出，監督官了承」といった記述が見られる

（NHK新潟放送局編1982：65）。監督当局と

放送協会との関係を背景に，検閲を一部省略・

緩和するなど，制度の運用は柔軟なものになっ

ていった。

検閲の実態の変化

戦時下，監督当局と日本放送協会の関係は

以前よりも緊密なものとなったが，事前検閲そ

のものは従来どおり継続された。他方，放送協

会による自主規制が定着する中で，検閲の実態

には変化が見られる。この時期にどのような検

閲が行われていたのか，また，1930年代と比

べてどのような点が異なっているのかを以下，

確認する。

検討に用いるのは情報局第二部放送課によ

る「放送事項取締彙報 第8号」（1943年4月）

（NHK放送文化研究所所蔵）である。第8号と

あるように，彙報は複数作成されたと考えられ

るが，現時点で確認されているのはこの号のみ

である。資料発見の経緯を含め，内容の分析

については，前川（2002）で詳しくなされてい

ることから，それも参考にしつつ，1930年代の

検閲と比較するという観点から資料を見ていく

ことにする。

この資料が作成された1943年4月は，前年6

月にミッドウェー海戦で日本が空母4隻を失い，

1943年2月にはガダルカナル島からの撤退を開

始するなど，戦局が厳しさを増していた時期に

あたる。資料は，第4章で分析した逓信省電務

局「放送事項措置彙報」（1936年10月）と同

様，検閲事例をとりまとめ，部内で情報を共有

するとともに，放送協会に対して検閲の対象と

なる事項を示すために作成されたものと見られ

る。表紙には「秘」の印が押されており，配付

範囲は限定されていた。

資料には，1943年1月から2月にかけての53

事例が掲載されている（1月が24事例，2月が

29事例）。番組の種類としては「報道」「教養」

「音楽」「文芸」があり，このほか「音盤（レコー

ド）」と「関東逓信局（大連）関係」が別建て

で記載されている。記述形式は，前出の逓信

省電務局「放送事項措置彙報」とほぼ同じだ

が，放送日に加えて放送時刻が記載されていた

り，全中（全国放送）・ローカル（地域向け放

送）といった種別が記載されていたりする点は，

前出の彙報とは異なっている。

放送事項取締彙報 第8号（1943年4月）NHK放送
文化研究所所蔵
表紙（左）と記載事項（右）
形式は1936年のものとほぼ同様だが，放送月日時刻
の欄に全中・ローカルの区別を記す欄がある。
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例として，「音楽」の欄に記載されている歌

謡曲「轟沈ぶし」を挙げると，表27のような形

式で記載されている。措置局として担当の逓信

局名が記され，日時や番組種別，題目，内容

とともに，逓信局による指示の内容が措置要領

の欄に具体的に記載されている。

「放送事項取締彙報」に掲載されている事例

は，実際に検閲の対象となった事項の一部と考

えられ，この時期の検閲の傾向がそのまま現れ

ているとまでは言いきれない。しかし，1936年

の逓信省電務局「放送事項措置彙報」と比較

することで，この時点で情報局が何に重点を置

いて取締りを行っていたのかという点は推測可

能である。

資料に掲載されていた53事例のうち，最も多

いのが報道の22事例である。1936年に比べて，

音楽や文芸（演芸・演劇）の割合が減り，代

わって報道に関する記載が増えた（図8）。

検閲の理由を見ても，1930年代とは大きく異

なっている。ここでは，1936年の「放送事項

措置彙報」と同様，措置要領の内容に基づき，

下記の5つの類型に区分した。

①国策に対する批判（安寧秩序紊乱）

②国体・皇室関係（安寧秩序紊乱）

③風俗壊乱

④広告・宣伝

⑤その他（事実との相違，誇大な表現， 

個人を中傷など）

個別の項目をどう分類するかについて解釈の

余地はあるが，傾向としては，戦争目的に合致

しない，あるいは反戦的といった理由で放送を

差し止めた事例が多数を占める（図9では「国

策」に分類）。また，風俗壊乱に区分したもので

も，のちに触れるように，「戦時下にふさわしく

ない」との理由で放送を差し止めた事例もあり，

そうした点も考慮に入れると，この時点では，

国策に沿った形で放送を行わせることが検閲の

重点事項になっていたと考えられる（図9）。

指摘事項別の検閲事例

個別の項目を具体的に見ていくと，報道では，

戦況ニュースを中心に，表28で示したような指

摘がなされている。事実関係を修正するという

よりも，内容欄の括弧以下にあるような新たな

要素を付加することで，戦況に関する聴取者の

印象を変えようとするものである。

図8　類型別の分類（53事例）

文芸
8事例

（15％）

音楽
9事例

（17％）

音盤
3事例（6％）

関東逓信 
2事例（4％）

教養 
9事例（17％）

報道 
22事例

（42％）

表27　検閲事項の記載例

措置局 東京

月日・時刻 1943年2月21日　午後1時

全中・ローカ
ルの別 全中

題目 歌謡曲　轟沈ぶし

内容
一， 今の世に，森の石松生きたら，金比
羅まいりを止めにしてロンドンめざして躍
り込み，敵の度肝を抜くであろう（以下略）

措置要領 今次聖戦を茶化したるが如き表現にして
曲も低俗に付撤回せしむ
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戦況に関する情報操作と言える事例はほかに

も見られる。連合軍の捕虜の内訳に関する報道

では表29のような指摘がなされている。元の

原稿は，捕虜30万人のうち，「白人」が11万

8,000人という事実関係を伝えるものだが，ここ

からは捕虜の過半がアジア諸国の人々であるこ

とが容易に推測され，「東亜解放」の戦争目的

との乖離が浮き彫りになるとして削除を指示し

たものである。1936年の検閲事例では，原稿

の内容が事実とは異なるとして削除を求める事

例は多 あ々ったが，国策との乖離を理由に削除

を要求するものはほぼ見られない。こうした点

からも検閲方針の転換が浮き彫りになる。

こうした変化は，ローカル放送でも確認でき

る。表30の事例は，アメリカから小学校や幼稚

園に人形が贈られたという事実関係を述べたも

のだが，「日米親善の使命の下に」という表現

を修正するよう指示したものである。検閲は，

それまでの風俗壊乱・安寧秩序紊乱を防ぐと

いった範囲を超えて，放送内容を国策に合致さ

せるように強制する機能を持つようになった。

こうした方針は，報道に限らず，教養や娯楽

といった分野でも同様である。例えば，教養番

組に分類される「幼児の時間」では，「あゝ ，う

んとおいしいものが食べたいなア」といった表

現の削除を求める指示がなされている。子ども

表28　検閲事項（国策）
［報道］

措置局 東京

月日・時刻 1943年1月4日　午後7時

全中・ローカ
ルの別 全中

題目

第二次世界大戦開始以来昨年十二月
末迄四ヶ年間に於けるイギリス艦隊の
損害は戦艦，航空母鑑各五隻をはじめ
艦艇総計五百六隻と発表されました（リ
スボン発同盟）

内容

…イギリス艦隊の損害について，イギリス
海軍省は昨日，この様に発表しました。

（がこれは飽迄イギリス側の発表でありま
して実際の喪失数より少ないことは容易
に想像されるところであります）

措置要領
斯種敵側発表を其儘取次伝達すること
は明かに敵の謀略手中に陥るものに
付，括弧内の如き注解を付加せしむ

図9　検閲理由による分類（53事例）
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表29　検閲事項（国策）
［報道］

措置局 東京

月日・時刻 1943年2月2日　午後9時

全中・ローカ
ルの別 全中

題目 議会関係ニュース

内容

貴族院兵役法改正委員会に於ける大
山陸軍省法務局長の説明中

「…俘虜の総数は約三十万でそのうち
白人は十一万八千人英，米，蘭，豪及び
カナダが入っている。大部分は戦地にい
るが，一部は内地，朝鮮，台湾に収容して
いる。戦争勃発より本年一月二十日まで
に軍法会議に付したものは九十八名で
ある。」と大山陸軍省法務局長は述べま
した。

措置要領

俘虜総数三十万に対し白人は十一万
人にては案外僅少の感ありて，残余の
過半は所謂アジア的有色人種となり，
戦争勃発当時ならば兎も角，現在の議
会外に於ける一般人に執りては聴取印
象香しからざるものあるやに思料せられ，
白人なる用語も面白からざるに付，傍線
の箇所削除せしむ
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向けの番組についても，厭戦気分を起こさせる

内容については削除の対象となった（表31）。

また，娯楽番組に関しては，表32のような事例

も見られる。日本人を「無力なる民族」のよう

に描くことが問題視された。

他方，1930年代と異なり，風俗壊乱を理由

にしたと考えられる検閲は少なく，掲げられてい

る事例の1割に満たない。表33は音楽に関する

例である。これらの事例で見られるように，風

俗に関連した指摘であっても，1930年代とでは

その様相は異なる。「軽佻浮薄の感を与うる」や

「戦時下かかる傾城の色物語は考慮の余地なき

もの」といった措置要領から見られるように，

風俗壊乱を防ぐという目的を超えて，戦時体制

下にふさわしい娯楽番組を放送させることが検

閲の一つの目的となっていた。このほか，音盤

（レコード）に関しても，「時局便乗，人情歪曲，

反戦的に付，撤回せしむ」として放送を禁止し

たものが3例掲載されている（図9では国策に

分類）。この時期は，報道に限らず，音楽や文

芸といった分野でも国策に見合った放送が強く

求められていた。

また，1930年代には，放送の不偏不党の確

保が重視されたが，この時期は，国の政策をそ

のまま宣伝することを問題視する指摘は見られ

ない。前述の宮本吉夫は「政治は往年の政党

政治より挙国的政治へと推移したため，今日で

は放送より除かれる題目は殆どなくなったと

云ってよい」（宮本1942：100-101）と述べてい

る。規制監督の責任者である宮本が指摘するよ

うに，総力戦体制の進展とともに，政治から距

離を置くべきとする従来の指導方針は消え，代

表32　検閲事項（国策）
［文芸］

措置局 東京

月日・時刻 1943年2月18日　午後8時

全中・ローカ
ルの別 全中

題目 街角の店　菊田一夫作

内容

シヤトルの商店街にて二十幾年間商売
を営み居りたる一日本人，米人の指金に
て支那人の家主より明渡しを要求され，
米人の偽紹介状を手に遥かテキサスの
寒村へ移転するという筋

措置要領
敵愾心昂揚には何の効果もなく，加之日
本人は余りにも無力なる民族なるかの如
き感すら伴うに付，注意撤回せしむ

表31　検閲事項（国策）
［教養］

措置局 東京

月日・時刻 1943年2月6日　午前10時

全中・ローカ
ルの別 二種（ローカル）

題目 ポチノオハナシ　堀江治子作

内容

「あゝ ，うんとおいしいものが食べたいなア」
「あゝ ，僕はおいしい牛肉が食べたいなア」
「僕は美味しいお菓子を沢山食べたいな
ア」

措置要領

犬の話なるも上記個所はその儘児童の
共感を呼び，あまりにも切実可憐にして，
延ては戦争を厭う心を起こさしむる懸念
あるに付，削除せしむ

表30　検閲事項（国策）
［報道］

措置局 名古屋（福井）

月日・時刻 1943年2月26日　正午

全中・ローカ
ルの別 ローカル

題目 見出しなし

内容

今から約十五年前の昭和二年六月日米
親善の使命の下に（日米親善の美名に
かくれて）県下各小学校や幼稚園に贈ら
れた青い眼をした眠り人形が…

措置要領 傍線の箇所は時局下措辞不適当と認
め，注意の所，括弧内の通り訂正す
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わって「挙国的政治」に沿って放送を行うこと

が推奨されるようになった。戦時下，検閲のあ

り方は，風俗壊乱・安寧秩序紊乱にあたる事

項を取り締まる消極的な規制から，監督当局が

行う積極的番組指導を補完するものへと性格

が変化していったことになる。

表33　検閲事項（風俗壊乱）
［音楽］

措置局 大阪（京都）

月日・時刻 1943年2月7日　午後3時

全中・ローカ
ルの別 群中66）

題目
響声楽
平井保喜作詞作曲
新声会女声合唱団

内容

ハローハレロ　ルンルンルンルン　ナア
ーハロー
柳青める春は楽しや
楽し春よ　来たれ友よ　春の野辺に
来たれや　今こそ　若人の春なれや
ラタタ　ラララ　ラタタ　ラララ　ラタタ　
ラララ

措置要領 軽佻浮薄の感を与うるに付，注意の処，
放送所要時間の都合もあり撤回せり

［音楽］

措置局 東京

月日・時刻 1943年1月4日　午後8時

全中・ローカ
ルの別 全中

題目 清元　忍逢春雪解（三千歳）
河竹新七作詞　清元お葉作曲

内容
春尚寒き雪の夜，入谷にある大口の寮
へ直侍人目を忍びて傾城三千歳を訪
れ，晴れて添われぬ身を嘆くという浄瑠璃

措置要領 戦時下かかる傾城の色物語は考慮の余
地なきものに付，撤回せしむ
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6 �結論

6-1 �放送規制の変遷

時期によって変化した規制

ここまで見てきたように，戦前・戦時期の放

送規制は，放送開始から太平洋戦争終結まで

の20年間，事前検閲を内容規制の主要な手段

として用いる制度上の枠組みは変わっていない

ものの，その運用の実態は時期によって変化し

てきた。本稿では，①1925年～1934年（放送

開始から日本放送協会の機構改革まで），②

1934年～1937年（機構改革以降，日中戦争

の勃発まで），③1937年～1945年（日中戦争

から太平洋戦争の終結まで），の3つの時期に

区分して分析を行ってきた。時期ごとの概要を

整理すると次のようになる。

1925年～1934年

日本の放送は，東京，大阪，名古屋の3都

市で別々に発足した社団法人によって1925年

に開始された。そして，翌年，3つの社団法人

が合同して日本放送協会が発足したあとも，各

社団法人を引き継いだ協会の支部は高い独立

性を維持した。各地に置かれた支部はそれぞれ

独立した理事会を持ち，支部のトップの理事長

には各地の財界有力者が就いた。また，どのよ

うな番組を放送するかは各支部の裁量に委ねら

れた部分が大きく，監督当局（逓信省）が全国

一律の形で規制を徹底させることは容易ではな

かった。

逓信省は，組織・人事面から統制を行うた

め，日本放送協会の各支部に常務理事を送り

込んだものの，支部の独立性の高さに加え，東

京の本部に与えられた権限の弱さもあって，統

制は十分に行き渡らなかった。

また，内容規制では，各地の逓信局が放送

局提出のニュース原稿や番組台本を事前検閲す

る枠組みが固まったものの，実効性に問題を抱

えていた。検閲の方針も，安寧秩序紊乱や風

俗壊乱の防止，放送内容の不偏不党の確保と

いったものが中心で，積極的に国策に沿った番

組を放送させるまでには至っていなかった。こ

の時期，各支部による自局編成（地域向け番

組）の割合は，それ以降と比べれば高く，放

送局ごとに検閲にあたる監督官の体制は万全で

はなかった。逓信局によって検閲の方法にもば

らつきが見られ，指摘事項に反した放送を中止

させる遮断措置も，必ずしも徹底しなかった。

放送事業に関しては，逓信省が監督を行った

が，内務省や文部省との間で規制権限をめぐる

対立も存在していた。また，規制そのものの実

効性も，この時期，必ずしも高いとは言えなかっ

た。こうした中で，逓信省は，分権的で統制が

行いにくい日本放送協会の組織のあり方を，解

決すべき問題として認識するようになった。満

州事変以降，国策を伝えるメディアとしてラジオ

放送の重要性が認識される中，逓信省は，放

送規制をめぐるさまざまな問題を解決していく

必要に迫られた。

1934年～1937年

1934年に逓信省主導で日本放送協会の機構

改革が行われ，東京の本部を核とする中央集

権化が図られた。機構改革によって放送協会の

各支部は廃止され，それまで強い発言力を保っ
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てきた財界出身の支部理事長は実権を失った。

そして，支部に代わって置かれた各地の中央放

送局の局長はすべて逓信省出身者となった。

組織面の中央集権化に加え，番組編成の面

でも，全国向け番組の審議・決定は本部の放

送編成会で行われることになった。放送編成

会には部外委員として，逓信省，内務省，文部

省の官僚も加わり，政府の番組への介入がより

容易になった。さらに，番組編成の中央集権

化が進んだことで，東京中央放送局からの全

国向け番組が増え，検閲も体制が充実した東

京で対応することが多くなった。

もっとも，1930年代中ごろまでは，検閲は

放送局によって提出された原稿に基づいて放送

の可否の判断を行うという，消極的規制にとど

まった。検閲の方針も，国策に沿った放送かど

うかを判断するというよりも，風俗壊乱や広告・

宣伝にあたる表現を取り締まることに力点が置

かれ，また，放送の不偏不党を維持することも

重視された。この時期の逓信省の文書からは，

監督にあたる要員が十分ではなく，特に地方で

の監督に問題を抱えていたこと，協会の放送現

場が必ずしも従順ではなかったことがわかる。

日本放送協会の機構改革によって，番組編

成を中心に政府が放送に介入できる余地は増し

た。放送規制の根拠となる法令自体は放送開

始以降，1937年ごろまではほぼ変化していな

いが，機構改革によって，規制のあり方が実質

的に変化した面がある。一方で，1930年代半

ばの段階では，放送に対する内容規制は事前

検閲による取締りが主体であり，監督当局が積

極的に番組指導を行い，国策に沿った番組を

放送させる，といった統制のあり方が全面化し

ていたわけではなかった。

1937年～1945年

日中戦争以降，総力戦体制が進展していくと

ともに，放送規制のあり方について，監督当局

の内部では，従来のような消極的検閲にとどま

らずに，積極的な番組指導に乗り出すべきとす

る主張がなされるようになった。

こうした中，1940年には，内閣直属の機関と

して，メディア全般に関する統制・指導を行う

情報局が設立され，放送の監督も逓信省に加

えて情報局が担うことになった。そして，情報

局が国策に沿った番組編集の指針を示し，そ

れに従って日本放送協会が自主規制を行う形態

が定着していった。この時期には，逓信省出身

者が日本放送協会の幹部に就くことが固定化

し，番組編成でも中央集権化が一層進展した

ことから，番組指導が行いやすくなった面があ

る。

こうして戦時下，日本放送協会と監督当局と

の一体化が進んだが，事前検閲は従来どおり

継続された。ただし，検閲の重点は，風俗壊

乱や広告・宣伝に関する事項を取り締まること

から，番組内容を国策に即したものに修正させ

ることへと変化した。そして，放送局が提出し

た原稿に沿って内容の可否を判断するのみなら

ず，戦意高揚に向けて原稿に新たな要素を追

加することを求めるなど，より積極的な指導が

行われるようになった。

もっとも，この時点でも，検閲を実施するた

めの体制が万全なものではないという議論は，

監督当局の内部で引き続きなされていた。検閲

によって放送規制の目的がすべて達成できたわ

けではなく，検閲は，監督当局による番組指

導や放送協会による自主規制を補完する機能

を担っていたとも言える。
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この時期，放送に対する統制の強さは，戦

前・戦時期を通じて極限に達していたが，それ

は監督当局と日本放送協会が厳しく対立してい

たことを意味しない。監督当局と協会の関係強

化が進む中で自主規制が徹底され，必ずしも

検閲のような強制的な手段によらなくても当局

の意向に沿った放送が行われる枠組みが出来

上がったためである。放送は，国策に沿った情

報を流すメディアとなり，検閲の性格もそれに

従って変化していった。

6-2 �検閲・番組指導・組織統制

さまざまな統制手法の関係

ここまでまとめた経過からは，戦前・戦時期

の放送規制について検討するうえでは，検閲に

代表される直接的な規制以外の手段についても

十分考慮に入れる必要があることがわかる。特

に，国策に沿った番組を放送させるためには，

政府はさまざまな手段をとる必要があった。そ

の要因としては，以下の点が挙げられる。

第1に，検閲や放送遮断といった規制手段

は，単独では十分には機能しなかったという点

がある。特に1934年の日本放送協会の機構改

革以前は，協会本部を通じた統制が行き渡らず，

地方の逓信局の要員不足の問題もあって，全国

一律の水準で検閲を行える体制にはなっていな

かった。逆に言えば，1934年の機構改革によっ

て，日本放送協会での中央集権化が進み，全

国向け番組が増えたことで，検閲の実効性が高

まっていったことになる。

第2に，検閲は，風俗壊乱や広告・宣伝にあ

たる放送を防ぐ機能を持った消極的規制であ

り，検閲のみで番組内容を国策に沿ったものに

誘導することは困難だった点がある。検閲は，

放送局から提出された原稿や台本をもとに不適

切な内容を差し止める規制であり，番組内容を

国策に沿ったものにするためには，その前段階

で介入を行う必要があった。それが可能になっ

たのは，官僚も加わった放送編成会が発足して

以降のことであり，より本格的には1940年の

情報局の設立によって積極的なメディア指導の

方針が明確に打ち出されてからのことである。

それと並行して，検閲の実態も変化していった。

第3に，特に初期の検閲では，放送内容の

不偏不党性の確保が重視されており，直接的に

国策に沿った番組指導を行うことが難しかった

という点がある。逓信省や日本放送協会は，講

演番組などで政治上の議論が行われることを

警戒し，初期の検閲ではそうした内容の排除に

重点が置かれた。これは当時，政友会と民政

党の二大政党が鋭く対立していたことから，政

党間の論争に放送が巻き込まれることを防ぐ必

要があったためである。しかし，それは政治情

勢が変化すれば，解決する問題でもあった。実

際，「挙国一致」の体制が定着すると，政府は

積極的に国策の宣伝に放送を活用するように

なった。それとともに，監督当局は積極的な番

組指導を推進するようになり，検閲の性格も放

送内容が国策に沿っているかどうかを精査する

ものへと変化していった。

こうした点からは，検閲といっても，1930年

代半ばまでと，それ以降とでは，性格がかなり

異なることがわかる。そして，そうした変化がも

たらされた背景には，組織統制を通じた日本放

送協会の中央集権化や，監督当局と協会との

関係の変化があった。監督当局と協会の間に

緊張関係がある場合には，検閲は消極的な性

格にとどまらざるをえないが，両者の一体化が
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進めば，検閲は，自主規制と組み合わされて，

放送を国策に沿ったものへ誘導する機能を持つ

ことになる。

こうした検閲の変化は，放送に限られたもの

ではない。新聞でも，「少なくとも満州事変以

前の検閲当局は，さまざまな取締に柔軟に対応

しようとする配慮を行い，差止命令にしても決

して画一的な命令を多発していたわけではな

かった。言論の自由が保障されていなかった戦

前期とはいえ，その取締状況には時代の趨勢

によって相応の差異があることを記憶すべきで

あろう」（中園1996：97）との指摘がある。放

送では，戦前から戦時期にかけて，事前検閲

が規制手段として用いられてきたが，その性格

は「時代の趨勢」とともに変化していった。そ

の背景には，戦時体制の進展に伴うメディア統

制の変容と，それによって生じた監督当局と日

本放送協会との関係の変化があった。

本稿では，「はじめに」で，「政府と放送協会

とが完全に一体化していたならば，検閲のよう

な手段をとるまでもなく番組面への統制も可能

だったのではないか」「太平洋戦争中も検閲自

体は続けられ，両者の監督・被監督の関係は

維持されている。こうした点からは，戦時下に

おいても政府と放送協会の間には一定の緊張

関係があったのではないか，あるいは，同じ検

閲という規制手段であっても，その様態は戦時

下とそれ以前とでは異なっていたのではないか」

といった問いを立てた。

これに対しては，監督当局と日本放送協会と

の関係が緊密化していく中で，検閲はその性格

を変化させつつ，放送を統制する機能を維持し

てきた，という答えを与えることができる。太平

洋戦争下では，情報局による番組指導やその

方針に沿った自主規制が放送規制の中心と

なったが，それによって徹底しきれなかった部

分を検閲が担ったことになる。

戦前の放送規制をめぐっては，政府による検

閲に着目し，厳しい統制がなされてきたとする

見解が多くの研究で示されてきた。しかし，放

送に対する統制手段にはさまざまなものがあり，

検閲のみによって表現の自由が制約されてきた

わけではない。放送内容を国策に沿ったものに

するにあたっては，日本放送協会に対する組織

統制を含め，多様な手段が用いられてきたこと

が，ここまでの検討で明らかになった。

本稿では，記述の根拠となりうる当時の資料

の多くが戦後の混乱で失われる中，辛うじて残

された逓信省や情報局，日本放送協会の文書

によりつつ考察を進めた。それらの資料は戦前

から戦時期にかけて生み出された文書の一部に

すぎないことから，新たな資料の発見によって

は，ここまでの考察に修正が迫られる可能性は

ある。ただ，さまざまな資料から浮かび上がっ

た事実関係は，当時の新聞や雑誌の記述と整

合しており，資料どうしで矛盾する点もないこと

から，それらに基づいた本稿での議論は，今

後の研究を行ううえでの一定の基礎になりうる

ものと考える。

戦後に残る枠組み

戦前・戦時期の放送規制は占領期の制度改

革によって全面的に見直された。1950年に施行

された放送法では，「放送番組は，法律に定め

る権限に基づく場合でなければ，何人からも干

渉され，又は規律されることがない」と定めら

れ，明確な法的根拠がなければ，政府が放送

番組に介入することは不可能になった。特に，

政府による検閲は明確に禁止された。
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もっとも，戦前・戦時期の放送規制が抱えて

いた問題が戦後になってすべて解消されたとい

うことでもない。戦前と戦後の制度上の相違点

は多いが，戦後に残された枠組みについて，最

後に簡単に触れておくことにしたい。

まず，社団法人・日本放送協会は終戦後も

解体されることはなく，占領当局（GHQ）によ

る検閲や番組指導を受けつつ，放送を継続し

た。1950年の放送法施行によって社団法人は

解散したが，その一切の権利・義務は放送法

に基づく特殊法人・日本放送協会に引き継がれ

た。戦前の幹部の多くは協会から去ったものの，

1934年の機構改革で確立された中央集権的な

組織編成は維持された。また，戦前とは制度

が大きく異なるものの，経営委員会の人事，財

務，受信料，業務，放送施設などに関する規

律が存在している。

さらに，政府による規制の手法もすべてが変

わったわけではない。戦前から戦時期にかけて

の内容規制は，日本放送協会に対する組織統

制と組み合わされて効果を上げてきたが，そう

した組織面に対する規制は戦後もさまざまなも

のが存在する。このため，間接的な規制を通じ

て番組に対する実質的な影響が及ぶ可能性は，

戦後も完全になくなったわけではない。それは，

日本放送協会に限られた問題ではなく，民放に

関しても，設立時の放送局免許をめぐる行政過

程などを通じて政府が放送事業に介入する余地

は残されている67）。

こうした点を考慮に入れれば，制度としての

検閲が存在しないということのみで，政府によ

る統制から解放されたことにはならない。戦後

の日本では，検閲は憲法によって禁止され，放

送番組に対する規制は，放送法の規律をもと

に放送事業者が自主規制を行う枠組みのもと

で運用がなされている68）。番組に関して問題が

生じた場合でも，課徴金などの制裁手段を持つ

欧米の主要国と比較して，政府がとりうる手段

は限られている。しかし，さまざまな手段を用

いて，政府が放送番組に対して影響を及ぼすこ

とは不可能ではない。政府と放送事業者との

密接な関係を軸にした非公式な影響力行使ま

で考慮に入れると，その手法の類似性という点

で，戦前からの影響がまったく残されていない

わけではない。

現在の放送をめぐる状況は戦前・戦時期と

は大きく異なるが，政府がさまざまな規制手段

を用いて情報の流通を妨げたり，制度の存在を

背景に自主規制をさせたりする動きは今後も起

こらないとは言えない。放送規制についての考

察を進めるにあたって，これまでの歴史を踏ま

えた議論を行うことは，今なお不可欠と考えら

れる。

（むらかみ せいいち）

【凡例】

史料からの引用については，法令を除き，旧字体を
新字体に改め，漢字カタカナ交じり文のカタカナはひ
らがなに改めた。また，句読点を補ったところがある。
引用中の（　）内は，筆者による注記である。なお，

「ラヂオ」の表記はそのままとした箇所がある。
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注：
1）本稿では，「戦前」を1925年の放送開始から1937

年の日中戦争勃発まで，「戦時期」を日中戦争以
降，1945年の太平洋戦争終結までの期間として記
述する。

2）GHQによるラジオ番組に対する事前検閲は占領開
始直後に始まった。ラジオ番組の多くは1947年8
月に事後検閲へと移行したが，『婦人の時間』や

『労働の時間』といった一部の番組はその後も事前
検閲が併用された。また，放送に対する事後検閲
が終了したのは1949年10月だが，公式の検閲が
終わってからも，GHQは主要な番組に対する指導
を継続した（村上2016）。

3）朝鮮・台湾などいわゆる外地を除く。
4）日本放送協会の略称としてNHKが用いられるよう

になったのは，戦後であることから，以下，戦前・
戦時期の社団法人・日本放送協会を略記する場合
には，「放送協会」「協会」とする場合がある。

5）免許権限などを背景に，政府あるいは政権与党が
放送事業者に非公式な形で影響を及ぼそうとした
ものも含まれる。

6）戦時中に作成された文書の多くは，その後の責任
追及を懸念して，終戦時に焼却されたと思われる。

『放送五十年史』には，「放送会館の内玄関の前の
道路では，戦争中の文書が山のように積み上げら
れて焼却された。煙は暗い色に迷彩を施された会
館の壁に沿い，真夏の空へ舞い上がっていった。
東京をはじめ全国の各官庁，軍需工場，団体，会
社，そして陸・海軍部隊でも，手当たりしだいに文
書を焼いていた」（日本放送協会編1977：195）と
の記述がある。

7）戦前・戦時期においても，憲法（帝国憲法）が「言
論の自由」を保障していること自体は監督当局に
よっても認識されていた。東京区裁判所検事局思
想係検事を務めていた平出禾は1942年の著書で，

「所謂『言論の自由』は我が帝国憲法の保障すると
ころであって，之れを尊重すべきことは皇国の進歩
発展上もとより異論のないところであるが，其の自
由なるものも『法律ノ範囲内ニ於テ』許されるもの
であることも又憲法に明示されて居り，言論の自由
は当然皇国の進歩，発展の見地よりする整然たる
統制に服することを前提とし，其の範囲内に於ての
み認められるのである」（平出1942：3）と記述して
いる。

8）検閲とは一般には，「公権力が外に発表されるべき
思想の内容をあらかじめ審査し，不適当と認めると
きは，その発表を禁止する行為」と解されることが
多い（芦部・高橋2019：207）。他方，戦前・戦時

期には，発行後に記事を審査したうえで，発売頒
布を禁止することも検閲の一種（事後検閲）として
扱われてきた。このため，本稿では，発表時期の
前後にかかわらず，公権力が内容を審査して発表
を禁止することを検閲として扱う。なお，芦部・高
橋（2019）は，「思想・情報の発表に重大な抑止
的な効果を及ぼすような事後規制も，検閲の問題
となりうると解するのが妥当であろう」としている

（芦部・高橋2019：208）。検閲の概念が抱える問
題については，奥平（1988）83頁以下も参照。

9）当時は，ラジオ放送は無線電話と呼ばれ，大勢の
人々に一度に聞かせるラジオも，特定の相手に呼び
かける電話も，無線である限り，制度上，明確に
区別されることはなかった（日本放送協会編2001：
23）。

10）放送に関する内容規制では，出版法・新聞紙法と
いった他のメディアに関する法令や，治安維持法・
軍機保護法などの規定も参照されることがあった

（小松1932：156-162）。これらの法令については，
規制の実態を分析する中で言及する。なお，戦時
中の言論統制に関わる法規については，平出

（1942）が詳しく論じている。
11）朝鮮・台湾などいわゆる外地では，放送事業を行

うために日本放送協会とは別に法人が設立された。
なお，社団法人・日本放送協会は1950年6月の放
送法施行とともに，放送法に基づく特殊法人となっ
た。1951年9月に民放が発足したことで，国内で
はNHKと民放による二元体制で放送が行われて
いる。

12）このほか，放送設備（放送局）の設置や使用する
周波数も逓信省が管理した。また，聴取者がラジ
オを受信することにも国の許可が必要だった。

13）新聞紙法に先立って，新聞紙条 例（1875年～
1909年）が存在していたが，ここでは新聞紙法に
基づき記述を行う。

14）新聞に関しては，原稿を事前に行政庁に提出する
義務を課し，その許可なしには発行させないという
制度（事前検閲）は，明治初期の一時期を除き，
実定法上は採用されなかった。しかし，後述するよ
うに，事前検閲と変わらない運用がなされてきた面
があり，監督当局も「検閲課」を設けて規制にあ
たってきたことから，本稿では，発行後の発売頒
布禁止処分も含め，検閲として扱う。以上につき，
奥平（1983）130頁以下参照。

15）中園（2006）は，一定の取締内規を根拠に納本記
事を検査する検閲を「一般検閲」，差止命令の発
令による効果を期待する措置を「命令検閲」と呼
び，分析を行っている。



300 │ NHK 放送文化研究所年報 2020

16）事前の差止命令は，新聞社側にとっても発売禁止
に該当する記事を具体的に判断できる利点があっ
た。特に日中戦争期以降は，「大手全国紙などが
検閲当局との間に直通電話を敷いて，事前に記事
掲載照会を行い，内閲同様の措置をとることで処
分を回避していた」（中園2006：23）という。

17）検閲に関係した職員数が詳しくわかるのは1940年
に作成された文書のみである。

18）逓信省「放送監督事務ノ内容」では，監理係の合
計が12，全体の合計が22となっているが，記載の
誤りと考え，内訳にあわせて修正した。

19）1942年5月現在では，内務省警保局検閲課の係
は，庶務係，企画係，納本係，著作権係，レコー
ド検閲係，出版検閲係，新聞検閲係，雑誌検閲係，
外字検閲係，保管係，映画検閲係の11となり，検
閲課員の人数は85人となった（松浦1975：105-
108）。

20）一部が兼任となっているため，検閲担当の総人数
は，これらを単純に足し合わせた人数よりも少な
い。

21）逓信局にはほかに，庶務課，監督課，規画課，工
務課，保険課，電器課，計理課，購買課などがあっ
た。

22）「放送無線電話事業ノ統制ニ関スル件」（1933年
ごろ）NHK放送文化研究所所蔵。この文書は，正
式決定前の逓信省の検討段階の資料と見られ

（「伺案」との記述がある），作成年月日についても
記載がないが，記述内容に1933年8月の事項が含
まれていることから，1933年後半から1934年前半
にかけて作成された文書と考えられる。

23）『大阪毎日新聞』1933年11月2日
24）『大阪朝日新聞』1925年3月12日
25）逓信省電務局「放送事項取締打合席上ニ於ケル電

務局長ノ挨拶」（1928年5月10日）NHK放送文化
研究所所蔵

26）『大阪朝日新聞』1928年2月3日
27）1930年2月に改正された放送用私設無線電話監

督事務処理細則には，番組概要については放送の
前日まで，ニュースについては放送の1時間前まで
に届け出ると規定されていたが，こうした運用は細
則で定められる以前から行われていた。

28）東京逓信局の監督課は1930年当時，赤坂区葵町
（現在の港区虎ノ門）にあった。

29）放送局と逓信局は直通電話で結ばれていたことか
ら，緊急時には電話で原稿を読み上げて許可を求
める方法も用いられたが，原則は，紙の原稿を逓
信局に送って検閲を受けるというものだった。

30）このあと1941年に大分放送局，1942年に沖縄放

送局が開局した。
31）ただし，各府県の警察部も出版物すべてを発行前

に検閲することは不可能であり，事後の発売頒布
禁止制度をとったことは，実態に即したものでも
あった。事後検閲は，その時々の状況に応じて権
力を行使すれば足りることから，制度を安定的に運
用できるという意味でも，規制を行う側には好都合
なものだった（奥平1983：132-133）。

32）番組の遮断はあくまでも放送局側が実施する措置
であり，行政処分ではない。なお，戦前，番組内
容を理由とした電波停止などの行政処分が行われ
たとの記録はない。

33）逓信省電務局「放送事項取締打合席上ニ於ケル電
務局長ノ挨拶」（1928年5月10日）NHK放送文化
研究所所蔵

34）検閲を実施する機関の違いによって検閲の対象と
なったり，ならなかったりする事例は，放送検閲に
限られたものではない。新聞検閲に関しても，取
締内規は存在したものの，各県警察部の検閲担当
官によって検閲の処分程度にはかなりの差があった
とされる（中園2006：139）。他方，映画フィルムの
検閲は，1925年に実施機関を各県警察部から内
務省警保局に移管し，東京で一括して行うことにし
たことから，県ごとの差異は解消された（増谷1932： 
2-3）。

35）逓信省電務局無線課「放送関係事務打合会議事
録」（1936年3月）NHK放送文化研究所所蔵

36）逓信省電務局「放送事項取締打合席上ニ於ケル電
務局長ノ挨拶」（1928年5月10日）NHK放送文化
研究所所蔵

37）『大阪毎日新聞』1933年11月2日
38）竹山（1994）は，1933年のナチス・ドイツの「放

送変革」と日本放送協会の機構改革の類似性を指
摘している（竹山1994；23-41）。

39）なお，これに先立って1933年10月に東京に中央放
送審議会が設置されている。中央放送審議会は，
会長の諮問に応じて番組の大綱について会長に建
議する機関で，発足時の委員として，学識経験者
や新聞関係者のほか，逓信・内務・文部各省の次
官も選ばれた。1934年10月にはこれに陸軍・海軍
両次官が，1935年12月には外務次官が加わった

（日本放送協会編2001：98）。
40）他方，この人事をめぐっては，逓信省は自省の出身

者をさらに多く放送協会の理事に就任させようとし
たが，常務理事の小森七郎によって拒絶されたと
いう。『日本無線史』は，「新任の理事九名中には
東京から林，矢野，大阪から小倉，村田の名士が
見られるが，同時に山本（元電務局長），米沢（元
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工務局長），安光，佐 ，々山崎（いずれも元逓信
局長）の五人は所謂逓信省の天降りであって，逓
信当局はこれ以上を指名しようとしたが小森常務の
峻拒する所となったと伝えられている」と記述してい
る（日本無線史編纂委員会編1951a：206）

41）『東京日日新聞』1934年5月19日
42）『東京日日新聞』1934年5月19日
43）こうした天下り人事は，逓信省と放送協会の監督・

被監督の関係にも悪影響を与えるという指摘も出さ
れた。ジャーナリストの中根榮は，「若し厳格なる
監督者として逓信省が存在するならば，官吏の一人
をだに放送協会に入れしめないと言う事が，最も厳
格なる監督のしぶりであると信ずる。絶えず自省の
官吏をそこに天降らしめて，恰も逓信省官吏の養
老所の如き感を抱かしめ乍ら，そこの何の監督官
庁としての権威があろう」（中根1936：238）と逓信
省の姿勢を批判した。

44）1935年のデータには金沢放送局が入っていない一
方，東京，名古屋，大阪で始まっていた第2放送
のデータが加わっている。

45）東京逓信局「昭和九年度会計事務並業務運行状
況監査ノ件」監無第23344号（1935年12月11日）
NHK放送文化研究所所蔵

46）それぞれの大区分の下に，「音楽」であれば，「和
楽」「洋楽」の区分があり，「和楽」はさらに「長
唄」「清元」「常磐津」などと分けられて事例が整理
されている。「演芸・演劇」についても，その下に

「演芸」「演劇」の区分があり，「演芸」はさらに
「浪花節」「講談」「落語」，「演劇」は「ラヂオドラ
マ」「映画劇」といった形で整理されている。

47）本稿で取り上げた放送事項措置彙報には，ニュー
スに関しては熊本逓信局の担当分のみが掲載され
ている。このため，実際に検閲の対象となった報道

（ニュース・実況）の事例は，図5で示した割合より
も多かったと考えられる。ニュースに関する熊本逓
信局以外の事例は，彙報の他の号で掲載されてい
る可能性があるが，この彙報以外の文書が発見さ
れていないため，詳細は不明である。

48）逓信省と日本放送協会が1932年に行った「全国ラ
ヂオ調査」（全国の聴取契約者約120万人に調査
票を送付）によると，「慰安番組」では，「落語・
漫談」「浪花節」「ラヂオドラマ・風景」が好きな放
送種目の上位3つとなった（逓信省・日本放送協
会編1934：23）。

49）ほかには，「華族」が9人（3％），「外国人」が9人
（3％）で，これ以外の「一般人」は122人（45％）
だった（清沢1935：203-204）。

50）歴代の首相の中で，特にラジオを積極的に活用し

たのが近衛文麿で，1937年6月の就任時に「全国
民に告ぐ」というラジオ放送を行ったのをはじめ，
国会開会や施政方針演説後など，要所要所でラジ
オ放送を行った（筒井2018：150-151）。

51）これによって，番組の企画・編成に対する内閣情
報部の影響力が強まり，従来の放送編成会は有名
無実な存在となっていった。

52）ただし，札幌，仙台，熊本の各放送局は，それぞ
れの管内の放送局の番組を受けて放送する割合が
10％程度あったことから，これを含めるとそれぞれ
の地域発の番組の割合はグラフの数値よりも高くな
る。

53）「放送業務改善意見（大阪逓信局）」（1937年ご
ろ）NHK放送文化研究所所蔵。この文書は，作成
者が大阪逓信局となっているものの，「社団法人日
本放送協会 大阪中央放送局」の名称が入った用紙
に記載されており，大阪逓信局の放送業務改善意
見を日本放送協会側がとりまとめたものと考えられ
る。資料自体は，ニュースや講演といった放送番
組の改善やローカル放送の充実，聴取料の集金の
あり方について，大阪逓信局の意見をとりまとめた
ものだが，文書の最後には，「其他」として，放送
監督体制の拡充強化を求める意見が付されている。
なお，資料が作成された年月日の記載はないが，
資料中，1936年度末の聴取者数のデータが記載さ
れていることから，1937年度に作成された文書と考
えられる。

54）所轄逓信局長の指示があった場合，「公益ニ関ス
ル放送」を行わなければならないとの規定は，放
送開始の時点で放送無線電話施設許可命令書に
存在していたが（日本放送協会編2003：38），「戦
時」「事変」の文言とともに逓信省令に盛り込まれ
たのは，このときが初めてである。

55）逓信省「情報局設置ニ伴フ事務移管内容」NHK
放送文化研究所所蔵

56）新聞や雑誌の検閲に関しても，内務省が取締りの
権限の維持を主張し，情報局の発足後も新聞紙法
による取締りは従来どおり内務省の所管とされた。
このため，制度の運用では，内務省の担当官が情
報局の役職を兼務し，情報局の庁舎内で執務しつ
つも，身分的には内務大臣に直属するという形を
とった（宮本1984：90-91）。

57）ただし，1941年5月に国防保安法が施行されると，
軍事，外交，財政，経済に関する重要な事項は機
密とされたことから，情報局の報道，啓発，宣伝
の機能は限定的なものになった（宮本1984：51）。

58）東京都市逓信局総務部 柴橋國隆放送課長「仙台
放送監督事務打合会議報告書」（昭和十六年六
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月）NHK放送文化研究所所蔵
59）報告書を作成した東京都市逓信局の柴橋國隆放

送課長は，仙台中央放送局で開かれた日本放送協
会の管内放送局長会議も傍聴しており，そうした点
からも監督当局と日本放送協会の親密な関係がう
かがえる。

60）作成部局は，時期によって情報局の第二部第三課，
第二部放送課，第一部放送課などと変わっていく
が，いずれも放送の規制・監督を担当していた部
署である（竹山2005：13-15）。

61）『大東亜戦争放送しるべ』は，当初は『放送しるべ』
という名称で，1941年6月から毎月発行されたもの
と見られる。太平洋戦争開戦直後の1942年1月の
第8集から『大東亜戦争放送しるべ』と改題される
とともに「秘」扱いとなり，その後，1943年7月の
第26集から『大東亜戦争放送指針彙報』という題
目になった。このうち，NHK放送文化研究所での
所蔵が確認されているのは，『大東亜戦争放送し
るべ』が第14集（1942年7月）から第25集（1943
年8月）まで（ただし第15集は所蔵なし），『大東
亜戦争放送指針彙報』が第26集（1943年7月）か
ら第41集（1944年11月）までである（加藤2012：
106-107）。

62）情報局第二部放送課『大東亜戦争放送指針彙報』
第26集（1943年7月）NHK放送文化研究所所蔵

63）東京都市逓信局放送課「『放送監督指示簿』及び
『措置検討会』を中心として」情報局第二部第三課
『大東亜戦争放送しるべ』第16集（1942年9月）
98頁

64）東京都市逓信局放送課「『放送監督指示簿』及び
『措置検討会』を中心として」情報局第二部第三課
『大東亜戦争放送しるべ』第16集（1942年9月）
99-103頁

65）この時期は新聞でも事前に記事差止事項が配付さ
れ，それに従って自主規制がなされていたが，放送
に関しても同様の進め方がとられたことになる。放
送協会の報道部門で行われた自主規制に関して
は，大森（2017）が詳しく分析している。

66）戦時下，電波管制が行われる中，全国の放送局を
軍管区別に5群に分けて，「群中」として群別に放
送が行われることがあった（村上2017：38-39）。

67）これらの問題に関しては，村上（2015）で分析を
行った。

68）曽我部（2012）はこうした規制のあり方を「規律さ
れた自主規制」と整理している。
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